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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 
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表 2.2-1 事業の経緯 

年 月 内容 

昭和 41 年 4 月 球磨川水系工事実施基本計画策定 

昭和 42 年 6 月 実施計画調査に着手 

昭和 44 年 4 月 建設事業着手 

昭和 51 年 3 月 「川辺川ダムに関する基本計画」告示 

平成 2年 12 月 補償基準妥結（地権者協議会）※地権者協議会以外の団体とは昭和 56年 4 月妥結 

平成 8年 10 月 川辺川ダム本体工事着工に伴う協定書調印（五木村、相良村、熊本県、九州地方建設局） 

平成 10 年 6 月 「川辺川ダムに関する基本計画」変更告示 

平成 19 年 5 月 球磨川水系河川整備基本方針を策定（平成 19年 5月 11 日） 

平成 20 年 9 月 熊本県知事の表明「現行の川辺川ダム計画を白紙撤回し、ダムによらない治水対策を追求すべき」 

平成 21 年 1 月
「ダムによらない治水を検討する場」を設置（平成 27年 2月迄に 12 回開催）（平成 25年 11 月
迄に幹事会を 5回開催） 

平成 21 年 9 月 国土交通大臣の表明「ダム本体工事は中止するが、生活関連対策については継続する」（現地にて） 

平成 27年 3 月～ 
「球磨川治水対策協議会」を開催（令和元年 6月迄に9回開催）（令和元年 11 月迄に 整備局長・
知事・市町村長会議を 4回開催） 

令和 2年 ７月
令和 2年 7月豪雨発生（球磨川：浸水面積 約 1,020ha、浸水戸数 約 6,110 戸、川辺川：浸水面積
約 130ha、 浸水戸数 約 170 戸を確認） 

令和 2年 
8 月、
10 月

「令和 2年 7月豪雨」により球磨川流域が甚大な浸水被害を受けたことから、「令和 2年 7月球
磨川豪雨検証委員会」を開催（第 1回：令和 2年 8月 25 日、第 2回：令和 2年 10 月 6 日） 

令和 2年 10 月 
～ 

「球磨川流域治水協議会」を新たに設置し、令和 2年 7月豪雨と同規模洪水への対応や気候変動
への備え、流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を検討 
(第 1 回：令和 2年 10 月 27 日、第 2回：令和 2年 12 月 18日、第 3回：令和 3年 1月 26 日、第 4
回：令和 3年 3月 24 日、第 5回：令和 3年 6月 2日） 
学識経験者等の意見を聴く場：令和 2年 12 月 23 日（第 1回）、令和 3年 3月 5日（第 2回）、
令和 3年 3月 18 日（第 3回） 

令和 2年 11 月
熊本県知事の表明「「緑の流域治水」の 1つとして、住民の「命」を守り、さらには、地域の宝
である「清流」をも守る「新たな流水型のダム」を、国に求める。」（令和 2年 11月 19 日） 

令和 2年 11 月
国土交通大臣と熊本県知事が会談（令和 2年 11月 20 日） 
熊本県知事が球磨川の治水に対する考え方について、国土交通大臣に説明。「国としても全面的
にしっかりと進めたい」 

令和 3年 1 月
「球磨川水系緊急治水対策プロジェクト」の公表（令和 3年 1月 29 日） 
（新たな流水型ダムの調査・検討に令和 3年度より本格着手） 

令和 3年 3 月 「球磨川水系流域治水プロジェクト」の公表（令和 3年 3月 30 日） 

令和 3年 5 月
球磨川の「新たな流水型ダム」の環境影響評価について、環境省と連携し、法に基づくものと同
等のものを実施することを発表（令和 3年 5月 21 日） 

令和 3年 6月 
～ 

「流水型ダム環境保全対策検討委員会」を開催（第 1回：令和 3年 6月 16 日、第 2回：令和 3年
12 月 14 日、第 3回：令和4年 3月 9日、第 4回：令和4年 8月 24 日） 

令和 3年 7月 
～12 月 

球磨川水系河川整備基本方針の見直しについて、社会資本整備審議会河川分科会河川整備基本方
針検討小委員会を開催(第 113 回：令和 3年 7月 8日、第 114 回：令和3年 9月 6日、第 115 回：
令和 3年 9月 29 日、第 116 回：令和 3年 10 月 11 日、第 117 回：令和3年 12 月 2 日※球磨川水
系に関する審議回を記載) 
河川分科会：第 60 回：令和 3年 11月 10 日、第 61 回：令和 3年 12 月 8 日 

令和 3年 8月 
～ 

河川整備計画策定に向けて、学識経験者等からご意見を聴く場として「球磨川水系学識者懇談会」
を設置し、開催（令和 3年度 第 1回：令和 3年 8月 4日、第 2回：令和 3年 12 月 13 日、第 3 回：
令和 4年 2月 17 日、第 4回：令和 4年 3月 28 日、令和 4年度 第 1回：令和 4年 6月 24 日） 

令和 3年 12 月 「球磨川水系河川整備基本方針」を変更(令和 3年 12 月 17 日) 

令和 4年 8 月 「球磨川水系河川整備計画［国管理区間］」を策定(令和 4年 8月 9日) 

表 2.2-1 事業の経緯 

年 月 内容 

昭和 41 年 4 月 球磨川水系工事実施基本計画策定 

昭和 42 年 6 月 実施計画調査に着手 

昭和 44 年 4 月 建設事業着手 

昭和 51 年 3 月 「川辺川ダムに関する基本計画」告示 

平成 2年 12 月 補償基準妥結（地権者協議会）※地権者協議会以外の団体とは昭和 56年 4 月妥結 

平成 8年 10 月 川辺川ダム本体工事着工に伴う協定書調印（五木村、相良村、熊本県、九州地方建設局） 

平成 10 年 6 月 「川辺川ダムに関する基本計画」変更告示 

平成 19 年 5 月 球磨川水系河川整備基本方針を策定（平成 19年 5月 11 日） 

平成 20 年 9 月 熊本県知事の表明「現行の川辺川ダム計画を白紙撤回し、ダムによらない治水対策を追求すべき」 

平成 21 年 1 月
「ダムによらない治水を検討する場」を設置（平成 27年 2月迄に 12 回開催）（平成 25年 11 月
迄に幹事会を 5回開催） 

平成 21 年 9 月 国土交通大臣の表明「ダム本体工事は中止するが、生活関連対策については継続する」（現地にて） 

平成 27年 3 月～ 
「球磨川治水対策協議会」を開催（令和元年 6月迄に9回開催）（令和元年 11 月迄に 整備局長・
知事・市町村長会議を 4回開催） 

令和 2年 ７月
令和 2年 7月豪雨発生（球磨川：浸水面積 約 1,020ha、浸水戸数 約 6,110 戸、川辺川：浸水面積
約 130ha、 浸水戸数 約 170 戸を確認） 

令和 2年 
8 月、
10 月

「令和 2年 7月豪雨」により球磨川流域が甚大な浸水被害を受けたことから、「令和 2年 7月球
磨川豪雨検証委員会」を開催（第 1回：令和 2年 8月 25 日、第 2回：令和 2年 10 月 6 日） 

令和 2年 10 月 
～ 

「球磨川流域治水協議会」を新たに設置し、令和 2年 7月豪雨と同規模洪水への対応や気候変動
への備え、流域全体で水害を軽減させる治水対策「流域治水」を検討 
(第 1 回：令和 2年 10 月 27 日、第 2回：令和 2年 12 月 18日、第 3回：令和 3年 1月 26 日、第 4
回：令和 3年 3月 24 日、第 5回：令和 3年 6月 2日） 
学識経験者等の意見を聴く場：令和 2年 12 月 23 日（第 1回）、令和 3年 3月 5日（第 2回）、
令和 3年 3月 18 日（第 3回） 

令和 2年 11 月
熊本県知事の表明「「緑の流域治水」の 1つとして、住民の「命」を守り、さらには、地域の宝
である「清流」をも守る「新たな流水型のダム」を、国に求める。」（令和 2年 11月 19 日） 

令和 2年 11 月
国土交通大臣と熊本県知事が会談（令和 2年 11月 20 日） 
熊本県知事が球磨川の治水に対する考え方について、国土交通大臣に説明。「国としても全面的
にしっかりと進めたい」 

令和 3年 1 月
「球磨川水系緊急治水対策プロジェクト」の公表（令和 3年 1月 29 日） 
（新たな流水型ダムの調査・検討に令和 3年度より本格着手） 

令和 3年 3 月 「球磨川水系流域治水プロジェクト」の公表（令和 3年 3月 30 日） 

令和 3年 5 月
球磨川の「新たな流水型ダム」の環境影響評価について、環境省と連携し、法に基づくものと同
等のものを実施することを発表（令和 3年 5月 21 日） 

令和 3年 6月 
～ 

「流水型ダム環境保全対策検討委員会」を開催（第 1回：令和 3年 6月 16 日、第 2回：令和 3年
12 月 14 日、第 3回：令和4年 3月 9日、第 4回：令和4年 8月 24 日、第 5回：令和 4年 10 月 6
日） 

令和 3年 7月 
～12 月 

球磨川水系河川整備基本方針の見直しについて、社会資本整備審議会河川分科会河川整備基本方
針検討小委員会を開催(第 113 回：令和 3年 7月 8日、第 114 回：令和3年 9月 6日、第 115 回：
令和 3年 9月 29 日、第 116 回：令和 3年 10 月 11 日、第 117 回：令和3年 12 月 2 日※球磨川水
系に関する審議回を記載) 
河川分科会：第 60 回：令和 3年 11月 10 日、第 61 回：令和 3年 12 月 8 日 

令和 3年 8月 
～ 

河川整備計画策定に向けて、学識経験者等からご意見を聴く場として「球磨川水系学識者懇談会」
を設置し、開催（令和 3年度 第 1回：令和 3年 8月 4日、第 2回：令和 3年 12 月 13 日、第 3 回：
令和 4年 2月 17 日、第 4回：令和 4年 3月 28 日、令和 4年度 第 1回：令和 4年 6月 24 日） 

令和 3年 12 月 「球磨川水系河川整備基本方針」を変更(令和 3年 12 月 17 日) 

令和 4年 8 月 「球磨川水系河川整備計画［国管理区間］」を策定(令和 4年 8月 9日) 

前回委員
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

3.1.1.1 気象 3.1.1.1 気象 

3-3 

事業者が実施した調査によると、頭地観測点における平成9～10年の観測結果は、年平均風速が1.4m/

秒であり、南寄りの風が卓越している。久領観測点における平成10年の観測結果は年平均風速が1.0m/

秒であり、西北西寄りの風が卓越している。 

事業者が実施した調査では、頭地観測点における平成9～10年の観測結果は、年平均風速が1.4m/秒

であり、南寄りの風が卓越している。久領観測点における平成10年の観測結果は年平均風速が1.0m/

秒であり、西北西寄りの風が卓越している。 

表記の適

正化 

3.1.1.2 大気質 3.1.1.2 大気質 

3-8

自然的状況の調査範囲における大気質については、熊本県が調査している。「大気・化学物質・騒

音等調査報告書（第56報）」によると、調査地点は図 3.1.1 4に示すとおり人吉保健所で実施してい

る。 

自然的状況の調査範囲における大気質については、熊本県により現地調査が実施されている。「大

気・化学物質・騒音等調査報告書（第56報）」によると、調査地点は図 3.1.1 4に示すとおり人吉保

健所で実施されている。

表記の適

正化 

3-10 

熊本県によるダイオキシン類(大気)の把握状況は表3.1.1 8に示すとおりであり、図 3.1.1 4に示す

とおり人吉市、錦町、あさぎり町で実施されており、すべての地点において環境基準を満たしている。

熊本県によるダイオキシン類(大気)の把握状況は表3.1.1 8に示すとおりであり、図 3.1.1 4に示す

とおり人吉市、錦町及びあさぎり町で実施されており、すべての地点において環境基準を満たしてい

る。 

表記の適

正化 

3.1.1.3 騒音及び低周波音 3.1.1.3 騒音及び超低周波音 

3-12 

自然的状況の調査範囲における騒音については、熊本県及び事業者が実施した調査結果がある。事

業者が実施した調査地点一覧を表 3.1.1 9、調査地点を図 3.1.1 5 に示す。地点 A、地点 B、地点 C

及び地点 Dは道路の沿道の騒音の状況の環境基準達成状況について調査した。なお、低周波音につい

ては、調査は実施されていない。 

自然的状況の調査範囲における騒音については、熊本県及び事業者により現地調査を実施してい

る。事業者が実施した調査地点一覧を表 3.1.1 9、調査地点を図 3.1.1 5 に示す。地点 A、地点 B、

地点 C及び地点 Dは道路の沿道の騒音の状況の環境基準達成状況について調査した。なお、超低周波

音については、調査は実施されていない。

表記の適

正化 

3-13 
表 3.1.1 10 現地調査による騒音の状況 表 3.1.1 10 騒音の状況 表記の適

正化 

3.1.1.5 悪臭 3.1.1.5 悪臭 

3-18 自然的状況の調査範囲における悪臭については、国、熊本県、事業者による調査は実施されていない。 自然的状況の調査範囲における悪臭については、国、熊本県及び事業者による調査を実施していない。
表記の適

正化

3.1.2.1 水象 3.1.2.1 水象 

3-19 

本川の球磨川は、同県球磨郡水上村の銚子笠に源流をもち、そこから南西に流れ下り、人吉盆地を貫

流しつつ、相良村で川辺川と合流する。その後、流れの向きを北西に変えて狭窄部を流れ下り、八代平

野で前川と南川を分派し、不知火海に流れ込む。球磨川の流域面積は 1,880km2、幹川流路延長は 115km

であり、ともに九州第 3位の規模を誇っている。 

本川の球磨川は、同県球磨郡水上村の銚子笠に源流をもち、そこから南西に流れ下り、人吉(球磨)盆

地を貫流しつつ、相良村で川辺川と合流する。その後、流れの向きを北西に変えて狭窄部を流れ下り、

八代平野で前川と南川を分派し、不知火海(八代海)に流れ込む。球磨川の流域面積は 1,880km2、幹川流

路延長は 115km であり、ともに九州第 3位の規模を誇っている。 

表記の適

正化 
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

3.1.2.2 水質 3.1.2.2 水質

3-25 

自然的状況の調査範囲における水質については、熊本県及び人吉市、事業者により現地調査を実施し

ている。水質調査地点を図 3.1.2 3 及び図 3.1.2 4 に、これらの水質調査地点における水質の把握状況

を表 3.1.2 5 及び表 3.1.2 6 に、その対象期間の水質調査結果を表 3.1.2 7～表 3.1.2 12、図 3.1.2 5

及び図 3.1.2 6 に示す。また、当該地域における「環境基本法」(平成 5 年法律第 91 号)に基づく「水

質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年環境庁告示第 59 号)の類型指定状況については、自然的状況の調査

範囲について、藤田より上流の川辺川と市房ダムより上流の球磨川は河川 AA 類型に、藤田より下流の

川辺川と、市房ダムから下流の球磨川は河川 A類型に指定されている。 

自然的状況の調査範囲における水質については、熊本県、人吉市及び事業者により現地調査を実施し

ている。水質調査地点を図 3.1.2 3 及び図 3.1.2 4 に、これらの水質調査地点における水質の把握状況

を表 3.1.2 5 及び表 3.1.2 6 に、その対象期間の水質調査結果を表 3.1.2 7～表 3.1.2 12、図 3.1.2 5

及び図 3.1.2 6 に示す。また、当該地域における「環境基本法」(平成 5 年法律第 91 号)に基づく「水

質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年環境庁告示第 59 号)の類型指定状況については、自然的状況の調査

範囲について、藤田より上流の川辺川と市房ダムより上流の球磨川は河川 AA 類型に、藤田より下流の

川辺川と、市房ダムから下流の球磨川は河川 A類型に指定されている。 

表記の適

正化 

3-25 

熊本県及び人吉市、事業者の現地調査による生活環境項目の状況は、表 3.1.2 8 に示すとおりであり、

水素イオン濃度(以下「pH」という。)は 6.0～9.3 となっている。生物化学的酸素要求量(以下「BOD」

という。)については、0mg/L～20mg/L、化学的酸素要求量(以下「COD」という。)については、0mg/L 未

満～19.3mg/L、土砂による濁り(浮遊物質量(以下「SS」という。))については、0mg/L 未満～325mg/L、

溶存酸素量(以下「DO」という。)については、0.9mg/L～19.2mg/L、大腸菌群数については、0 MPN/100mL

未満～9,200,000 MPN/100mL、全亜鉛については、0.001mg/L 未満～0.012mg/L、ノニルフェノールにつ

いては、0.00006mg/L 未満～0.0001mg/L 未満、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩(以下「LAS」

という。)については、0.0006mg/L 未満～0.0012mg/L となっている。熊本県、人吉市及び事業者の現地

調査による生活環境の保全に関する環境基準の達成状況は、表 3.1.2 8 に示すとおりであり、pH につい

ては、人吉を除く 10 地点で環境基準を満たしていない日がある。BOD については、11 地点すべてで環

境基準を満たしていない日がある。SS については、11 地点すべてで環境基準を満たしていない日があ

る。DO については、神屋敷、五木、四浦、柳瀬、天狗橋を除く 6地点で環境基準を満たしていない日が

ある。大腸菌群数については、11地点すべてで環境基準を満たしていない日がある。 

熊本県、人吉市及び事業者の現地調査による生活環境項目の状況は、表 3.1.2 8 に示すとおりであ

り、水素イオン濃度(以下「pH」という。)は 6.0～9.3 となっている。生物化学的酸素要求量(以下「BOD」

という。)については、0mg/L～20mg/L、化学的酸素要求量(以下「COD」という。)については、0mg/L

未満～19.3mg/L、土砂による濁り(浮遊物質量(以下「SS」という。))については、0mg/L 未満～325mg/L、

溶存酸素量(以下「DO」という。)については、0.9mg/L～19.2mg/L、大腸菌群数については、0 MPN/100mL

未満～9,200,000 MPN/100mL、全亜鉛については、0.001mg/L 未満～0.012mg/L、ノニルフェノールに

ついては、0.00006mg/L 未満～0.0001mg/L 未満、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩(以下

「LAS」という。)については、0.0006mg/L 未満～0.0012mg/L となっている。熊本県、人吉市及び事

業者の現地調査による生活環境の保全に関する環境基準の達成状況は、表 3.1.2 8 に示すとおりであ

り、pH については、人吉を除く 10 地点で環境基準を満たしていない日がある。BOD については、11

地点すべてで環境基準を満たしていない日がある。SS については、11 地点すべてで環境基準を満た

していない日がある。DOについては、神屋敷、五木、四浦、柳瀬及び天狗橋を除く 6地点で環境基準

を満たしていない日がある。大腸菌群数については、11地点すべてで環境基準を満たしていない日が

ある。 

表記の適

正化 

3-25 

熊本県及び国土交通省によるダイオキシン類(水質)の状況は表 3.1.2 10 に示すとおりであり、藤田、

川辺大橋、市房ダム、西瀬橋において環境基準を満たしている。 

熊本県及び国土交通省によるダイオキシン類(水質)の状況は表 3.1.2 10 に示すとおりであり、藤

田、川辺大橋、市房ダム及び西瀬橋において環境基準を満たしている。 

表記の適

正化 

3-25 

各調査地点における BOD の年平均値の経年変化を表 3.1.2 11 及び図 3.1.2 5 に、BOD の 75％値の経

年変化を表 3.1.2 12 及び図 3.1.2 6 に示す。BOD の 75％値については、五木宮園、五木、藤田、一武

の 4地点で環境基準を満たしていない年がある。 

各調査地点における BOD の年平均値の経年変化を表 3.1.2 11 及び図 3.1.2 5 に、BOD の 75％値の

経年変化を表 3.1.2 12 及び図 3.1.2 6 に示す。BOD の 75％値については、五木宮園、五木、藤田及

び一武の 4地点で環境基準を満たしていない年がある。 

表記の適

正化 
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3.1.2.3 水質の底質 3.1.2.3 水質の底質

3-48 

自然的状況の調査範囲における水底の底質について、事業者により、3 地点で底質の定期調査を実施

している。また、熊本県により、3 地点でダイオキシン類(底質)の調査が実施されている。水底の底質

調査地点を図 3.1.2 7 に、ダイオキシン類(底質)の調査地点図を図 3.1.2 8 に示す。これらの調査地点

における底質の把握状況を表 3.1.2 13、表 3.1.2 14 に、測定項目毎の水底の底質の状況を表 3.1.2 15、

表 3.1.2 16 に示す。 

自然的状況の調査範囲における水底の底質については、事業者により、3 地点で底質の定期調査を

実施している。また、熊本県により、3 地点でダイオキシン類(底質)の調査が実施されている。水底

の底質調査地点を図 3.1.2 7 に、ダイオキシン類(底質)の調査地点図を図 3.1.2 8 に示す。これらの

調査地点における底質の把握状況を表 3.1.2 13、表 3.1.2 14 に、測定項目毎の水底の底質の状況を

表 3.1.2 15、表 3.1.2 16 に示す。 

表記の適

正化 

3-48 

事業者による底質の調査結果は、表 3.1.2 15 に示すとおりであり、カドミウムは 0.036mg/㎏～0.160 

mg/㎏、鉛は 4.7 mg/㎏～20.0 mg/㎏、総クロムは 24.0 mg/㎏～70.0 mg/㎏、砒素は 3.0 mg/㎏～16.0 mg/

㎏、総水銀は 0.023～mg/㎏ 0.160 mg/㎏となっている。 

事業者による底質の調査結果は、表3.1.2 15に示すとおりであり、カドミウムは0.036mg/㎏～0.160 

mg/㎏、鉛は 4.7 mg/㎏～20.0 mg/㎏、総クロムは 24.0 mg/㎏～70.0 mg/㎏、砒素は 3.0 mg/㎏～16.0 

mg/㎏、総水銀は 0.023mg/㎏～0.160 mg/㎏となっている。 

表記の適

正化 

3-48 
熊本県によるダイオキシン類(底質)の調査結果は表 3.1.2 16 に示すとおりであり、藤田、川辺大橋、

市房ダムにおいて環境基準を満たしている。 

熊本県によるダイオキシン類(底質)の調査結果は表 3.1.2 16 に示すとおりであり、藤田、川辺大

橋及び市房ダムにおいて環境基準を満たしている。 

表記の適

正化 

3.1.2.4 地下水の水質及び水位 3.1.2.4 地下水の水質及び水位

3-52 

自然的状況の調査範囲では、「令和 2年度(2020 年度)熊本県水質調査報告書(公共用水域及び地下水)」

によると、熊本県では県全体の概況を見るための監視調査を実施しており、八代市、人吉市、錦町、多

良木町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村、あさぎり町の 2市 4町 5村で地下水の水

質調査を実施している。また、人吉市、錦町、多良木町、水上村、相良村、山江村、球磨村、あさぎり

町において地下水を水道水源として利用しており、水質調査を実施している。これらの調査地点におけ

る地下水水質の把握状況を表 3.1.2 17 及び表 3.1.2 18 に示す。また、熊本県によるダイオキシン類(地

下水)の把握状況を表 3.1.2 19 に示す。 

自然的状況の調査範囲では、「令和 2 年度(2020 年度)熊本県水質調査報告書(公共用水域及び地下

水)」によると、熊本県では県全体の概況を見るための監視調査が実施されており、八代市、人吉市、

錦町、多良木町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村及びあさぎり町の 2市 4町 5村

で地下水の水質調査が実施されている。また、人吉市、錦町、多良木町、水上村、相良村、山江村、

球磨村及びあさぎり町において地下水を水道水源として利用しており、水質調査が実施されている。

これらの調査地点における地下水水質の把握状況を表 3.1.2 17 及び表 3.1.2 18 に示す。また、熊本

県によるダイオキシン類(地下水)の把握状況を表 3.1.2 19 に示す。 

表記の適

正化 

3-52 

熊本県の地下水水質測定結果を表 3.1.2 20～表 3.1.2 22 に示す。地下水の水質汚濁に係る環境基準

の達成状況のうち、定点監視調査（T地点）は表 3.1.2 20 に示すとおりであり、砒素は八代市、硝酸性

窒素及び亜硝酸性窒素では、八代市、人吉市、湯前町、五木村、あさぎり町において、環境基準を超過

している。地下水の水質汚濁に係る環境基準の達成状況のうち、汚染地区調査(M 地点)は表 3.1.2 21 に

示すとおりであり、砒素は八代市、トリクロロエチレンは人吉市、錦町、テトラクロロエチレンは八代

市、人吉市、錦町、あさぎり町、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、八代市、人吉市、錦町、多良木町、

湯前町、相良村、あさぎり町、ふっ素は八代市、球磨村、ほう素は八代市において環境基準を超過して

いる。地下水の水質汚濁に係る環境基準の達成状況のうち、検出井戸周辺地区調査(K 地点)は表 3.1.2 22

に示すとおりであり、トリクロロエチレンが錦町において超過している。 

熊本県の地下水水質測定結果を表 3.1.2 20～表 3.1.2 22 に示す。地下水の水質汚濁に係る環境基

準の達成状況のうち、定点監視調査（T地点）は表 3.1.2 20 に示すとおりであり、砒素は八代市、硝

酸性窒素及び亜硝酸性窒素では、八代市、人吉市、湯前町、五木村及びあさぎり町において、環境基

準を超過している。地下水の水質汚濁に係る環境基準の達成状況のうち、汚染地区調査(M 地点)は表

3.1.2 21 に示すとおりであり、砒素は八代市、トリクロロエチレンは人吉市及び錦町、テトラクロロ

エチレンは八代市、人吉市、錦町及びあさぎり町、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素は、八代市、人吉市、

錦町、多良木町、湯前町、相良村及びあさぎり町、ふっ素は八代市及び球磨村、ほう素は八代市にお

いて環境基準を超過している。地下水の水質汚濁に係る環境基準の達成状況のうち、検出井戸周辺地

区調査(K地点)は表 3.1.2 22に示すとおりであり、トリクロロエチレンが錦町において超過している。

表記の適

正化 

3-52 

令和 3 年度の井戸水等の原水の水道水質調査結果について、表 3.1.2 23 に示すとおりであり、大

腸菌は山江村、あさぎり町、鉄及びその化合物はあさぎり町、マンガン及びその化合物は多良木町、

山江村、あさぎり町、臭気はあさぎり町、色度はあさぎり町、濁度はあさぎり町において水道水質基

準を超過している。 

令和 3 年度の井戸水等の原水の水道水質調査結果について、表 3.1.2 23 に示すとおりであり、大

腸菌は山江村及びあさぎり町、鉄及びその化合物はあさぎり町、マンガン及びその化合物は多良木町、

山江村及びあさぎり町、臭気はあさぎり町、色度はあさぎり町、濁度はあさぎり町において水道水質

基準を超過している。 

表記の適

正化 

3-66 
自然的状況の調査範囲では、事業者及び県による地下水位の観測は実施されていない。 自然的状況の調査範囲における地下水位については、熊本県及び事業者による観測を実施していな

い。

表記の適

正化 

3.1.4.1 地形 3.1.4.1 地形 

3-69

自然的状況の調査範囲における地形の状況は、図 3.1.4 1 に示すとおりであり、自然的状況の調査範

囲は北側及び南側が山地で標高が高く、球磨川沿いに台地段丘及びローム台地となる。球磨川等の河川

沿いは、扇状地性低地が広がっている。「自然環境保全調査報告書 すぐれた自然図 熊本県(環境庁 

昭和 51 年)」によると準平原遺物、峡谷、川辺川の峡谷、天狗岩、断層崖が分布している。 

自然的状況の調査範囲における地形の状況は、図 3.1.4 1 に示すとおりであり、自然的状況の調査範

囲は北側及び南側が山地で標高が高く、球磨川沿いに台地段丘及びローム台地となる。球磨川等の河川

沿いは、扇状地性低地が広がっている。「自然環境保全調査報告書 すぐれた自然図 熊本県(環境庁 

昭和 51 年)」によると準平原遺物、峡谷、川辺川の峡谷、天狗岩及び断層崖が分布している。 

表記の適

正化 
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3-69

上記の文献調査結果から、次に示す a～fにより重要な地形を選定したところ、表 3.1.4 1、表 3.1.4 

2 及び図 3.1.4 1 に示すとおりであり、自然的状況の調査範囲では、文献によると 5カ所の重要な地形

が確認されている。 

上記の文献調査結果から、次に示す a～fにより重要な地形を選定したところ、表 3.1.4 1、表 3.1.4 

2 及び図 3.1.4 1 に示すとおりであり、自然的状況の調査範囲では、文献によると 5カ所の重要な地形

が確認された。 

表記の適

正化 

3-71 
表 3.1.4 1 文献で確認された重要な地形 表 3.1.4 1 重要な地形 表記の適

正化 

3.1.4.2 地質 3.1.4.2 地質 

3-72 

自然的状況の調査範囲における地質の状況は、図 3.1.4 2 に示すとおりであり、北側の川辺川上流に

は砂岩、泥岩、チャート等からなっており、その南に石灰岩ブロックの密集層が分布している。川辺川

中流から下流には、砂岩、泥岩（頁岩・粘板岩）が広く分布している。川辺川の球磨川合流点付近や球

磨川沿いは、未固結堆積物や半固結堆積物が分布している。人吉盆地には安山岩等の火山性岩石が分布

している。「自然環境保全調査報告書 すぐれた自然図熊本県(環境庁 昭和 51 年)」によると背斜構

造、鹿目の滝、ソロバン玉石、複合扇状地が分布している。 

自然的状況の調査範囲における地質の状況は、図 3.1.4 2 に示すとおりであり、北側の川辺川上流に

は砂岩、泥岩、チャート等からなっており、その南に石灰岩ブロックの密集層が分布している。川辺川

中流から下流には、砂岩及び泥岩（頁岩・粘板岩）が広く分布している。川辺川の球磨川合流点付近や

球磨川沿いは、未固結堆積物や半固結堆積物が分布している。人吉(球磨)盆地には安山岩等の火山性岩

石が分布している。「自然環境保全調査報告書 すぐれた自然図熊本県(環境庁 昭和 51 年)」による

と背斜構造、鹿目の滝、ソロバン玉石及び複合扇状地が分布している。 

表記の適

正化 

3-72 
事業実施区域には、上流側から砂岩・泥岩・チャート、石灰岩、輝緑凝灰岩、砂岩、泥岩（頁岩・粘

板岩）が分布している。 

事業実施区域には、上流側から砂岩・泥岩・チャート、石灰岩、輝緑凝灰岩、砂岩及び泥岩（頁岩・

粘板岩）が分布している。 

表記の適

正化 

3-74 
表 3.1.4 3 文献で確認された重要な地質 表 3.1.4 3 重要な地質 表記の適

正化 

3.1.5.1 動物 3.1.5.1 動物 

3-75 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、カワネズミ、キクガシラコウモリ、ホンドアカネ

ズミ等 17科 45種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとカワネズミ、キクガシラコウモリ、ホンドアカネズ

ミ等 17 科 45 種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-76 

また、以下の事業者の調査によると、コウベモグラ、モモジロコウモリ、ホンドヒメネズミ等 14科 3

0 種が確認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 2～図 3.1.5 4 参照に示す。 

また、以下の事業者の調査ではコウベモグラ、モモジロコウモリ、ホンドヒメネズミ等 14 科 30 種を

確認した。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 2～図 3.1.5 4 参照に示す。 

表記の適

正化 

3-77 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

3 に示すとおりであり、文献によるとヒメヒミズ、クロホオヒゲコウモリ、ホンドモモンガ等 22 種 が、

事業者の調査によるとカワネズミ、ニホンコキクガシラコウモリ、ヤマネ等 14種が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

3 に示すとおりであり、文献によるとヒメヒミズ、クロホオヒゲコウモリ、ホンドモモンガ等 22 種 、

事業者の調査ではカワネズミ、ニホンコキクガシラコウモリ、ヤマネ等 14種を確認した。 

表記の適

正化 

3-78 

3-79 

表 3.1.5 3 確認された哺乳類の重要な種及びその生息環境(1/2) 

表 3.1.5 3 確認された哺乳類の重要な種及びその生息環境(2/2) 

表 3.1.5 3 哺乳類の重要な種及びその生息環境(1/2) 

表 3.1.5 3 哺乳類の重要な種及びその生息環境(2/2) 

表記の適

正化 

3-80 

5.ツキノワグマ、ニホンオオカミ、ニホンカワウソ(本州以南亜種)の 3種は熊本県レッドデータブック

で絶滅(EX)とされていることから、重要種として扱わないこととした。 

5.ツキノワグマ、ニホンオオカミ、ニホンカワウソ(本州以南亜種)の 3種は熊本県レッドデータブック

で絶滅(EX)とされていることから、学識者へ確認のうえ重要種として扱わないこととした。 

委員会意

見による

修正 

3-80 
自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、コガモ、アオサギ、イソシギ等 62 科 251種 が分

布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとコガモ、アオサギ、イソシギ等 62科 251 種 が分布

している。 

表記の適

正化 
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3-81 

また、以下の事業者の調査によると、ヤマドリ、カイツブリ、イカルチドリ等 50 科 154 種が確認さ

れている。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 5～図 3.1.5 7 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではヤマドリ、カイツブリ、イカルチドリ等 50 科 154 種を確認した。調

査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 5～図 3.1.5 7 に示す。 

表記の適

正化 

3-82 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

6 に示すとおりであり、文献によるとウズラ、マガン及びヨシゴイ等 78 種 が、事業者の調査によると

ヤマドリ、オシドリ、ハチクマ等 44 種が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

6 に示すとおりであり、文献によるとウズラ、マガン、ヨシゴイ等 78 種 、事業者の調査ではヤマドリ、

オシドリ、ハチクマ等 44種を確認した。 

表記の適

正化 

3-88 

5.熊本県レッドデータブックで､オナガは絶滅(EX)であることから、重要な種として扱わないことと

した。 

5.オナガは熊本県レッドデータブックで絶滅(EX)とされていることから、学識者へ確認のうえ重要な

種として扱わないこととした。 

委員会意

見による

修正 

3-88 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、ニホンイシガメ、ニホンスッポン、タカチホヘビ

等 8科 14 種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとニホンイシガメ、ニホンスッポン、タカチホヘビ等

8科 14 種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-89 

また、以下の事業者の調査によると、クサガメ、ニホンヤモリ及びアオダイショウ等 9 科 15 種が確

認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 8 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではクサガメ、ニホンヤモリ、アオダイショウ等 9 科 15 種を確認した。

調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 8 に示す。 

表記の適

正化 

3-89 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

9 に示すとおりであり、文献、事業者の調査ともにニホンイシガメ、ニホンスッポン、タカチホヘビ及

びシロマダラの 4種 が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

9 に示すとおりであり、文献及び事業者の調査ともにニホンイシガメ、ニホンスッポン、タカチホヘビ

及びシロマダラの 4種を確認した。 

表記の適

正化 

3-91 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、コガタブチサンショウウオ、ニホンヒキガエル、

タゴガエル等 8科 16 種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとコガタブチサンショウウオ、ニホンヒキガエル、タ

ゴガエル等 8科 16 種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-91 

また、以下の事業者の調査によると、コガタブチサンショウウオ、ニホンアマガエル、トノサマガエ

ル等 7科 14種が確認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 30及び図 3.1.5 9～図 3.1.5 11 に示す。

また、以下の事業者の調査ではコガタブチサンショウウオ、ニホンアマガエル、トノサマガエル等 7

科 14 種を確認した。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 9～図 3.1.5 11 に示す。 

表記の適

正化 

3-92 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

12 に示すとおりであり、文献、事業者の調査ともにコガタブチサンショウウオ、アカハライモリ、タゴ

ガエル等の 9種 が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

12 に示すとおりであり、文献及び事業者の調査ともにコガタブチサンショウウオ、アカハライモリ、タ

ゴガエル等の 9種を確認した。 

表記の適

正化 

3-93 
表 3.1.5 12 確認された両生類の重要な種 表 3.1.5 12 両生類の重要な種及びその生息環境 表記の適

正化 

3-94 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、カワムツ、カマツカ、アリアケギバチ等 16 科 63

種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとカワムツ、カマツカ、アリアケギバチ等 16科 63種

 が分布している。 

表記の適

正化 

3-95 

また、以下の事業者の調査によると、ニホンウナギ、ハス、イトモロコ等 12 科 33 種が確認されてい

る。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 12～図 3.1.5 13 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではニホンウナギ、ハス、イトモロコ等 12科 33 種を確認した。調査実施

状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 12～図 3.1.5 13 に示す。 

表記の適

正化 
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3-96 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

15 に示すとおりであり、文献によるとニホンウナギ、ヤリタナゴ、サクラマス(ヤマメ)等 14 種 が、事

業者の調査によるとアブラボテ、ドジョウ、ミナミメダカ等 8種が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

15 に示すとおりであり、文献によるとニホンウナギ、ヤリタナゴ、サクラマス(ヤマメ)等 14 種 、事業

者の調査ではアブラボテ、ドジョウ、ミナミメダカ等 8種を確認した。 

表記の適

正化 

3-98 

6.熊本県レッドデータブックで、カマキリは絶滅(EX)、ウツセミカジカ(降河回遊型)は川辺川では絶

滅との記述があることから、重要種として扱わないこととした。なお、カジカ類については、文献によ

って分類の見解が異なる。 

6.熊本県レッドデータブックで、カマキリは絶滅(EX)、ウツセミカジカ(降河回遊型)は”川辺川では絶滅”
とされており、カマキリ、ウツセミカジカとも、学識者より川辺川には生息していない可能性が高いと

指摘されたことから、重要種として扱わないこととした。なお、カジカ類については、文献によって分

類の見解が異なる。 

委員会意

見による

修正 

3-99 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、アオイトトンボ、トノサマバッタ、ミヤマカラス

アゲハ等 359科 5,501 種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとアオイトトンボ、トノサマバッタ、ミヤマカラスア

ゲハ等 359 科 5,501 種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-100 

また、以下の事業者の調査によると、ハグロトンボ、ルリシジミ、マメコガネ等 424 科 4,662 種が確

認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 14～図 3.1.5 16 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではハグロトンボ、ルリシジミ、マメコガネ等 424 科 4,662 種を確認した。

調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 14～図 3.1.5 16 に示す。 

表記の適

正化 

3-100 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

18 に示すとおりであり、文献によるとコフキヒメイトトンボ、ヤホシホソマダラ、マイマイカブリ等 1

79 種 1が、事業者の調査によるとキイトトンボ、ギンイチモンジセセリ、シマゲンゴロウ等 95 種が確

認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

18 に示すとおりであり、文献によるとコフキヒメイトトンボ、ヤホシホソマダラ、マイマイカブリ等 1

80 種 1が、事業者の調査ではキイトトンボ、ギンイチモンジセセリ、シマゲンゴロウ等 95 種を確認し

た。 

委員会意

見による

修正 

3-103 

表 3.1.5 18 陸上昆虫類の重要な種及びその生息環境(2/9) 表 3.1.5 18 陸上昆虫類の重要な種及びその生息環境(2/9) 委員会意

見による

修正 

3-110 

表 3.1.5 18 陸上昆虫類の重要な種及びその生息環境(9/9) 表 3.1.5 18 陸上昆虫類の重要な種及びその生息環境(9/9) 委員会意

見による

修正 

3-111 

e 「レッドデータブックくまもと 2019 -熊本県の絶滅のおそれのある野生動植物-(熊本県 令和元年)」

の掲載種 

CR：絶滅危惧 IA 類 EN：絶滅危惧 IB 類 VU：絶滅危惧 II 類 NT：準絶滅危惧 DD：情報不足  

AN：要注目種 

e 「レッドデータブックくまもと 2019 -熊本県の絶滅のおそれのある野生動植物-(熊本県 令和元年)」

の掲載種 

EX：絶滅 CR：絶滅危惧 IA 類 EN：絶滅危惧 IB類 VU：絶滅危惧 II 類 NT：準絶滅危惧  

DD：情報不足 AN：要注目種 

委員会意

見による

修正 

確認状況
文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

36
クロダケササキリモドキ

● DD
ブナがみられる落葉広葉樹林帯
に生息する。

37
ハウチワウンカ

● VU
低地の湿地周辺のチガヤに生息
する。

番
号

種名
選定理由

生息環境

確認状況
文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

36
クロダケササキリモドキ

● DD
ブナがみられる落葉広葉樹林帯に
生息する。

37
カワラバッタ

● EX
中規模以上の河川中流域の小石の
河原に生息する。

38
ハウチワウンカ

● VU
低地の湿地周辺のチガヤに生息す
る。

番
号

種名
選定理由

生息環境

確認状況
文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

計 197種 179種 95種 13種 1種 2種 2種 75種 157種 8種

番
号

種名
選定理由

生息環境
確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

計 198種 180種 95種 13種 1種 2種 2種 75種 158種 8種

番
号

種名
選定理由

生息環境
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3-111 

5.ルーミスシジミは熊本県レッドデータブックで絶滅(EX)とされていることから、重要種として扱わ

ないこととした。 

5.ルーミスシジミは熊本県レッドデータブックで絶滅(EX)とされており、過去の記録地では伐採が行

われていると記載されていることから、学識者へ確認のうえ重要種として扱わないこととした。 

委員会意

見による

修正 

3-111 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、カワニナ、イトミミズ、ミナミヌマエビ等 133 科

476 種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとカワニナ、イトミミズ、ミナミヌマエビ等 133 科 4

76 種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-111 

また、以下の事業者の調査によると、キイロカワカゲロウ、ダビドサナエ、ウルマーシマトビケラ等

145 科 499 種が確認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 17～図 3.1.5 18 に示す。

また、以下の事業者の調査ではキイロカワカゲロウ、ダビドサナエ、ウルマーシマトビケラ等 145科

499 種を確認した。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 17～図 3.1.5 18 に示す。 

表記の適

正化 

3-112 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

21 に示すとおりであり、文献によるとマルタニシ、ホラアナミジンニナ、コフキヒメイトトンボ等 77

種 1が、事業者の調査によるとホラアナミジンニナ、ベニイトトンボ、クチキトビケラ等 35 種が確認さ

れている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

21 に示すとおりであり、文献によるとマルタニシ、ホラアナミジンニナ、コフキヒメイトトンボ等 78

種 1、事業者の調査ではホラアナミジンニナ、ベニイトトンボ、クチキトビケラ等 35種を確認した。 

委員会意

見による

修正 

3-116 

表 3.1.5 21 底生動物の重要な種及びその生息環境(4/5) 表 3.1.5 21 底生動物の重要な種及びその生息環境(4/5) 委員会意

見による

修正 

3-117 

表 3.1.5 21 底生動物の重要な種及びその生息環境(5/5) 表 3.1.5 21 底生動物の重要な種及びその生息環境(5/5) 委員会意

見による

修正 

3-117 

e 「レッドデータブックくまもと 2019 -熊本県の絶滅のおそれのある野生動植物-(熊本県 令和元年)」

の掲載種 

CR：絶滅危惧 IA 類 EN：絶滅危惧 IB 類 VU：絶滅危惧 II 類 NT：準絶滅危惧  

DD：情報不足 AN：要注目種 

e 「レッドデータブックくまもと 2019 -熊本県の絶滅のおそれのある野生動植物-(熊本県 令和元年)」

の掲載種 

EX：絶滅 CR：絶滅危惧 IA 類 EN：絶滅危惧 IB類 VU：絶滅危惧 II 類 NT：準絶滅危惧  

DD：情報不足 AN：要注目種 

委員会意

見による

修正 

3-117 

5.オオマダラゲンゴロウは熊本県レッドデータブックで絶滅(EX)との記述があることから、重要種とし

て扱わないこととした。

 委員会意

見による

修正 

3-118 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、ワスレナグモ、キノボリトタテグモ、イリエマシ

ラグモ等 37 科 260 種 が分布している。

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとワスレナグモ、キノボリトタテグモ、イリエマシラ

グモ等 37科 260 種 が分布している。 

表記の適

正化 

確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

67
クロマメゲンゴ
ロウ

● ● CR
農薬や家庭排水の影響のない河川
の上流域等に生息する。

68
ミズスマシ

● VU CR
農薬や家庭排水の影響のない水
田、休耕田や廃田、湿地、ため池
等に生息する。

番
号

種名

選定理由

生息環境

確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

67
クロマメゲンゴロ
ウ ● ● CR

農薬や家庭排水の影響のない河川の
上流域等に生息する。

68
オオマダラゲンゴ
ロウ ● EX

農薬や家庭排水の影響のない水田、
休耕田や廃田、湿地、ため池等に生
息する。

69
ミズスマシ

● VU CR
農薬や家庭排水の影響のない水田、
休耕田や廃田、湿地、ため池等に生
息する。

番
号

種名

選定理由

生息環境

確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

合計 83種 77種 35種 0種 0種 1種 2種 45種 67種 0種

番
号

種名

選定理由

生息環境

確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

合計 84種 78種 35種 0種 0種 1種 2種 45種 68種 0種

番
号

種名

選定理由

生息環境
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3-118 

また、以下の事業者の調査によると、ツリサラグモ、ゴミグモ、ナミコモリグモ等 44 科 323 種が確

認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 19～図 3.1.5 20 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではツリサラグモ、ゴミグモ、ナミコモリグモ等 44科 323 種を確認した。

調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 19～図 3.1.5 20 に示す。 

表記の適

正化 

3-119 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

24 に示すとおりであり、文献によるとワスレナグモ、キノボリトタテグモ、イツキメナシナミハグモ等

6 種 1が、事業者の調査によるとイツキメナシナミハグモ、カワベナミハグモ、ドウシグモ等 6 種が確

認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

24 に示すとおりであり、文献によるとワスレナグモ、キノボリトタテグモ、イツキメナシナミハグモ等

6種 1、事業者の調査ではイツキメナシナミハグモ、カワベナミハグモ、ドウシグモ等 6種を確認した。

表記の適

正化 

3-120 
表 3.1.5 24 確認されたクモ類の重要な種 表 3.1.5 24 クモ類の重要な種及びその生息環境 表記の適

正化 

3-121 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、ゴマオカタニシ、クチマガリスナガイ、キビガイ

等 24科 107 種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとゴマオカタニシ、クチマガリスナガイ、キビガイ等

24 科 107 種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-121 

また、以下の事業者の調査によると、ヤマタニシ、ミジンヤマタニシ、ヤマクルマガイ等 20科 76 種

が確認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 21～図 3.1.5 22 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではヤマタニシ、ミジンヤマタニシ、ヤマクルマガイ等 20 科 76 種を確認

した。調査実施状況等を表 3.1.5 30 及び図 3.1.5 21～図 3.1.5 22 に示す。 

表記の適

正化 

3-121 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

27 に示すとおりであり、文献によるとクマモトアツブタムシオイガイ、クチマガリスナガイ、カタギセ

ル 等 48 種 1 が、事業者の調査によるとヤマトキバサナギガイ、カタギセル、シメクチマイマイ等 27

種が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

27 に示すとおりであり、文献によるとクマモトアツブタムシオイガイ、クチマガリスナガイ、カタギセ

ル等 48 種 1、事業者の調査ではヤマトキバサナギガイ、カタギセル、シメクチマイマイ等 27 種を確認

した。 

表記の適

正化 

3-126 

上記の文献から、次に示す a～d により注目すべき生息地を選定したところ、表 3.1.5 29 及び図 3.

1.5 1 に示すとおりであり、5カ所が確認されている。 

上記の文献から、次に示す a～d により注目すべき生息地を選定したところ、表 3.1.5 29 及び図 3.

1.5 1 に示すとおりであり、5カ所が確認された。 

表記の適

正化 

3-127 
表 3.1.5 29 選定された注目すべき生息地 表 3.1.5 29 注目すべき生息地 表記の適

正化 

3-129

～ 

3-141 

表 3.1.5 30 既往の事業者の調査実施状況(哺乳類・鳥類・爬虫類・両生類・魚類)(1/13) 

～(13/13) 

表 3.1.5 30 現地調査の実施状況(哺乳類・鳥類・爬虫類・両生類・魚類)(1/13)  

～(13/13) 

表記の適

正化 

3.1.5.2 植物 3.1.5.2 植物 

3-163 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、スギ、コナラ、ツルヨシ等 190 科 2,578 種 が分

布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとスギ、コナラ、ツルヨシ等 190 科 2,578 種 が分布

している。 

表記の適

正化 

3-163 

また、以下の事業者の調査によると、常緑広葉樹林を主な生育地とするスダジイ、ウラジロガシ、タ

ブノキ等、スギ植林地を主な生育地とするヤブソテツ、ジュウモンジシダ、リョウメンシダ等、草地を

主な生育地とするヒメシダ、ヨモギ、ススキ等 177 科 1,751 種の植物が確認されている。調査実施状況

等を表 3.1.5 44 及び図 3.1.5 25～図 3.1.5 26 に示す。 

以下の事業者の調査では、常緑広葉樹林を主な生育地とするスダジイ、ウラジロガシ、タブノキ等や、

スギ植林地を主な生育地とするヤブソテツ、ジュウモンジシダ、リョウメンシダ等、また、草地を主な

生育地とするヒメシダ、ヨモギ、ススキ等 177 科 1,751 種を確認した。調査実施状況等を表 3.1.5 44

及び図 3.1.5 25～図 3.1.5 26 に示す。 

表記の適

正化 
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3-164 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

33 に示すとおりであり、文献によるとナガホノナツノハナワラビ、ショウブ、ヤマブキソウ等 603 種が、

事業者の調査によるとヒモラン、タシロテンナンショウ、エビネ等 222 種が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

33 に示すとおりであり、文献によるとナガホノナツノハナワラビ、ショウブ、ヤマブキソウ等 605 種 、

事業者の調査ではヒモラン、タシロテンナンショウ、エビネ等 222 種を確認した。 

委員会意

見による

修正 

3-170 

表 3.1.5 33 植物の重要な種及びその生育環境 (6/10) 表 3.1.5 33 植物の重要な種及びその生育環境 (6/10) 委員会意

見による

修正 

3-173 

表 3.1.5 33 植物の重要な種及びその生育環境 (9/10) 表 3.1.5 33 植物の重要な種及びその生育環境 (9/10) 委員会意

見による

修正 

3-174 

表 3.1.5 33 植物の重要な種及びその生育環境 (10/10)  表 3.1.5 33 植物の重要な種及びその生育環境 (10/10) 委員会意

見による

修正 

3-175 

e 「レッドデータブックくまもと 2019 -熊本県の絶滅のおそれのある野生動植物-(熊本県 令和元年)」

の掲載種 

CR：絶滅危惧 IA 類 EN：絶滅危惧 IB 類 VU：絶滅危惧 II 類 NT：準絶滅危惧  

DD：情報不足 AN：要注目種 

e 「レッドデータブックくまもと 2019 -熊本県の絶滅のおそれのある野生動植物-(熊本県 令和元年)」

の掲載種 

EX：絶滅 CR：絶滅危惧 IA 類 EN：絶滅危惧 IB類 VU：絶滅危惧 II 類 NT：準絶滅危惧  

DD：情報不足 AN：要注目種 

委員会意

見による

修正 

3-175 

5.アヤメ、ビロードキビ、ムラサキの 3種は熊本県レッドデータブックで絶滅(EX)とされていることか

ら、重要種として扱わないこととした。 

5.アヤメは現地調査で確認されたが逸出（栽培している植物が管理下から外れて野生化）した個体であ

ったことから、重要種として扱わないこととした。 

委員会意

見による

修正 

3-176 

自然的状況の調査範囲における植生としては、「第 5回自然環境保全基礎調査 植生調査(環境庁自然

保護局 平成 11 年 3 月)」によると、川辺川及び球磨川源流部周辺は主にコナラ群落、スギ・ヒノキ・

サワラ植林が広く分布し、尾根部等にはアカマツ群落が分布している。川辺川中流部も主にコナラ群落、

スギ・ヒノキ・サワラ植林が広く分布している。川辺川と球磨川の合流部を中心とする人吉盆地内は、

水田雑草群落や畑地雑草群落が分布している。 

自然的状況の調査範囲における植生について、「第 5回自然環境保全基礎調査 植生調査(環境庁自然

保護局 平成 11 年 3 月)」によると、川辺川及び球磨川源流部周辺は主にコナラ群落及びスギ・ヒノキ・

サワラ植林が広く分布し、尾根部等にはアカマツ群落が分布している。川辺川中流部も主にコナラ群落

及びスギ・ヒノキ・サワラ植林が広く分布している。川辺川と球磨川の合流部を中心とする人吉(球磨)

盆地内は、水田雑草群落や畑地雑草群落が分布している。 

表記の適

正化 

3-181 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、アシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、チャイロカ

ワモズク、アオカワモズク、オキチモズク、チスジノリ、カワノリ、Spirogyra sp.及びシャジクモの 7

科 9種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとアシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、チャイロカワ

モズク、アオカワモズク、オキチモズク、チスジノリ、カワノリ、Spirogyra sp.及びシャジクモの 7

科 9種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-181 
また、以下の事業者の調査によると、アシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、チャイロカワモズク等 5

8 科 241 種が確認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 44 及び図 3.1.5 28～図 3.1.5 29 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではアシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、チャイロカワモズク等 58 科 24

1 種を確認した。調査実施状況等を表 3.1.5 44 及び図 3.1.5 28～図 3.1.5 29 に示す。 

表記の適

正化 

確認状況
文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

511 ヤマホロシ ● ● CR 山地の林内
512 シオジ ● ● NT 山の谷間

番
号

種名
選定理由

生育環境
確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

512 ヤマホロシ ● ● CR 山地の林内
513 ムラサキ ● EN EX 山地の草地
514 シオジ ● ● NT 山の谷間

番
号

種名
選定理由

生育環境

確認状況
文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

－ 619種 603種 222種 69種 0種 7種 14種 271種 568種 11種

番
号

種名
選定理由

生育環境
確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

－ 621種 605種 222種 69種 0種 7種 14種 273種 570種 11種

番
号

種名
選定理由

生育環境

確認状況
文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

338 ヒゲシバ ● DD 湿った裸地
339 ナガミノオニシバ ● NT 海岸砂地

番
号

種名
選定理由

生育環境
確認状況

文献
調査

現地
調査

環境レ
ポート

a b c d e f

338 ヒゲシバ ● DD 湿った裸地
339 ビロードキビ ● EN EX 海岸とその近く
340 ナガミノオニシバ ● NT 海岸砂地

番
号

種名
選定理由

生育環境
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3-181 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

38 に示すとおりであり、文献によるとアシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、チャイロカワモズク等 8種

1が、事業者の調査によるとアシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、ツマグロカワモズク等 11 種が確認さ

れている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

38 に示すとおりであり、文献によるとアシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、チャイロカワモズク等 8種

1、事業者の調査ではアシツキ(カワタケ)、オオイシソウ、ツマグロカワモズク等 11種を確認した。 

表記の適

正化 

3-184 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、オオミズゴケ、ヒメミズゴケ、イクビゴケ等 38

科 109 種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとオオミズゴケ、ヒメミズゴケ、イクビゴケ等 38 科 1

09 種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-184 

また、以下の事業者の調査によると、ヨツバゴケ、ヤマトムチゴケ、アナナシツノゴケ等 73 科 318

種の蘚苔類が確認されている。調査実施状況等を表 3.1.5 44 及び図 3.1.5 30 に示す。 

また、以下の事業者の調査ではヨツバゴケ、ヤマトムチゴケ、アナナシツノゴケ等 73 科 318 種を確

認した。調査実施状況等を表 3.1.5 44 及び図 3.1.5 30 に示す。 

表記の適

正化 

3-184 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

41 に示すとおりであり、文献によるとオオミズゴケ、コキヌシッポゴケ、イチョウウキゴケ等 14 種 1

が、事業者の調査によるとクロコゴケ、オニゴケ、キャラハゴケモドキ等 19 種が確認されている。 

上記の文献及び事業者の調査結果から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 

41 に示すとおりであり、文献によるとオオミズゴケ、コキヌシッポゴケ、イチョウウキゴケ等 14種 1、

事業者の調査ではクロコゴケ、オニゴケ、キャラハゴケモドキ等 19種を確認した。 

表記の適

正化 

3-186 
表 3.1.5 41 確認された蘚苔類の重要な種 表 3.1.5 41 蘚苔類の重要な種及びその生育環境 表記の適

正化 

3-187 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によると、マツオウジ、クマシメジ、ブナシメジ等 90 科 59

3 種 が分布している。 

自然的状況の調査範囲には、以下の文献によるとマツオウジ、クマシメジ、ブナシメジ等 90 科 593

種 が分布している。 

表記の適

正化 

3-187 

上記の文献から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 43 に示すとおりであり、

シモコシ、バカマツタケ、シシタケ等 11 種 2が確認されている。 

上記の文献から、次に示す a～fにより重要な種を選定したところ、表 3.1.5 43 に示すとおりであり、

シモコシ、バカマツタケ、シシタケ等 11 種 2が確認された。 

表記の適

正化 

3-191 

～ 

3-192 

表 3.1.5 44 既往の事業者の調査実施状況(植物)(1/2) 

表 3.1.5 44 既往の事業者の調査実施状況(植物)(2/2) 

表 3.1.5 44 現地調査の実施状況(植物)(1/2) 

表 3.1.5 44 現地調査の実施状況(植物)(2/2) 

表記の適

正化 
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3-191 

年度 種子植物、シダ植物 付着藻類 蘚苔類

昭和 

51 年度

・植生調査(コドラート法) ・付着藻類相調査(定量採集) 

秋(10 月) 

冬(1 月)

― 

昭和 

52 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

夏(7 月)
― 

昭和 

57 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

春(5 月)
― 

昭和 

60 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

秋(10 月) 

冬(1 月)

― 

昭和 

61 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

夏(6 月・8月) ― 

昭和 

63 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

春(5 月) 

夏(8 月) 

秋(10 月)

― 

平成 

元年度
― 

・付着藻類相調査査(定量採集) 

夏(8 月) 

秋(9 月)

― 

平成 

4 年度

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

春(4 月、5月) 

夏(8 月) 

秋(10 月)

― ― 

平成 

6 年度

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

春(5 月)

― ― 

平成 

7 年度 

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

夏(6 月) 

秋(10 月) 

春(3 月) 

・付着藻類相調査(定量採集) 

夏(8 月) 

― 

平成 

8 年度 

・植生調査(コドラート法) 

夏(8 月) 

・付着藻類相調査(定量採集) 

秋(9 月) 
―

平成 

9 年度 

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

夏(6 月) 

・付着藻類相調査(定量採集) 

春(5 月) 

夏(6 月) 

―

平成 

11 年度

・植生調査(コドラート法) 

夏(8 月) 
― ―

平成 

12 年度

・重要な種の調査(踏査) 

夏(8 月) 

秋(9 月、10 月) 

― ― 

年度 種子植物、シダ植物 付着藻類 蘚苔類

昭和 

51 年度

・植生調査(コドラート法) ・付着藻類相調査(定量採集) 

秋(10 月) 

冬(1 月)

― 

昭和 

52 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

夏(7 月)
― 

昭和 

57 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

春(5 月)
― 

昭和 

60 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

秋(10 月) 

冬(1 月)

― 

昭和 

61 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

夏(6 月・8月) ― 

昭和 

63 年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

春(5 月) 

夏(8 月) 

秋(10 月)

― 

平成 

元年度
― 

・付着藻類相調査(定量採集) 

夏(8 月) 

秋(9 月)

― 

平成 

4 年度

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

春(4 月、5月) 

夏(8 月) 

秋(10 月)

― ― 

平成 

6 年度

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

春(5 月)

― ― 

平成 

7 年度 

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

夏(6 月) 

秋(10 月) 

春(3 月) 

・付着藻類相調査(定量採集) 

夏(8 月) 

― 

平成 

8 年度 

・植生調査(コドラート法) 

夏(8 月) 

・付着藻類相調査(定量採集) 

秋(9 月) 
―

平成 

9 年度 

・植物相及び植生調査(踏査、コ

ドラート法) 

夏(6 月) 

・付着藻類相調査(定量採集) 

春(5 月) 

夏(6 月) 

―

平成 

11 年度

・植生調査(コドラート法) 

夏(8 月) 
― ―

平成 

12 年度

・重要な種の調査(踏査) 

夏(8 月) 

秋(9 月、10 月) 

― ― 

表記の適

正化 
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

3.1.5.3 生態系 3.1.5.2 生態系 

3-199 

自然的状況の調査範囲には、スギ・ヒノキ植林がほぼ全域に分布し、その中にあるまとまりをもって

広葉樹林(二次林)が、また高標高地に広葉樹林(自然林)及びアカマツ植林がパッチ状に分布している。

耕作地及び住宅地は最下流の盆地部分と河川沿いの平坦地に分布している。 

自然的状況の調査範囲には、スギ・ヒノキ植林がほぼ全域に分布している。その中に、一定のまとま

りをもって広葉樹林(二次林)が分布し、高標高地には広葉樹林(自然林)及びアカマツ植林がパッチ状に

分布している。耕作地及び住宅地は、最下流の盆地部分と河川沿いの平坦地に分布している。 

表記の適

正化 

3-199 

このような地形や植生の特徴から、面積の大きい環境であること、自然又は人為により長期的に維持

されてきた環境であることの 2つの観点により、生態系の特徴を典型的に現す生息・生育環境を想定し

た。 

このような地形や植生の特徴から、面積に占める割合が大きいこと、自然又は人為により長期的に維

持されてきた環境であることの 2つの観点により、生態系の特徴を典型的に表す生息・生育環境を想定

した。 

表記の適

正化 

3-199 
「スギ・ヒノキ植林」は、流域全体の山腹斜面に広く分布しているが、特にスギ植林は沢や窪地沿い

に植栽されていることが多い。 

「スギ・ヒノキ植林」は、流域全体の山腹斜面に広く分布しており、特にスギ植林は、沢や窪地沿い

に植栽されていることが多い。 

表記の適

正化 

3-199 

哺乳類では、ホンドザル、ホンドテン及びキュウシュウジカが、鳥類ではヒヨドリ、ウグイス及びヤ

マガラが、爬虫類ではニホントカゲ、ニホンカナヘビ及びシマヘビが、両生類ではシュレーゲルアオガ

エル、ニホンヒキガエル及びニホンアマガエルが、陸上昆虫類ではオオクロツヤヒラタゴミムシ、キュ

ウシュウクロナガオサムシ及びクロゴモクムシが多く確認された。 

哺乳類ではホンドザル、ホンドテン及びキュウシュウジカ、鳥類ではヒヨドリ、ウグイス及びヤマガ

ラ、爬虫類ではニホントカゲ、ニホンカナヘビ及びシマヘビ、両生類ではシュレーゲルアオガエル、ニ

ホンヒキガエル及びニホンアマガエル、陸上昆虫類ではオオクロツヤヒラタゴミムシ、キュウシュウク

ロナガオサムシ及びクロゴモクムシが多く確認された。 

表記の適

正化 

3-199 

「スギ・ヒノキ植林」においてより多く確認された種としては、哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類では

特にないが、陸上昆虫類ではオオクロツヤヒラタゴミムシ及びキュウシュウクロナガオサムシがあげら

れる。 

「スギ・ヒノキ植林」においてより多く確認された種として、哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類では特

にないが、陸上昆虫類ではオオクロツヤヒラタゴミムシ及びキュウシュウクロナガオサムシがあげられ

る。 

表記の適

正化 

3-199 

哺乳類では、ホンドザル、ホンドテン及びキュウシュウジカが、鳥類ではエナガ、ウグイス及びヒヨ

ドリが、爬虫類ではニホントカゲ、ニホンカナヘビ及びシマヘビが、両生類ではニホンアマガエル、タ

ゴガエル及びヤマアカガエルが、陸上昆虫類ではクロツヤヒラタゴミムシ、マルガタツヤヒラタゴミム

シ及びセンチコガネが多く確認された。 

哺乳類ではホンドザル、ホンドテン及びキュウシュウジカ、鳥類ではエナガ、ウグイス及びヒヨドリ、

爬虫類ではニホントカゲ、ニホンカナヘビ及びシマヘビ、両生類ではニホンアマガエル、タゴガエル及

びヤマアカガエル、陸上昆虫類ではクロツヤヒラタゴミムシ、マルガタツヤヒラタゴミムシ及びセンチ

コガネが多く確認された。 

表記の適

正化 

3-199 

「広葉樹林(二次林)」において「スギ・ヒノキ植林」より多く確認された種としては、哺乳類ではホ

ンドザル及びキュウシュウジカが、鳥類ではメジロ、エナガ等が、陸上昆虫類ではクロツヤヒラタゴミ

ムシ及びマルガタツヤヒラタゴミムシがあげられる。 

「広葉樹林(二次林)」において「スギ・ヒノキ植林」より多く確認された種として、哺乳類ではホン

ドザル及びキュウシュウジカ、鳥類ではメジロ、エナガ等、陸上昆虫類ではクロツヤヒラタゴミムシ及

びマルガタツヤヒラタゴミムシがあげられる。 

表記の適

正化 

3-199 

また、「生物多様性くまもと戦略(熊本県 平成 23 年 2 月（平成 28年 3 月）令和 3年 3月変更)」に

よれば、本地域のキュウシュウジカの生息数密度は高く、スギ、ヒノキなどの造林木への食害が報告さ

れており、食害に伴う林内の乾燥化の進行により生態系への悪影響が報告されている。 

「生物多様性くまもと戦略(熊本県 平成 23年 2月（平成 28年 3月）令和 3年 3月変更)」によると、

本地域ではキュウシュウジカの生息数密度が高く、スギ、ヒノキなどの造林木への食害及び食害に伴う

林内の乾燥化の進行による生態系への悪影響が報告されている。 

表記の適

正化 

3-202 

本地域では、既往の現地調査結果「川辺川ダム環境対策検討業務報告書（国土交通省九州地方整備局

川辺川ダム砂防事務所 平成 20 年 3月）」によると、希少な猛禽類であるクマタカが確認されている。

クマタカは希少な猛禽類であることに加え、食物連鎖の上位に位置し、その生息環境の保全が下位に

位置する生物を含めた地域の生態系の保全の指標となる観点から重要とされる。 

本地域における、既往の現地調査結果「川辺川ダム環境対策検討業務報告書（国土交通省九州地方整

備局川辺川ダム砂防事務所 平成 20 年 3 月）」では、希少な猛禽類であるクマタカを確認した。クマタ

カは希少な猛禽類であることに加え、食物連鎖の上位に位置するため、その生息環境の保全が、下位に

位置する生物を含む地域の生態系の保全の指標となることから重要とされる。 

表記の適

正化 

3-203 

また、この地域には、石灰岩ブロックの密集層が分布しており、いくつかの洞窟が形成されている。

このうち、川辺川の河岸にある九折瀬洞は、コウモリ類が利用し、そのコウモリ類の糞や外部から流入

する腐植土などの有機物を栄養源とする菌類やバクテリア、それらを餌とするトビムシ類が生息し、さ

らにはそれらを餌とするツヅラセメクラチビゴミムシやヒゴツヤムネハネカクシといった昆虫類が生

息する。また、これらすべての動物はイツキメナシナミハグモなどのクモ類の餌となっている。 

このように局所的な洞窟という環境の中で生態系が形成されていることから、九折瀬洞を特殊性とし

て想定した。

この地域には、石灰岩ブロックの密集層が分布しており、いくつかの洞窟が形成されている。このう

ち、川辺川の河岸にある九折瀬洞は、コウモリ類が利用し、そのコウモリ類の糞や外部から流入する腐

植土などの有機物を栄養源とする菌類やバクテリア、それらを餌とするトビムシ類が生息し、さらには

それらを餌とするツヅラセメクラチビゴミムシやヒゴツヤムネハネカクシといった昆虫類が生息して

いる。 

また、これらすべての動物はイツキメナシナミハグモなどのクモ類の餌となっている。このように局

所的な洞窟という環境の中で生態系が形成されていることから、九折瀬洞を特殊性として想定した。 

表記の適

正化 
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3-204 

自然的状況の調査範囲における河川は、球磨川が源流から南西に流れ下り、人吉盆地を貫流しつつ、

川辺川と合流し、流れの向きを北西に変えて狭窄部である渡地点に至る。球磨川の支川川辺川は、国見

岳から南西に流れ下り、五木村で五木小川と合流し、流れを南に変え、相良村で球磨川に合流する。ま

た、川辺川には多くの支川が流入しており、主なものとして頭地で合流する五木小川、宮園と頭地の間

に合流する竹の川、最上流部に合流する葉木川などがある。 

自然的状況の調査範囲における河川は、球磨川が源流から南西に流れ下り、人吉(球磨)盆地を貫流し

つつ、川辺川と合流し、流れの向きを北西に変えて狭窄部である渡地点に至る。 

球磨川の支川川辺川は、国見岳から南西に流れ下り、五木村で五木小川と合流し、流れを南に変え、

相良村で球磨川に合流する。 

川辺川には多くの支川が流入しており、主な支川としては、頭地で合流する五木小川、宮園と頭地の

間に合流する竹の川、最上流部に合流する葉木川などがある。 

表記の適

正化 

3-204 

周辺の土地利用を見ると、川辺川流域のうち相良村の井出山堰よりも上流域は、山地が広がり主に森

林が分布している。井出山堰よりも下流の川辺川沿いは、河岸段丘の平坦面となっており、田、その他

農地、建物用地が混在している。また、川辺川合流点から渡地点までの球磨川周辺には、人吉市街の建

物用地が主に分布している(p3-286「図 3.2.2-2 土地利用の状況」参照)。 

周辺の土地利用を見ると、川辺川流域のうち相良村の井出山堰よりも上流域は、山地が広がり主に森

林が分布している。井出山堰よりも下流の川辺川沿いは、河岸段丘の平坦面となっており、田、その他

農地及び建物用地が混在している。 

また、川辺川合流点から渡地点までの球磨川周辺には、人吉市街の建物用地が主に分布している(p3-

286「図 3.2.2-2 土地利用の状況」参照)。 

表記の適

正化 

3-204 

球磨川及び川辺川の河川縦断は、図 3.1.5 34、図 3.1.5 35 に示すとおりであり、河床勾配を見ると

球磨川の渡から万江川合流点までが 1/560 程度、その上流が 1/600 程度となっている。また、川辺川の

球磨川合流点から井出山堰までが 1/310、井出山堰～大神橋上流が 1/250、大神橋上流～ダム建設予定

地が l/120、ダム建設予定地～川辺川第二堰堤下流(23k200)が 1/160、川辺川第二堰堤下流～頭地堰堤

が 1/180、頭地堰堤～竹の川堰堤が 1/70、竹の川堰堤～球磨川合流点より 40k 付近 1/210、それより上

流が 1/55～1/40 となっている。 

球磨川及び川辺川の河川縦断は、図 3.1.5 34、図 3.1.5 35 に示すとおりであり、河床勾配を見ると

球磨川の渡から万江川合流点までが 1/560 程度、その上流が 1/600 程度となっている。また、川辺川の

球磨川合流点から井出山堰までが 1/310、井出山堰～大神橋上流が 1/250、大神橋上流～ダム建設予定

地が l/120、ダム建設予定地～川辺川第二堰堤下流(23k200)が 1/160、川辺川第二堰堤下流～頭地堰堤

が 1/180、頭地堰堤～竹の川堰堤が 1/70、竹の川堰堤～球磨川合流点より 40k 付近が 1/210、それより

上流が 1/40～1/55 となっている。 

表記の適

正化 

3-206 

河床材料の粒径集団は、「s or t」「m1」「m2」「m3」「m4」の 5 つに分類され、各々材料 s or t

は 0.1～2mm に、材料 m1は 2～10mm に、材料 m2 は 10～50mm に、材料 m3 は 50～200mm に、材料 m4 は 200

～500mm に設定された。 

河床材料の粒径集団は、「s or t」、「m1」、「m2」、「m3」及び「m4」の 5つに分類され、各々材

料 s or t は 0.1～2mm、材料 m1 は 2～10mm、材料 m2 は 10～50mm、材料 m3 は 50～200mm、材料 m4 は 20

0～500mm に設定された。 

表記の適

正化 

3-207 

川辺川の河道は、球磨川合流点から 17k までの河川沿いは、ローム台地、台地段丘、扇状地性低地が

広がっている。その上流の区間は山地地形が広がっている。河床勾配は 1/70～1/310 と急峻であり、下

流に向かうほど緩やかな勾配となっているが、17k～ダムサイトまでの区間、頭地堰堤～竹の川堰堤の

区間は局所的に急勾配となっている。局所的に急勾配となっている区間を除く区間では、緩やかに蛇行

した交互砂州の形状が多く確認され、湾曲部では平瀬、早瀬、淵が連続している。 

川辺川の河道は、球磨川合流点から 17k までの河川沿いは、ローム台地、台地段丘及び扇状地性低地

が広がっている。その上流の区間は山地地形が広がっている。河床勾配は 1/70～1/310 と急峻であり、

下流に向かうほど緩やかな勾配となっているが、17k～ダムサイトまでの区間、頭地堰堤～竹の川堰堤

の区間は局所的に急勾配となっている。局所的に急勾配となっている区間を除く区間では、緩やかに蛇

行した交互砂州の形状が多く確認され、湾曲部では平瀬、早瀬及び淵が連続している。 

表記の適

正化 

3-208 

ダム建設予定地下流の川辺川は、人為的な掘削による改変及び令和 2年 7月の洪水の影響を除いて、

概ね大きな変化が見られない。河道断面の変化から、令和 2年 7月の洪水時には、土砂が堆積した箇所

が見られ、その後、浚渫により河床が下がっている箇所もみられる。 

ダム建設予定地下流の川辺川は、人為的な掘削による改変及び令和 2年 7月の洪水の影響を除いて、

概ね大きな変化がみられない。河道断面の変化から、令和 2年 7月の洪水時には、土砂が堆積した箇所

がみられ、その後、浚渫により河床が下がっている箇所もみられる。 

表記の適

正化 

3-209 

川辺川の 1k200～1k800 は、空中写真を見ると、平成 12年以降、右岸の河原が徐々に発達している。

平成 12 年以前は、河原の大きさや位置に変動が見られるが、その後、左岸側が河床低下、右岸側が堆

積したものの、平成 20 年以降は河道が安定している。 

川辺川の 1k200～1k800 は、空中写真を見ると、平成 12年以降、右岸の河原が徐々に発達している。

平成 12 年以前は、河原の大きさや位置に変動がみられるが、その後、左岸側が河床低下、右岸側が堆

積したものの、平成 20年以降は河道が安定している。 

表記の適

正化 

3-211 

川辺川の 11k200～11k400 は、緩やかな蛇行部の内岸側に長く伸びた河原で、昭和 22 年、39 年の空中

写真では不明瞭であるが、昭和 51 年から、やや形状が変化するものの左岸に安定して見られる。横断

を見ると、令和 3年の測量時に変化しているが、これは、令和 2年 7月の洪水の影響により堆積したも

のと考えられる。また、11k800～12k200 は、蛇行部に発達した中州で、11k200～11k400 の河原同様に

昭和 51 年から、安定している。 

川辺川の 11k200～11k400 は、緩やかな蛇行部の内岸側に長く伸びた河原で、昭和 22 年、39 年の空中

写真では不明瞭であるが、昭和 51 年から、やや形状が変化するものの左岸に安定してみられる。横断

をみると、令和 3年の測量時に変化しているが、これは、令和 2年 7月の洪水の影響により堆積したも

のと考えられる。また、11k800～12k200 は、蛇行部に発達した中州で、11k200～11k400 の河原同様に

昭和 51 年から、安定している。 

表記の適

正化 
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3-212 

川辺川の 14k000～15k000 は、蛇行部の内岸側に発達した河原で、空中写真では昭和 22 年から安定し

て見られる。横断を見ると、平成 5年の断面に対して、平成 13年の断面が下がっているが、平成 17年

の断面では変化が見られない。その後、令和 3年の測量時に変化しているが、これは、令和 2年 7月の

洪水の影響により堆積したものと考えられる。 

川辺川の 14k000～15k000 は、蛇行部の内岸側に発達した河原で、空中写真では昭和 22 年から安定し

てみられる。横断をみると、平成 5年の断面に対して、平成 13年の断面が下がっているが、平成 17年

の断面では変化がみられない。その後、令和 3年の測量時に変化しているが、これは、令和 2年 7月の

洪水の影響により堆積したものと考えられる。 

表記の適

正化 

3-213 

ダム建設予定地下流に井出山堰があり、洪水調節地内に川辺川第一取水堰堤、第二取水堰堤が、川辺

川の洪水調節地末端部に頭地堰堤、五木小川の洪水調節地末端部に元井谷堰堤が、川辺川の洪水調節地

上流に竹の川堰堤が分布している。各々の堰堤には、河川の連続性の確保のため、魚道が設置されてい

る。 

ダム建設予定地下流に井出山堰、洪水調節地内に川辺川第一取水堰堤及び第二取水堰堤、川辺川の洪

水調節地末端部に頭地堰堤、五木小川の洪水調節地末端部に元井谷堰堤、川辺川の洪水調節地上流に竹

の川堰堤が分布している。各々の堰堤には、河川の連続性の確保のため、魚道が設置されている。 

表記の適

正化 

3-213 
さらに川辺川の上流には、椎原ダム、朴木砂防堰堤、樅木砂防堰堤がある。 さらに川辺川の上流には、椎原ダム、朴木砂防堰堤及び樅木砂防堰堤がある。 表記の適

正化 

3-214 

河川の状況は、表 3.1.5 46 に示すとおりであり、球磨川の川辺川合流点から渡地点までの区間は、

1/600～1/250 程度の比較的緩やかな勾配であり、大きな蛇行の中に瀬淵が 1 か所分布する Bb 型の河川

形態となっている。河岸には規模の大きなワンドやたまりもみられる。支川合流部には、流入土砂によ

る河原が発達し、砂礫河原、オギ群落、ツルヨシ群落、ヤナギ林が見られる。 

河川の状況は、表 3.1.5 46 に示すとおりであり、球磨川の川辺川合流点から渡地点までの区間は、

1/250～1/600 程度の比較的緩やかな勾配であり、大きな蛇行の中に瀬淵が 1 カ所分布する Bb 型の河川

形態となっている。河岸には規模の大きなワンドやたまりもみられる。支川合流部には、流入土砂によ

る河原が発達し、砂礫河原、オギ群落、ツルヨシ群落及びヤナギ林がみられる。 

表記の適

正化 

3-214 

川辺川の球磨川合流点からダム建設予定地下流付近までの区間は、1/310～1/120 程度の勾配であり、

広い間隔で平瀬や早瀬が連続する Bb 型の河川形態となっている。河川沿いには平地が見られ、流路上

空は完全に開けている。河川敷に礫河原、ツルヨシ群落、ヤナギ林が見られる。 

川辺川の球磨川合流点からダム建設予定地下流付近までの区間は、1/120～1/310 程度の勾配であり、

広い間隔で平瀬や早瀬が連続する Bb 型の河川形態となっている。河川沿いには平地がみられ、流路上

空は完全に開けている。河川敷に礫河原、ツルヨシ群落及びヤナギ林がみられる。 

表記の適

正化 

3-214 

川辺川のダム建設予定地下流付近から椎原ダム付近下流までの区間は、1/210～1/50 程度の勾配であ

り、1 蛇行区間に瀬淵が 2 か所ないし 1 か所分布する Aa-Bb 移行型の河川形態となっている。山岳地形

を呈し、両岸に山腹が迫っているが河川上空は開けており、ところどころ河道が広がるところでは、河

岸にツルヨシ群落、ヤナギ林が見られる。 

川辺川のダム建設予定地下流付近から椎原ダム付近下流までの区間は、1/50～1/210 程度の勾配であ

り、1 蛇行区間に瀬淵が 2 カ所ないし 1 カ所分布する Aa-Bb 移行型の河川形態となっている。山岳地形

を呈し、両岸に山腹が迫っているが河川上空は開けており、ところどころ河道が広がるところでは、河

岸にツルヨシ群落及びヤナギ林がみられる。 

表記の適

正化 

3-214 

また、五木小川上流の内谷ダム、川辺川の頭地等の取水堰の上流部は、面積の広い止水環境となって

おり、河岸にはスギ・ヒノキ植林、アラカシ萠芽林等が生育している。 

また、五木小川上流の内谷ダム、川辺川の頭地等の取水堰の上流部は、面積の広い止水環境となって

おり、河岸にはスギ・ヒノキ植林及びアラカシ萠芽林等が生育している。 

表記の適

正化 
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3-214 

表 3.1.5 46 河川域の典型的な生息・生育環境（1/2） 
盆地を

流れる

川 

・河川形態は Bb型 

・河床勾配は 1/600～1/250
・河床材料は砂礫から石。 

・流入支川合流付近では支川か

らの土砂供給による河原が

発達している。 

・流路の上空は完全に開けてい

る。 

・規模の大きなワンドやたまり

が存在する。 

・栄養塩類(P)が最も豊富。 

河岸植生：裸地河原、ツルヨシ群落、オギ群落、ヤナギ林等 

付着藻類：Gomphonema biceps（珪藻類）等 

魚類：ギギ、ギンブナ、イトモロコ、カマツカ、オイカワ、ウ

グイ、タカハヤ等 

底生動物：ミズムシ、シジミ属、ミツゲミズミミズ、ヒメセト

トビケラ等 

鳥類：アオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等 

哺乳類：シコクカヤネズミ等 

爬虫類、両生類：ヤマカガシ、アカハライモリ、トノサマガエ

ル、ツチガエル等 

陸上昆虫類：コガタシマトビケラ、ミイデラゴミムシ等 

球磨川 

山麓を

流れる

川 

・河川形態は Bb型 

・河床勾配は 1/310～1/120
・河床材料は礫から石。 

・河川沿いには平地がみられ

る。 

・流路の上空は完全に開けてい

る。 

・広い間隔で平瀬や早瀬が連続

している。 

河岸植生：裸地河原、ツルヨシ群落、ヤナギ林等 

付着藻類：Encyonema minutum等 

魚類：イトモロコ、カマツカ、オイカワ、ウグイ、アユ、タカ

ハヤ等 

底生動物：カワニナ属、ダビドサナエ、オニヒメタニガワカゲ

ロウ等 

鳥類：アオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等 

哺乳類：シコクカヤネズミ等 

爬虫類、両生類：ニホンイシガメ、ヒバカリ、カジカガエル等 

陸上昆虫類：アカアシハナコメツキ等 

川辺川 

表 3.1.5 46 河川域の典型的な生息・生育環境（1/2） 
盆地を

流れる

川 

・河川形態は Bb型 

・河床勾配は 1/250～1/600
・河床材料は砂礫から石。 

・流入支川合流付近では支川か

らの土砂供給による河原が

発達している。 

・流路の上空は完全に開けてい

る。 

・規模の大きなワンドやたまり

が存在する。 

・栄養塩類(P)が最も豊富。 

河岸植生：裸地河原、ツルヨシ群落、オギ群落、ヤナギ林等 

付着藻類：Gomphonema biceps（珪藻類）等 

魚類：ギギ、ギンブナ、イトモロコ、カマツカ、オイカワ、ウ

グイ、タカハヤ等 

底生動物：ミズムシ、シジミ属、ミツゲミズミミズ、ヒメセト

トビケラ等 

鳥類：アオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等 

哺乳類：シコクカヤネズミ等 

爬虫類、両生類：ヤマカガシ、アカハライモリ、トノサマガエ

ル、ツチガエル等 

陸上昆虫類：コガタシマトビケラ、ミイデラゴミムシ等 

球磨川 

山麓を

流れる

川 

・河川形態は Bb型 

・河床勾配は 1/120～1/310
・河床材料は礫から石。 

・河川沿いには平地がみられ

る。 

・流路の上空は完全に開けてい

る。 

・広い間隔で平瀬や早瀬が連続

している。 

河岸植生：裸地河原、ツルヨシ群落、ヤナギ林等 

付着藻類：Encyonema minutum等 

魚類：イトモロコ、カマツカ、オイカワ、ウグイ、アユ、タカ

ハヤ等 

底生動物：カワニナ属、ダビドサナエ、オニヒメタニガワカゲ

ロウ等 

鳥類：アオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等 

哺乳類：シコクカヤネズミ等 

爬虫類、両生類：ニホンイシガメ、ヒバカリ、カジカガエル等 

陸上昆虫類：アカアシハナコメツキ等 

川辺川 

表記の適

正化 

3-214 

表 3.1.5 46 河川域の典型的な生息・生育環境（2/2） 
山地を

流れる

川 

・河川形態は Aa-Bb移行型 

・河床勾配は 1/210～1/50
・河床材料は石から岩盤 

・山岳地系を呈す。 

・河川の上空は開けている。 

・山腹を刻む渓谷を流下する。 

・河川沿いにはほとんど平地がみら

れない。 

河岸植生：裸地河原、ツルヨシ群落、ヤナギ林等 

付着藻類：Nitzschia frustulum、Encyonema 
silesiacum、chnanthidium japonicum等 

魚類：オイカワ、ウグイ、アユ、タカハヤ、ヤマメ等 

底生動物：オオヤマカワゲラ、カミムラカワゲラ等 

鳥類：アオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等 

爬虫類、両生類：ニホンヒキガエル、ヤマアカガエル

等 

陸上昆虫類：ムネボソアリ等 

川辺川と

五木小川 

表 3.1.5 46 河川域の典型的な生息・生育環境（2/2） 
山地を

流れる

川 

・河川形態は Aa-Bb移行型 

・河床勾配は 1/50～1/210
・河床材料は石から岩盤 

・山岳地系を呈す。 

・河川の上空は開けている。 

・山腹を刻む渓谷を流下する。 

・河川沿いにはほとんど平地がみら

れない。 

河岸植生：裸地河原、ツルヨシ群落、ヤナギ林等 

付着藻類：Nitzschia frustulum、Encyonema 
silesiacum、chnanthidium japonicum等 

魚類：オイカワ、ウグイ、アユ、タカハヤ、ヤマメ等 

底生動物：オオヤマカワゲラ、カミムラカワゲラ等 

鳥類：アオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等 

爬虫類、両生類：ニホンヒキガエル、ヤマアカガエル

等 

陸上昆虫類：ムネボソアリ等 

川辺川と

五木小川 

表記の適

正化 

3-218 

哺乳類のシコクカヤネズミはツルヨシやオギを利用して巣をつくり、陸上昆虫類や植物の種子を餌と

する。両生類のアカハライモリ、トノサマガエル、ツチガエル等は水辺を利用して採食を行い、水たま

りなどで産卵する。これらのカエル等を爬虫類のヤマカガシが捕食する。陸上昆虫類のコガタシマトビ

ケラは水中から羽化した後、河岸で繁殖し、ミイデラゴミムシ等は水際を利用している。 

哺乳類のシコクカヤネズミはツルヨシやオギを利用して巣をつくり、陸上昆虫類や植物の種子を餌と

している。両生類のアカハライモリ、トノサマガエル、ツチガエル等は水辺を利用して採食を行い、水

たまりなどで産卵しており、これらのカエル等を爬虫類のヤマカガシが捕食している。陸上昆虫類のコ

ガタシマトビケラは水中から羽化した後、河岸で繁殖し、ミイデラゴミムシ等は水際を利用している。

表記の適

正化 
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3-218 

水中では、付着藻類で珪藻類の Gomphonema biceps 等が河床の石などに生育し、底生動物のミツゲミ

ズミミズ（匍匐型）等に摂餌されている。また、ミズムシ（匍匐型）やヒメセトトビケラ（携巣型）等

は河床の有機物を、シジミ属（掘潜型）は水中の有機物をろ過して餌とする。 

魚類ではギンブナ、イトモロコ、オイカワ、ウグイ、タカハヤ等が水中を泳ぎながら落下昆虫類、付

着藻類、底生動物を捕食する。ギギやカマツカは、水底を利用して底生動物を捕食する。 

水中では、付着藻類で珪藻類の Gomphonema biceps 等が河床の石などに生育し、底生動物のミツゲミ

ズミミズ（匍匐型）等に摂餌されている。また、ミズムシ（匍匐型）やヒメセトトビケラ（携巣型）等

は河床の有機物を、シジミ属（掘潜型）は水中の有機物をろ過して餌としている。魚類ではギンブナ、

イトモロコ、オイカワ、ウグイ、タカハヤ等が水中を泳ぎながら落下昆虫類、付着藻類、底生動物を捕

食している。ギギやカマツカは、水底を利用して底生動物を捕食している。 

表記の適

正化 

3-218 

鳥類のアオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等は、浅瀬等で本環境類型区分に生息するカエル類、

底生動物、魚類を捕食している。 

また、鳥類のアオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等は、浅瀬等で本環境類型区分に生息するカ

エル類、底生動物、魚類を捕食している。 

表記の適

正化 

3-219 

哺乳類のシコクカヤネズミはツルヨシを利用して巣を作り、陸上昆虫類や植物の種子を餌とする。爬

虫類のニホンイシガメは、水辺を利用して採食を行い、河川敷等に穴を掘り産卵する。ヒバカリは、水

たまり等でカエル類を捕食する。両生類のカジカガエル等は、水辺を利用して採食を行い、浅瀬等で産

卵する。陸上昆虫類のアカアシハナコメツキ等が河川敷を利用している。 

哺乳類のシコクカヤネズミはツルヨシを利用して巣を作り、陸上昆虫類や植物の種子を餌としてい

る。爬虫類のニホンイシガメは、水辺を利用して採食を行い、河川敷等に穴を掘り産卵している。ヒバ

カリは、水たまり等でカエル類を捕食している。両生類のカジカガエル等は、水辺を利用して採食を行

い、浅瀬等で産卵している。陸上昆虫類のアカアシハナコメツキ等が河川敷を利用している。 

表記の適

正化 

3-219 

水中では、付着藻類で珪藻類の Encyonema minutum 等が河床の石などに生育し、底生動物のカワニナ

属（匍匐型）やオニヒメタニガワカゲロウ（匍匐型）に摂餌されている。また、ダビドサナエ（匍匐型）

は他の底生動物を餌とする。 

魚類のイトモロコ、オイカワ、ウグイ、タカハヤ等は水中を泳ぎながら落下昆虫類、付着藻類、底生

動物を捕食する。カマツカは、水底を利用して底生動物を食べている。アユは夏季には瀬に縄張りをつ

くり、石に生育する付着藻類を口で剥ぎ取り餌とする。 

水中では、付着藻類で珪藻類の Encyonema minutum 等が河床の石などに生育し、底生動物のカワニナ

属（匍匐型）やオニヒメタニガワカゲロウ（匍匐型）に摂餌されている。また、ダビドサナエ（匍匐型）

は他の底生動物を餌としている。魚類のイトモロコ、オイカワ、ウグイ、タカハヤ等は水中を泳ぎなが

ら落下昆虫類、付着藻類、底生動物を捕食している。カマツカは、水底を利用して底生動物を食べてい

る。アユは夏季には瀬に縄張りをつくり、石に生育する付着藻類を口で剥ぎ取り餌としている。 

表記の適

正化 

3-219 

鳥類のアオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等は、浅瀬等で本環境類型区分に生息するカエル類、

底生動物、アユやその他の魚類を捕食している。 

また、鳥類のアオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等は、浅瀬等で本環境類型区分に生息するカ

エル類、底生動物、アユやその他の魚類を捕食している。 

表記の適

正化 

3-220 

両生類のニホンヒキガエルやヤマアカガエル等は河原の大きな石の間などで生活し、瀬やよどみの石

の下や水たまりなどを利用して産卵する。また、陸上昆虫類のムネボソアリ等は樹林を利用している。

両生類のニホンヒキガエルやヤマアカガエル等は河原の大きな石の間などで生活し、瀬やよどみの石

の下や水たまりなどを利用して産卵している。また、陸上昆虫類のムネボソアリ等は樹林を利用してい

る。 

表記の適

正化 

3-220 

水中では、付着藻類で珪藻類の Nitzschia frustulum、Encyonema silesiacum、 

Chnanthidium japonicum 等が河床の石などに生育する。底生動物のオオヤマカワゲラ（匍匐型）、カ

ミムラカワゲラ（匍匐型）等は他の底生動物を捕食する。 

魚類では、オイカワ、ウグイ、タカハヤ、ヤマメ等が水中を泳ぎながら落下昆虫類、付着藻類、底生

動物、または他の魚類を捕食する。アユは、夏季には瀬に縄張りをつくり、石に生育する付着藻類を口

で剥ぎ取り餌とする。 

水中では、付着藻類で珪藻類の Nitzschia frustulum、Encyonema silesiacum、 

Chnanthidium japonicum 等が河床の石などに生育している。底生動物のオオヤマカワゲラ（匍匐型）、

カミムラカワゲラ（匍匐型）等は他の底生動物を捕食している。魚類では、オイカワ、ウグイ、タカハ

ヤ、ヤマメ等が水中を泳ぎながら落下昆虫類、付着藻類、底生動物、または他の魚類を捕食している。

アユは、夏季には瀬に縄張りをつくり、石に生育する付着藻類を口で剥ぎ取り餌としている。 

表記の適

正化 
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3-220 

鳥類のアオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等は、浅瀬等で本環境類型区分に生息するカエル類、

底生動物、アユやその他の魚類を捕食している。 

また、鳥類のアオサギ、ダイサギ、ゴイサギ等のサギ類等は、浅瀬等で本環境類型区分に生息するカ

エル類、底生動物、アユやその他の魚類を捕食している。 

表記の適

正化 

3-221 

「渓流的な川」がみられる区間は、山地の渓流であり、河川沿いに平坦部はほとんどなく山地の斜面

が迫っている。また、樹林が水際近くまで分布し河川域と陸域との連続性がみられる。河川沿いは裸地

河原、ヤナギ林、ミズナラ、サワグルミ群落等の植物群落が分布する。 

「渓流的な川」がみられる区間は、山地の渓流であり、河川沿いに平坦部はほとんどなく山地の斜面

が迫っている。また、樹林が水際近くまで分布し河川域と陸域との連続性がみられる。河川沿いは裸地

河原、ヤナギ林、ミズナラ、サワグルミ群落等の植物群落が分布している。 

表記の適

正化 

3-221 

両生類のタゴガエル等は渓流の岸や伏流水のある場所を利用して産卵する。陸上昆虫類のツマトビシ

ロエダシャクの幼虫は、谷沿いに生育するタニウツギに寄生する。 

両生類のタゴガエル等は渓流の岸や伏流水のある場所を利用して産卵している。陸上昆虫類のツマト

ビシロエダシャクの幼虫は、谷沿いに生育するタニウツギに寄生している。 

表記の適

正化 

3-221 

水中では、付着藻類で珪藻類の Diatoma mesodon、Hannaea arcus var.recta、Fragilaria vaucheriae

等が河床の石などに生育し、底生動物のカクヒメトビケラ属（携巣型）やウエノヒラタカゲロウ（匍匐

型）等に摂餌されている。また、底生動物のフタスジモンカゲロウ（掘潜型）等は河床の有機物や他の

底生動物を餌とする。 

魚類では、タカハヤ、ヤマメ等が水中を泳ぎながら落下昆虫類、付着藻類、底生動物、または他の魚

類を捕食する。 

鳥類のカワガラスは水中に潜り、トビケラ類やカゲロウ類等の底生動物を採餌している。また、鳥類

のキセキレイ等は、水辺を歩いて陸上昆虫類等を採餌している。 

哺乳類のカワネズミも水中でトビケラ類やカゲロウ類等の底生動物や魚類、カエル類を捕食してい

る。 

水中では、付着藻類で珪藻類の Diatoma mesodon、Hannaea arcus var.recta、Fragilaria vaucheriae

等が河床の石などに生育し、底生動物のカクヒメトビケラ属（携巣型）やウエノヒラタカゲロウ（匍匐

型）等に摂餌されている。また、底生動物のフタスジモンカゲロウ（掘潜型）等は河床の有機物や他の

底生動物を餌としている。魚類では、タカハヤ、ヤマメ等が水中を泳ぎながら落下昆虫類、付着藻類、

底生動物、または他の魚類を捕食している。鳥類のカワガラスは水中に潜り、トビケラ類やカゲロウ類

等の底生動物を採餌している。 

また、鳥類のキセキレイ等は、水辺を歩いて陸上昆虫類等を採餌している。哺乳類のカワネズミも水

中でトビケラ類やカゲロウ類等の底生動物や魚類、カエル類を捕食している。 

表記の適

正化 

3-222 

両生類のニホンヒキガエル等は、水たまりなどを利用して産卵している。 

陸上昆虫類のサメハダツブノミハムシ等は、樹林に生育するアカメガシワなどを食樹として利用して

いる。 

両生類のニホンヒキガエル等は、水たまりなどを利用して産卵している。陸上昆虫類のサメハダツブ

ノミハムシ等は、樹林に生育するアカメガシワなどを食樹として利用している。 

表記の適

正化 

3-222 

水中では、底生動物のユスリカ属（掘潜型）が河床の有機物を、マメシジミ属（掘潜型）が水中の有

機物をろ過して餌とする。魚類のウグイ、コイ、タカハヤ等は、水中を泳ぎながら落下昆虫類、付着藻

類、底生動物を捕食する。 

水中では、底生動物のユスリカ属（掘潜型）が河床の有機物を、マメシジミ属（掘潜型）が水中の有

機物をろ過して餌としている。魚類のウグイ、コイ、タカハヤ等は、水中を泳ぎながら落下昆虫類、付

着藻類、底生動物を捕食している。 

表記の適

正化 

3-222 
鳥類のキセキレイ等は、水辺を歩いて陸上昆虫類等を採餌している。 また、鳥類のキセキレイ等は、水辺を歩いて陸上昆虫類等を採餌している。 表記の適

正化 

3-223 

本地域の陸域及び河川域の環境類型区分には、多種多様な動植物が生息・生育している。これらは、

陸域内や河川域内だけでなく、陸域と河川域間においても相互に関係しているものと考えられる。例え

ば、陸域の陸上昆虫類が河川域に落ちて魚類に捕食されたり、河川域の底生動物が羽化したところを、

陸域の鳥類に捕食されたりする。また、夜間には、河川域を飛翔するコウモリ類が羽化した底生動物や

陸上昆虫類を捕食する。 

本地域の陸域及び河川域の環境類型区分には、多種多様な動植物が生息・生育している。これらは、

陸域内や河川域内だけでなく、陸域と河川域間においても相互に関係しているものと考えられる。例え

ば、陸域の陸上昆虫類が河川域に落ちて魚類に捕食されたり、河川域の底生動物が羽化したところを、

陸域の鳥類に捕食されたりしている。

夜間には、河川域を飛翔するコウモリ類が羽化した底生動物や陸上昆虫類を捕食している。

表記の適

正化 
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3-225 

上記の文献から、次に示す a～lにより重要な自然環境のまとまりの場を選定したところ、表 3.1.5 49

及び図 3.1.5 52 に示すとおりであり、29カ所が確認されている。 

上記の文献から、次に示す a～lにより重要な自然環境のまとまりの場を選定したところ、表 3.1.5 

49 及び図 3.1.5 52 に示すとおりであり、29 カ所が確認された。

表記の適

正化 

3-227 
表 3.1.5 49 選定された重要な自然環境のまとまりの場 表 3.1.5 49 重要な自然環境のまとまりの場 表記の適

正化 

3-230 

～ 

3-235 

表 3.1.5 50 既往の事業者の調査実施状況(生態系)(1/6) 

～ 

表 3.1.5 50 既往の事業者の調査実施状況(生態系)(6/6) 

表 3.1.5 50 現地調査の実施状況(生態系)(1/6) 

～ 

表 3.1.5 50 現地調査の実施状況(生態系)(6/6) 

表記の適

正化 

3.1.6.1 景観 3.1.6.1 景観

3-243 

～ 

3-244 

表 3.1.6 2 事業実施区域及びその周辺における眺望点の状況（1/2） 

表 3.1.6 2 事業実施区域及びその周辺における眺望点の状況（2/2） 

表 3.1.6 2 眺望点（1/2） 

表 3.1.6 2 眺望点（2/2） 

表記の適

正化 

3-245 

～ 

3-246 

表 3.1.6 3 事業実施区域及びその周辺における景観資源の状況（1/2） 

表 3.1.6 3 事業実施区域及びその周辺における景観資源の状況（2/2） 

表 3.1.6 3 景観資源（1/2） 

表 3.1.6 3 景観資源（2/2） 

表記の適

正化 

3.1.6.2 人と自然との触れ合い活動の場 3.1.6.2 人と自然との触れ合い活動の場 

3-249 

事業実施区域及びその周辺には、図 3.1.6 4 に示すとおり、九州自然歩道（自然観察）、かすみ桜（花

鑑賞）、山口谷川（釣り）、椎葉谷川（釣り）、川辺川（熊本県相良村）（釣り、川遊び）、川辺川（熊

本県五木村）（釣り、川遊び）、ホタル（自然観察）、五木源パーク（自然観察、川遊び）、渓流ヴィ

ラ ITSUKI（グランピング）、カヤック（カヌー）があげられる。 

事業実施区域及びその周辺には、図 3.1.6 4 に示すとおり、九州自然歩道（自然観察）、かすみ桜（花

鑑賞）、山口谷川（釣り）、椎葉谷川（釣り）、川辺川（熊本県相良村）（釣り、川遊び）、川辺川（熊

本県五木村）（釣り、川遊び）、ホタル（自然観察）、五木源パーク（自然観察、川遊び）、渓流ヴィ

ラ ITSUKI（グランピング）及びカヤック（カヌー）があげられる。 

表記の適

正化 

3-250 

～ 

3-253 

表 3.1.6 4 自然的状況の調査範囲における人と自然との触れ合いの活動の場（1/4） 

～ 

表 3.1.6 4 自然的状況の調査範囲における人と自然との触れ合いの活動の場（4/4） 

表 3.1.6 4 人と自然との触れ合いの活動の場（1/4） 

～ 

表 3.1.6 4 人と自然との触れ合いの活動の場（4/4） 

表記の適

正化 

3.1.7 一般環境中の放射性物質の状況 3.1.7 一般環境中の放射性物質の状況 

3-257 
表 3.1.7 1 八代市役所及び八代東高校の空間放射線量率の測定結果（令和 2年度） 表 3.1.7 1 空間放射線量率の測定結果（令和 2年度） 表記の適

正化 
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3.2 地域の社会的状況 3.2 地域の社会的状況 

3-259 

人口等、市町村単位で集計されるデータについては、社会的状況の調査範囲に含まれている八代市、

人吉市、錦町、多良木町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村、あさぎり町の 11 市町

村のデータを示した。 

人口等、市町村単位で集計されるデータについては、社会的状況の調査範囲に含まれている八代市、

人吉市、錦町、多良木町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村及びあさぎり町の 11市町

村のデータを示した。 

表記の適

正化 

3.2.2.1 土地利用計画 3.2.2.1 土地利用計画 

3-287 

社会的状況の調査範囲は、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域、自然保全地域に指定され

ている。 

社会的状況の調査範囲は、都市地域、農業地域、森林地域、自然公園地域及び自然保全地域に指定さ

れている。 

表記の適

正化 

3.2.3.2 漁業権 3.2.3.2 漁業権 

3-292 

事業実施区域には、川辺川、山口谷川、椎葉谷川、藤田谷川、逆瀬川、瀬目谷川、葛の八重谷川、

三方谷川、板木谷川、五木小川、元井谷川、猪焼谷川、掛橋谷川で漁業権が設定されている。 

事業実施区域には、川辺川、山口谷川、椎葉谷川、藤田谷川、逆瀬川、瀬目谷川、葛の八重谷川、

三方谷川、板木谷川、五木小川、元井谷川、猪焼谷川及び掛橋谷川で漁業権が設定されている。 

表記の適

正化 

3.2.3.3 地下水の利用状況 3.2.3.3 地下水の利用状況 

3-297 

社会的状況の調査範囲では、人吉市水道事業、錦町水道事業、多良木町水道事業、水上村簡易水道

事業、相良村簡易水道事業、山江村簡易水道事業、あさぎり町水道事業において、地下水取水が行わ

れている。 

社会的状況の調査範囲では、人吉市水道事業、錦町水道事業、多良木町水道事業、水上村簡易水道

事業、相良村簡易水道事業、山江村簡易水道事業及びあさぎり町水道事業において、地下水取水が行

われている。 

表記の適

正化 

3.2.4 交通の状況 3.2.4 交通の状況 

3-300 

社会的状況の調査範囲における主要な道路としては、九州縦貫自動車道、一般国道 219 号、一般国道

221 号、一般国道 267 号、一般国道 388 号及び一般国道 445 号等がある。鉄道路線は JR 肥薩線及びく

ま川鉄道湯前線が運行している。 

社会的状況の調査範囲における主要な道路としては、九州縦貫自動車道、一般国道 219 号、一般国道

221 号、一般国道 267 号、一般国道 388 号、一般国道 445号等がある。鉄道路線は JR肥薩線及びくま川

鉄道湯前線が運行している。 

表記の適

正化 

3.2.5 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状況及び住宅の配置の状

況 

3.2.5 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状況及び住宅の配置の状

況 

3-303 

事業実施区域には、保育所・学校等が四浦保育所あざみ園、いつき保育園、五木東小学校、五木中学

校、人吉高等学校 五木分校の 5 施設、病院及び診療所が五木村診療所の 1 施設、社会福祉施設が五木

村地域包括支援センターと五木村保健福祉総合センターの 2施設分布している。 

事業実施区域には、保育所・学校等が四浦保育所あざみ園、いつき保育園、五木東小学校、五木中学

校及び人吉高等学校五木分校の 5 施設、病院及び診療所が五木村診療所の 1 施設、社会福祉施設が五木

村地域包括支援センターと五木村保健福祉総合センターの 2施設が分布している。 

表記の適

正化 
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

3.2.7 環境の保全を目的として法令により指定された地域その他の対策及び当該対象に係る規制の内容そ

の他の状況 

3.2.7 環境の保全を目的として法令により指定された地域その他の対策及び当該対象に係る規制の内容

その他の状況 

3-328 

騒
音
に
係
る
規
制

騒音規制法 ・特定工場等において発生する騒音の規制

基準 

人吉市の一部が第１種区域、第2種区域、

第4種区域に指定されている。その他の調査

範囲は、第3種区域に指定されている。 

・特定工場等において発生する騒音の規 

制基準 

事業実施区域全域が第 3 種区域に指定

されている。 

表 3.2.7 15 

図 3.2.7 3 

・特定建設作業に伴って発生する騒音の規

制に関する基準 

人吉市の一部が第 2 号区域に指定されて

いる。その他の調査範囲は、第 1 号区域に

指定されている。 

・特定建設作業に伴って発生する騒音の 

規制に関する基準 

事業実施区域全域が第 1 号区域に指定

されている。 

表 3.2.7 16～ 

23 

図 3.2.7 3 

騒
音
に
係
る
規
制

騒音規制法 ・特定工場等において発生する騒音の規制

基準 

人吉市の一部が第１種区域、第2種区域及

び第4種区域に指定されている。その他の調

査範囲は、第3種区域に指定されている。 

・特定工場等において発生する騒音の規 

制基準 

事業実施区域全域が第 3 種区域に指定

されている。 

表 3.2.7 15 

図 3.2.7 3 

・特定建設作業に伴って発生する騒音の規

制に関する基準 

人吉市の一部が第 2 号区域に指定されて

いる。その他の調査範囲は、第 1 号区域に

指定されている。 

・特定建設作業に伴って発生する騒音の 

規制に関する基準 

事業実施区域全域が第 1 号区域に指定

されている。 

表 3.2.7 16～ 

23 

図 3.2.7 3 

表記の適

正化 

3-330 

都市計画法に基づく風致地区 
人吉市の城山地区、村山地区、蓬莱山

地区が風致地区に指定されている。 

風致地区に指定されている地域はな

い。 
表 3.2.7 52 

そ
の
他
の
法
律
に
よ
る
区
域
等
の
指
定

森林法 一部が水源かん養保安林、土砂流出防

備保安林、保健保安林等に指定されてい

る。 

保安林に指定されている地域はない。 
表 3.2.7 54 

図 3.2.7 15 

砂防法 一部が砂防指定地に指定されている。 16 カ所の砂防指定地がある。 図 3.2.7 16 

鉱業法 ダム堤体予定地周辺が鉱区禁止地域に指定されている。 
表 3.2.7 55 

温泉法 人吉、錦、ゆのまえ、湯山、相良、五

木、山江、薬師の温泉がある。 

五木温泉がある。 表 3.2.7 56 

図 3.2.7 17 

急傾斜地の崩壊による

災害の防止に関する法

律 

59 カ所が急傾斜地崩壊危険区域に指

定されている。 

2カ所が急傾斜地崩壊危険区域に指定

されている。 
表 3.2.7 57 

図 3.2.7 18 

土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対

策の推進に関する法律 

一部が土砂災害警戒区域、土砂災害特

別警戒区域に指定されている。 

41 カ所が土砂災害警戒区域、土砂災

害特別警戒区域に指定されている。 
表 3.2.7 58 

図 3.2.7 19 

地すべり等防止法 2 カ所が地すべり防止区域に指定さ

れている。 

地すべり防止区域に指定されている

区域はない。 

表 3.2.7 59 

図 3.2.7 20 

山地災害危険地区調査

要領 

5 カ所の山腹崩壊危険地区、16 カ所の

崩壊土砂流出危険地区がある。 

山地災害危険地区はない。 表 3.2.7 60 

図 3.2.7 21 

都市計画法に基づく風致地区 
人吉市の城山地区、村山地区及び蓬莱

山地区が風致地区に指定されている。 

風致地区に指定されている地域はな

い。 
表 3.2.7 52 

そ
の
他
の
法
律
に
よ
る
区
域
等
の
指
定

森林法 一部が水源かん養保安林、土砂流出防

備保安林、保健保安林等に指定されてい

る。 

保安林に指定されている地域はない。 
表 3.2.7 54 

図 3.2.7 15 

砂防法 一部が砂防指定地に指定されている。 16 カ所の砂防指定地がある。 図 3.2.7 16 

鉱業法 ダム堤体予定地周辺が鉱区禁止地域に指定されている。 
表 3.2.7 55 

温泉法 人吉、錦、ゆのまえ、湯山、相良、五

木、山江及び薬師の温泉がある。 

五木温泉がある。 表 3.2.7 56 

図 3.2.7 17 

急傾斜地の崩壊による

災害の防止に関する法

律 

59 カ所が急傾斜地崩壊危険区域に指

定されている。 

2カ所が急傾斜地崩壊危険区域に指定

されている。 
表 3.2.7 57 

図 3.2.7 18 

土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対

策の推進に関する法律 

一部が土砂災害警戒区域、土砂災害特

別警戒区域に指定されている。 

41 カ所が土砂災害警戒区域、土砂災

害特別警戒区域に指定されている。 
表 3.2.7 58 

図 3.2.7 19 

地すべり等防止法 2 カ所が地すべり防止区域に指定さ

れている。 

地すべり防止区域に指定されている

区域はない。 

表 3.2.7 59 

図 3.2.7 20 

山地災害危険地区調査

要領 

5 カ所の山腹崩壊危険地区、16 カ所の

崩壊土砂流出危険地区がある。 

山地災害危険地区はない。 表 3.2.7 60 

図 3.2.7 21 

表記の適

正化 

3.2.7.4 騒音に係る規制 3.2.7.4 騒音に係る規制 

3-352 

社会的状況の調査範囲における区域の指定状況は図 3.2.7 3 に示すとおりであり、人吉市の一部が第１

種区域、第 2種区域、第 4種区域に指定されており、その他は第 3種区域に指定されている。 

社会的状況の調査範囲における区域の指定状況は図 3.2.7 3 に示すとおりであり、人吉市の一部が

第１種区域、第 2種区域及び第 4種区域に指定されており、その他は第 3種区域に指定されている。 

表記の適

正化 

3.2.7.7 水質汚濁に係る規制 3.2.7.7 水質汚濁に係る規制 

3-371 

また、社会的状況の調査範囲には、「水質汚濁防止法」(昭和 45 年法律第 138 号)第 3 条第 3 項に基づ

き、同条第 1項の排水基準に代えて適用する排水基準(以下「上乗せ排水基準」という。)が、水質汚濁防

止法第 3条第 3項の規定に基づき、「排水基準を定める条例」(昭和 47 年熊本県条例第 63 号)第 2条及び

第 3条によって定められている。 

また、社会的状況の調査範囲には、「水質汚濁防止法」(昭和 45 年法律第 138 号)第 3 条第 3項に基

づき、同条第 1 項の排水基準に代えて適用する排水基準(以下「上乗せ排水基準」という。)が、「排

水基準を定める条例」(昭和 47年熊本県条例第 63 号)第 2 条及び第 3条によって定められている。 

表記の適

正化 
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3.2.7.19 文化財保護法等に基づく名勝及び天然記念物の指定状況 3.2.7.19 文化財保護法等に基づく名勝及び天然記念物の指定状況 

3-395 

社会的状況の調査範囲における「文化財保護法」(昭和 25 年法律第 214 号)、「熊本県文化財保護条例」

（昭和 51 年熊本県条例第 48 号）、「八代市文化財保護条例」（平成 17 年条例第 97 号）、「人吉市文

化財保護条例」（昭和 53 年条例第 10 号）、「多良木町文化財保護条例」（平成 17 年多良木町条例第 6

号）、「湯前町文化財保護条例」（昭和 44年条例第 22号）、「水上村文化財保護条例」（昭和 47年条

例第 5 号）、「相良村文化財保護条例」（平成 9年条例第 13 号）、「五木村文化財保護条例」（平成 8

年条例第 9 号）、「山江村文化財保護条例」（平成 4 年条例第 8 号）、「球磨村文化財保護条例」（昭

和 48年条例第 2号）、「あさぎり町文化財保護条例」（平成 15年条例第 88 号）に基づく名勝及び天然

記念物の指定状況を表 3.2.7 51 及び図 3.2.7 14 に示す。 

社会的状況の調査範囲における「文化財保護法」(昭和 25 年法律第 214 号)、「熊本県文化財保護条

例」（昭和 51 年熊本県条例第 48 号）、「八代市文化財保護条例」（平成 17 年条例第 97 号）、「人

吉市文化財保護条例」（昭和 53 年条例第 10号）、「多良木町文化財保護条例」（平成 17年多良木町

条例第 6号）、「湯前町文化財保護条例」（昭和 44 年条例第 22 号）、「水上村文化財保護条例」（昭

和 47 年条例第 5 号）、「相良村文化財保護条例」（平成 9 年条例第 13 号）、「五木村文化財保護条

例」（平成 8 年条例第 9 号）、「山江村文化財保護条例」（平成 4 年条例第 8 号）、「球磨村文化財

保護条例」（昭和 48年条例第 2号）及び「あさぎり町文化財保護条例」（平成 15 年条例第 88号）に

基づく名勝及び天然記念物の指定状況を表 3.2.7 51 及び図 3.2.7 14 に示す。 

表記の適

正化 

3.2.7.20 都市計画法に基づく風致地区の指定状況 3.2.7.20 都市計画法に基づく風致地区の指定状況 

3-399 

社会的状況の調査範囲では、人吉市の城山地区、村山地区、蓬莱山地区が風致地区に指定されている

が、事業実施区域には、風致地区に指定されている地域はない。 

社会的状況の調査範囲では、人吉市の城山地区、村山地区及び蓬莱山地区が風致地区に指定されて

いるが、事業実施区域には、風致地区に指定されている地域はない。 

表記の適

正化 

3.2.7.21 その他の法律による区域等の指定状況 

(4) 温泉地の分布状況 

3.2.7.21 その他の法律による区域等の指定状況 

 (4) 温泉地の分布状況 

3-405 

社会的状況の調査範囲には、人吉温泉、錦温泉、ゆのまえ温泉、湯山温泉、相良温泉、五木温泉、山

江温泉、薬師温泉の 8カ所の温泉がある。事業実施区域には五木温泉がある。 

社会的状況の調査範囲には、人吉温泉、錦温泉、ゆのまえ温泉、湯山温泉、相良温泉、五木温泉、

山江温泉及び薬師温泉の 8カ所の温泉がある。事業実施区域には五木温泉がある。 

表記の適

正化 

3.2.8.1 産業廃棄物の最終処分場及び中間処理施設の分布状況 3.2.8.1 産業廃棄物の最終処分場及び中間処理施設の分布状況 

3-420 

事業予定地から 50km の範囲では、がれき類、木くずを対象とした最終処分場が 5カ所、がれき類、木

くず、汚泥を対象とした中間処理施設が 70カ所分布している。 

事業予定地から 50km の範囲では、がれき類、木くずを対象とした最終処分場が 5カ所、がれき類、

木くず及び汚泥を対象とした中間処理施設が 70カ所分布している。 

表記の適

正化 

4.4 環境配慮レポートに対する意見の概要と事業者の見解 4.4 環境配慮レポートに対する意見の概要と事業者の見解 

4-26 

23 クマタカへの影響は、工事による自然
環境の悪化や試験湛水および洪水調節
による湛水、明らかにされていない原石
山の位置や規模、流域で増えている植林
地の伐採地などを十分に考慮する必要
があり、調査は不十分。 

クマタカについては、「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、
生態系上位性として繁殖テリトリーや狩場を含むコアエリア
の状況、最新の事業計画等を踏まえ、詳細に調査、予測及び
評価を行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 
また、植林地の伐採等による影響は、当該事業の事業者が
考慮すべき事項ではありますが、本事業においては可能な限
り最新の流域データを用い検討を行います。 

23 クマタカへの影響は、工事による自然
環境の悪化や試験湛水および洪水調節
による湛水、明らかにされていない原石
山の位置や規模、流域で増えている植林
地の伐採地などを十分に考慮する必要
があり、調査は不十分。 

クマタカについては、生態系上位性として繁殖テリトリー
や狩場を含むコアエリアの状況、最新の事業計画等を踏まえ、
「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、詳細に調査、予測及び評
価を行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 
また、植林地の伐採等による影響は、当該事業の事業者が
考慮すべき事項ではありますが、本事業においては可能な限
り最新の流域データを用い検討を行います。 

表記の適

正化 



23

第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

4-27 

24 前川辺川ダム事業計画におけるクマ
タカの保全策について、平成 12 年発行
「川辺川ダム事業における環境保全へ
の取り組み」に記載の保全策が講じられ
た様子は全くなく、事業計画の範囲内外
ではシカの食害や皆伐などによる崩落、
自然林の消滅が続いている。また、営巣
木の近くで皆伐が進み、営巣木は放棄さ
れている。 

「川辺川ダム事業における環境保全への取り組み（平成 12
年 6月）」におけるクマタカへの環境保全措置について、付
替道路等の直接改変区域の植生の復元、付替道路のルート変
更による森林改変の抑制等をこれまでにも実施しています。 
今後、クマタカについては、「5.2.2.3 生態系」に記載のと
おり、生態系上位性として繁殖テリトリーや狩場を含むコア
エリア、最新の事業計画等を踏まえ、詳細に調査、予測及び
評価を行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 
また、現状におけるシカの食害や皆伐等については、流域
の方々が中心となってよりよい環境を構築していくことが重
要ではありますが、熊本県や湛水区間も含む沿川市町村とも
連携し、「安全・安心な暮らし」と「球磨川流域の豊かな恵み」
を次世代にしっかりと引き継ぎ、流域全体の持続可能な発展
の実現に向けて取り組みます。 

24 前川辺川ダム事業計画におけるクマ
タカの保全策について、平成 12 年発行
「川辺川ダム事業における環境保全へ
の取り組み」に記載の保全策が講じられ
た様子は全くなく、事業計画の範囲内外
ではシカの食害や皆伐などによる崩落、
自然林の消滅が続いている。また、営巣
木の近くで皆伐が進み、営巣木は放棄さ
れている。 

「川辺川ダム事業における環境保全への取り組み（平成 12
年 6月）」におけるクマタカへの環境保全措置について、付
替道路等の直接改変区域の植生の復元、付替道路のルート変
更による森林改変の抑制等をこれまでにも実施しています。 
今後、クマタカについては、生態系上位性として繁殖テリ
トリーや狩場を含むコアエリア、最新の事業計画等を踏まえ、
「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、詳細に調査、予測及び評
価を行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 
また、現状におけるシカの食害や皆伐等については、流域
の方々が中心となってよりよい環境を構築していくことが重
要ではありますが、熊本県や湛水区間も含む沿川市町村とも
連携し、「安全・安心な暮らし」と「球磨川流域の豊かな恵み」
を次世代にしっかりと引き継ぎ、流域全体の持続可能な発展
の実現に向けて取り組みます。 

表記の適

正化 

4-27 

25 生態系上位性として、クマタカに加
え、ヤマセミやカワネズミなども適切と
考えられる。 

生態系上位性の注目種については、「5.2.2.3 生態系」に記
載のとおり、陸域生態系の食物連鎖の頂点に位置する種とし
てクマタカを、河川域生態系の食物連鎖の頂点に位置する種
としてヤマセミ、カワセミ、カワガラスを想定し、詳細な調
査、予測及び評価を行い、その結果を「準備レポート」に記
載します。 

25 生態系上位性として、クマタカに加
え、ヤマセミやカワネズミなども適切と
考えられる。 

上位性として扱う条件として、「食物連鎖の上位」、「事業実
施区域及びその周辺への依存度が高い」、「調査すべき情報が
得やすい」の 3つの観点があります。 
この観点を踏まえ、生態系上位性の注目種については、
「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、陸域はクマタカを、河川
域はヤマセミ、カワセミ、カワガラスを想定し、詳細な調査、
予測及び評価を行い、その結果を「準備レポート」に記載し
ます。 
カワネズミについては、令和 3年度に実施した環境DNA
調査では確認が出来ていますが、個体数が少なく採餌環境も
川の中ということもあり生態が把握しづらいため、生態系の
注目種としての調査・予測が難しいことから、上位性として
は想定しないこととします。

委員会意

見による

修正 



24

第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

4-27 

26 生態系については、上位性としてクマ
タカを抽出した根拠が明確に示されて
いないなど、典型性の類型、上位性の指
標抽出の根拠があいまいである。 

生態系上位性の注目種については、「5.2.2.3 生態系」に記
載のとおり、陸域生態系の食物連鎖の頂点に位置する種とし
てクマタカを想定し、詳細な調査、予測及び評価を行い、そ
の結果を「準備レポート」に記載します。 
生態系典型性（河川域）の環境類型区分については、「5.2.2.3 
生態系」に記載のとおり、既往調査結果等により、流域の状
況、河床材料、河道、河川植生等の状況を踏まえ、流路長が
長い環境であること、自然又は人為により長期的に維持され
てきた環境であることの 2つの観点から、「渓流的な川」、「山
地を流れる川」等の 5区分を想定しています。 
想定した類型区分について複数地点の調査を行い、定量的
な生物の生息・生育状況を把握し、類型区分を確定します。
その結果を「準備レポート」に記載します。 

26 生態系については、上位性としてクマ
タカを抽出した根拠が明確に示されて
いないなど、典型性の類型、上位性の指
標抽出の根拠があいまいである。 

生態系上位性の注目種については、「5.2.2.3 生態系」に記
載のとおり、陸域生態系の食物連鎖の頂点に位置する種とし
てクマタカを想定し、詳細な調査、予測及び評価を行い、そ
の結果を「準備レポート」に記載します。 
生態系典型性（河川域）の環境類型区分については、既往
調査結果等により、流域の状況、河床材料、河道、河川植生
等の状況を踏まえ、流路長が長い環境であること、自然又は
人為により長期的に維持されてきた環境であることの 2つの
観点から、「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、「渓流的な川」、
「山地を流れる川」等の 5区分を想定しています。 
想定した類型区分について複数地点の調査を行い、定量的
な生物の生息・生育状況を把握し、類型区分を確定します。
その結果を「準備レポート」に記載します。 

表記の適

正化 

4-28 

30 典型性については、セグメントを考慮
して環境区分を設定する必要があり、山
間区間と山間から扇状地に出た区間は
区別すべきと考える。特に山間部下流区
間ではアユが典型性を示す種であり、社
会的にも重要な種であり、生息環境とな
る瀬淵構造、餌資源（付着藻類）への影
響について予測評価していただきたい。 

生態系典型性（河川域）の環境類型区分については、「5.2.2.3 
生態系」に記載のとおり、既往調査結果等により、流域の状
況、河床材料、河道、河川植生等の状況を踏まえ、流路長が
長い環境であること、自然又は人為により長期的に維持され
てきた環境であることの 2つの観点から、「渓流的な川」、「山
地を流れる川」等の 5区分を想定しています。 
想定した類型区分について複数地点の調査を行い、定量的
な生物の生息・生育状況を把握し、類型区分を確定します。
その結果を「準備レポート」に記載します。 
アユについては、「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、生態
系典型性（河川域）の注目種として想定し、生息・産卵環境、
餌となる付着藻類の生育状況等、詳細な調査、予測及び評価
を行い、その結果を「準備レポート」に記載します。 

30 典型性については、セグメントを考慮
して環境区分を設定する必要があり、山
間区間と山間から扇状地に出た区間は
区別すべきと考える。特に山間部下流区
間ではアユが典型性を示す種であり、社
会的にも重要な種であり、生息環境とな
る瀬淵構造、餌資源（付着藻類）への影
響について予測評価していただきたい。 

生態系典型性（河川域）の環境類型区分については、既往
調査結果等により、流域の状況、河床材料、河道、河川植生
等の状況を踏まえ、流路長が長い環境であること、自然又は
人為により長期的に維持されてきた環境であることの 2つの
観点から、「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、「渓流的な川」、
「山地を流れる川」等の 5区分を想定しています。 
想定した類型区分について複数地点の調査を行い、定量的
な生物の生息・生育状況を把握し、類型区分を確定します。
その結果を「準備レポート」に記載します。 
アユについては、「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、生態
系典型性（河川域）の注目種として想定し、生息・産卵環境、
餌となる付着藻類の生育状況等、詳細な調査、予測及び評価
を行い、その結果を「準備レポート」に記載します。 

表記の適

正化 

4-28 

31 試験湛水等による植生の枯死等に伴
い、湛水範囲の生態系が大きく改変さ
れ、水場と森林の距離は離れることにな
る影響についての記述がなく、大型の流
水型ダムで起こる影響が何であるか新
しい分析が必要であり、「重大な影響の
回避又は低減が図られると考えられる」
は根拠をもたない。 

試験湛水時や洪水時における湛水による植物への影響につ
いては、「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、試験湛水の期間
や生育する種の冠水耐性を踏まえ、詳細な調査、予測及び評
価を行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

31 試験湛水等による植生の枯死等に伴
い、湛水範囲の生態系が大きく改変さ
れ、水場と森林の距離は離れることにな
る影響についての記述がなく、大型の流
水型ダムで起こる影響が何であるか新
しい分析が必要であり、「重大な影響の
回避又は低減が図られると考えられる」
は根拠をもたない。 

試験湛水時や洪水時における湛水による植物への影響につ
いては、試験湛水の期間や生育する種の冠水耐性を踏まえ、
「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、詳細な調査、予測及び評
価を行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

表記の適

正化 
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4-29 

37 ダム本体の存在や湛水域樹木の枯死
等に由来する植生の変化が景観に与え
る影響は大きい。 

事業の実施に伴うダムの堤体の存在、洪水調節地内の樹木
の枯死等による景観への影響については、「5.2.3.1 景観」に
記載のとおり、生態系の予測結果を踏まえ、眺望景観の変化
についてフォトモンタージュを作成する等、詳細に調査、予
測及び評価を行い、結果については「準備レポート」に記載
します。 
環境影響が生じるおそれがある場合には、必要に応じて、
専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例を踏まえて、
川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配慮事項等の検
討を行っていきます。 

37 ダム本体の存在や湛水域樹木の枯死
等に由来する植生の変化が景観に与え
る影響は大きい。 

事業の実施に伴うダムの堤体の存在、洪水調節地内の樹木
の枯死等による景観への影響については、生態系の予測結果
を踏まえ、「5.2.3.1 景観」に記載のとおり、眺望景観の変化
についてフォトモンタージュを作成する等、詳細に調査、予
測及び評価を行い、結果については「準備レポート」に記載
します。 
環境影響が生じるおそれがある場合には、必要に応じて、
専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例を踏まえて、
川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配慮事項等の検
討を行っていきます。 

表記の適

正化 

4-30 

38 景観・人ふれの調査・予測・評価につ
いて、濁水や瀬淵構造の変化、湛水域樹
木の枯死等に由来する植生の変化の影
響を含めるべき。 

事業の実施に伴う洪水調節地内の樹木の枯死等による景観
への影響については、「5.2.3.1 景観」に記載のとおり、生態
系の予測結果を踏まえ、眺望景観の変化についてフォトモン
タージュを作成する等、詳細に調査、予測及び評価を行い、
結果については「準備レポート」に記載します。 
事業の実施に伴う濁水や瀬淵構造の変化、湛水域樹木の枯
死等による人と自然との触れ合いの活動の場への影響につい
ては、「5.2.3.2 人と自然との触れ合いの活動の場」に記載の
とおり、水質や生態系等の予測結果を踏まえ、詳細に調査、
予測及び評価を行い、結果については「準備レポート」に記
載します。 
環境影響が生じるおそれがある場合には、必要に応じて、
専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例を踏まえて、
川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配慮事項等の検
討を行っていきます。 

38 景観・人ふれの調査・予測・評価につ
いて、濁水や瀬淵構造の変化、湛水域樹
木の枯死等に由来する植生の変化の影
響を含めるべき。 

事業の実施に伴う洪水調節地内の樹木の枯死等による景観
への影響については、生態系の予測結果を踏まえ、「5.2.3.1 景
観」に記載のとおり、眺望景観の変化についてフォトモンタ
ージュを作成する等、詳細に調査、予測及び評価を行い、結
果については「準備レポート」に記載します。 
事業の実施に伴う濁水や瀬淵構造の変化、湛水域樹木の枯
死等による人と自然との触れ合いの活動の場への影響につい
ては、水質や生態系等の予測結果を踏まえ、「5.2.3.2 人と自
然との触れ合いの活動の場」に記載のとおり、詳細に調査、
予測及び評価を行い、結果については「準備レポート」に記
載します。 
環境影響が生じるおそれがある場合には、必要に応じて、
専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例を踏まえて、
川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配慮事項等の検
討を行っていきます。 

表記の適

正化 
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41 試験湛水の方法や期間、試験湛水期間
中の維持流量等が明らかにされておら
ず、R2洪水後の濁りも反映されていな
いため。予測評価は拙速。 
また、試験湛水の期間について、ダム
規模が大きいことからかなり長期間に
なると思われるため、過去のなかでも最
悪な渇水年での影響を予測して、あらゆ
る対策を考えて欲しい。 

試験湛水は一定の期間を要することが想定されますが、試
験湛水やダムの運用方法の具体については、今後、計画を深
度化していくにあたって、環境影響が小さくなるような工夫
を検討していきます。 
なお、試験湛水に伴う影響については、「5.2.1.2 水環境」、
「5.2.2.1 動物」、「5.2.2.2 植物」、「5.2.2.3 生態系」及び
「5.2.3.2 人と自然との触れ合いの活動の場」に記載のとお
り、試験湛水の期間や方法を踏まえた影響について、詳細な
調査、予測及び評価を行います。 
また、「土砂による水の濁り」については、「5.2.1.2 水環境」
に記載のとおり、川辺川の流水型ダムにおける諸条件を踏ま
えた水質予測手法等により、詳細に調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

41 試験湛水の方法や期間、試験湛水期間
中の維持流量等が明らかにされておら
ず、R2洪水後の濁りも反映されていな
いため。予測評価は拙速。 
また、試験湛水の期間について、ダム
規模が大きいことからかなり長期間に
なると思われるため、過去のなかでも最
悪な渇水年での影響を予測して、あらゆ
る対策を考えて欲しい。 

試験湛水は一定の期間を要することが想定されますが、試
験湛水やダムの運用方法の具体については、今後、計画を深
度化していくにあたって、環境影響が小さくなるような工夫
を検討していきます。 
なお、試験湛水に伴う影響については、試験湛水の期間や
方法を踏まえ、「5.2.1.2 水環境」、「5.2.2.1 動物」、「5.2.2.2 植
物」、「5.2.2.3 生態系」及び「5.2.3.2 人と自然との触れ合い
の活動の場」に記載のとおり、詳細な調査、予測及び評価を
行います。 
また、「土砂による水の濁り」については、「5.2.1.2 水環境」
に記載のとおり、川辺川の流水型ダムにおける諸条件を踏ま
えた水質予測手法等により、詳細に調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

表記の適

正化 
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42 ダム上流側の湛水域の斜面部の植物
について、試験湛水や洪水調整による水
没と水位変動による植生への影響や、そ
れにともなう土砂の生産や移動、濁りの
発生などの影響を検討すべき。 

試験湛水は一定の期間を要することが想定されますが、試
験湛水やダムの運用方法の具体については、今後、計画を深
度化していくにあたって、環境影響が小さくなるような工夫
を検討していきます。 
試験湛水によって影響を受ける植物等については、「5.2.2.2 
植物」及び「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、試験湛水の期
間や生育する種の冠水耐性を踏まえ、詳細な調査、予測及び
評価を行います。 
また、「土砂による水の濁り」については、「5.2.1.2 水環境」
に記載のとおり、川辺川の流水型ダムにおける諸条件を踏ま
えた水質予測手法等により、詳細に調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

42 ダム上流側の湛水域の斜面部の植物
について、試験湛水や洪水調整による水
没と水位変動による植生への影響や、そ
れにともなう土砂の生産や移動、濁りの
発生などの影響を検討すべき。 

試験湛水は一定の期間を要することが想定されますが、試
験湛水やダムの運用方法の具体については、今後、計画を深
度化していくにあたって、環境影響が小さくなるような工夫
を検討していきます。 
試験湛水によって影響を受ける植物等については、試験湛
水の期間や生育する種の冠水耐性を踏まえ、「5.2.2.2 植物」
及び「5.2.2.3 生態系」に記載のとおり、詳細な調査、予測及
び評価を行います。 
また、「土砂による水の濁り」については、「5.2.1.2 水環境」
に記載のとおり、川辺川の流水型ダムにおける諸条件を踏ま
えた水質予測手法等により、詳細に調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

表記の適

正化 
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47 「流水型ダムが貯留型ダムよりも環
境影響は軽減される、もしくは、ほかの
流水型ダムの環境影響評価の予測より、
川辺川の流水型ダムで重大な環境影響
が生じる可能性は低いものと考えられ
る」と記載しているが、巨大な流水型ダ
ムの建設による影響について、ダムが無
い状態からどのように変わるかを評価
すべき。そもそも日本に存在しない巨大
な流水型ダムの建設による影響を予測
することは不可能ではないか。 
また、益田川ダム等の既存の流水型ダ
ムについて、自然環境への負荷は周知の
こととなっており、貯留型ダムと比較し
た場合の流水型ダムの特徴について自
然環境および社会環境への負荷は検証
されていない。 

各環境要素については、「5.2 調査、予測及び評価の手法」
に記載のとおり、ダムがない状態からの変化を含め、詳細に
調査、予測及び評価を行います。その結果、環境影響が生じ
るおそれがある場合には、専門家の助言を受け、他ダムの事
例やこれまでの知見、川辺川の流水型ダムの特徴も踏まえて
必要な調査・検討を行い、環境保全措置や配慮事項等の検討
を行っていきます。 

47 「流水型ダムが貯留型ダムよりも環
境影響は軽減される、もしくは、ほかの
流水型ダムの環境影響評価の予測より、
川辺川の流水型ダムで重大な環境影響
が生じる可能性は低いものと考えられ
る」と記載しているが、巨大な流水型ダ
ムの建設による影響について、ダムが無
い状態からどのように変わるかを評価
すべき。そもそも日本に存在しない巨大
な流水型ダムの建設による影響を予測
することは不可能ではないか。 
また、益田川ダム等の既存の流水型ダ
ムについて、自然環境への負荷は周知の
こととなっており、貯留型ダムと比較し
た場合の流水型ダムの特徴について自
然環境および社会環境への負荷は検証
されていない。 

各環境要素については、ダムがない状態からの変化を含め、
「5.2 調査、予測及び評価の手法」に記載のとおり、詳細に
調査、予測及び評価を行います。その結果、環境影響が生じ
るおそれがある場合には、専門家の助言を受け、他ダムの事
例やこれまでの知見、川辺川の流水型ダムの特徴も踏まえて
必要な調査・検討を行い、環境保全措置や配慮事項等の検討
を行っていきます。 

表記の適

正化 
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48 「環境への影響を最小化する」とある
が、最小化とは何か。また、「川辺川に
おける流水型ダムに適した環境保全措
置や配慮事項等の検討を行うことで重
要な種、および注目すべき生息地に関わ
る重大な環境影響の回避または低減が
図られると考えられる」としている具体
的な環境保全措置や配慮事項をきちん
と記述すべきである。 

「環境配慮レポート」は、事業に係る環境の保全について
適正な配慮がなされることを確保するため、計画立案段階（事
業の位置や規模の検討段階）において、環境の保全のために
配慮すべき事項について文献等により検討を行い、環境配慮
が必要と考えられる事項をとりまとめたものです。 
今後、「5.2 調査、予測及び評価の手法」に記載のとおり、
川辺川の地域特性も踏まえ、詳細な調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

48 「環境への影響を最小化する」とある
が、最小化とは何か。また、「川辺川に
おける流水型ダムに適した環境保全措
置や配慮事項等の検討を行うことで重
要な種、および注目すべき生息地に関わ
る重大な環境影響の回避または低減が
図られると考えられる」としている具体
的な環境保全措置や配慮事項をきちん
と記述すべきである。 

「環境配慮レポート」は、事業に係る環境の保全について
適正な配慮がなされることを確保するため、計画立案段階（事
業の位置や規模の検討段階）において、環境の保全のために
配慮すべき事項について文献等により検討を行い、環境配慮
が必要と考えられる事項をとりまとめたものです。 
今後、川辺川の地域特性も踏まえ、「5.2 調査、予測及び評
価の手法」に記載のとおり、詳細な調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

表記の適

正化 
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51 生態系においては、典型性の類型、上
位性の指標抽出の根拠があいまいであ
り、十分な予測がなされていない。河床
の変化、濁水の変化、試験湛水による湛
水域内植生の枯死、堤体や間接的改変空
間のよる移動分断の直接的・間接的影響
の評価が全く読み取れない。 

「環境配慮レポート」は、事業に係る環境の保全について
適正な配慮がなされることを確保するため、計画立案段階（事
業の位置や規模の検討段階）において、環境の保全のために
配慮すべき事項について文献等により検討を行い、環境配慮
が必要と考えられる事項について、学識者による「流水型ダ
ム環境保全対策検討委員会」による審議いただいたうえで作
成しています。 
今後、「5.2 調査、予測及び評価の手法」に記載のとおり、
川辺川の地域特性も踏まえ、詳細な調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や既存の流水型
ダム等の事例を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境
保全措置や配慮事項等の検討を行っていきます。 

52 総合的な評価について、自然・社会環
境のすべての項目で「重大な環境影響の
回避または低減が図られると考えられ
る」としているが、根拠となる具体の詳
述がない。また、評価の手法・評価結果
が軽薄で具体性が全くなく、根拠も曖昧
である。より詳細に具体的に調べ評価す
べき。 

51 生態系においては、典型性の類型、上
位性の指標抽出の根拠があいまいであ
り、十分な予測がなされていない。河床
の変化、濁水の変化、試験湛水による湛
水域内植生の枯死、堤体や間接的改変空
間のよる移動分断の直接的・間接的影響
の評価が全く読み取れない。 

「環境配慮レポート」は、事業に係る環境の保全について
適正な配慮がなされることを確保するため、計画立案段階（事
業の位置や規模の検討段階）において、環境の保全のために
配慮すべき事項について文献等により検討を行い、環境配慮
が必要と考えられる事項について、学識者による「流水型ダ
ム環境保全対策検討委員会」による審議いただいたうえで作
成しています。 
今後、川辺川の地域特性も踏まえ、「5.2 調査、予測及び評
価の手法」に記載のとおり、詳細な調査、予測及び評価を行
います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や既存の流水型
ダム等の事例を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境
保全措置や配慮事項等の検討を行っていきます。 

52 総合的な評価について、自然・社会環
境のすべての項目で「重大な環境影響の
回避または低減が図られると考えられ
る」としているが、根拠となる具体の詳
述がない。また、評価の手法・評価結果
が軽薄で具体性が全くなく、根拠も曖昧
である。より詳細に具体的に調べ評価す
べき。 

表記の適

正化 
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55 環境配慮レポートは、堤体の規模や、
洪水吐と減勢工の形状や長さ、原石山の
位置、試験湛水の方法・期間、高水流量・
軽減流量、操作ルールを明らかにした後
に、検討し直すべき。 

「環境配慮レポート」は、事業に係る環境の保全について
適正な配慮がなされることを確保するため、計画立案段階（事
業の位置や規模の検討段階）において、環境の保全のために
配慮すべき事項について文献等により検討を行い、環境配慮
が必要と考えられる事項をとりまとめたものです。 
流水型ダムの放流設備等の構造等については、検討を行っ
ているところです。 
また、試験湛水は一定の期間を要することが想定されます
が、試験湛水やダムの運用方法、ダムの放流設備等の構造等
の具体については、今後、計画を深度化していくにあたって、
環境影響が小さくなるような工夫を検討していきます。 
なお、試験湛水に伴う影響については、「5.2.1.2 水環境」、
「5.2.2.1 動物」、「5.2.2.2 植物」、「5.2.2.3 生態系」及び
「5.2.3.2 人と自然との触れ合いの活動の場」に記載のとお
り、試験湛水の期間や方法を踏まえ、詳細な調査、予測及び
評価を行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

55 環境配慮レポートは、堤体の規模や、
洪水吐と減勢工の形状や長さ、原石山の
位置、試験湛水の方法・期間、高水流量・
軽減流量、操作ルールを明らかにした後
に、検討し直すべき。 

「環境配慮レポート」は、事業に係る環境の保全について
適正な配慮がなされることを確保するため、計画立案段階（事
業の位置や規模の検討段階）において、環境の保全のために
配慮すべき事項について文献等により検討を行い、環境配慮
が必要と考えられる事項をとりまとめたものです。 
流水型ダムの放流設備等の構造等については、検討を行っ
ているところです。 
また、試験湛水は一定の期間を要することが想定されます
が、試験湛水やダムの運用方法、ダムの放流設備等の構造等
の具体については、今後、計画を深度化していくにあたって、
環境影響が小さくなるような工夫を検討していきます。 
なお、試験湛水に伴う影響については、試験湛水の期間や
方法を踏まえ、「5.2.1.2 水環境」、「5.2.2.1 動物」、「5.2.2.2 植
物」、「5.2.2.3 生態系」及び「5.2.3.2 人と自然との触れ合い
の活動の場」に記載のとおり、詳細な調査、予測及び評価を
行います。 
その結果、環境影響が生じるおそれがある場合には、必要
に応じて、専門家の助言を受け、過去の検討や他ダムの事例
を踏まえて、川辺川の流水型ダムに適した環境保全措置や配
慮事項等の検討を行っていきます。 

表記の適

正化 
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4-41 

No. 意見概要 事業者の見解 
71 川辺川は長年「水質日本一」に選ばれ、

ダムの水没予定地一帯に2,754種もの動
植物が分布しており、さらに生態系ピラ
ミッドの頂点にいるワシタカ類も8種の
生息が確認され、クマタカを含む 5種が
レッドデータブックに記載されている。
また、五木村の鍾乳洞「九折瀬（つづら
せ）洞」には、ここにしか生息しない固
有種が生息しており、ダム湖の水が満杯
になれば、洞の大半が水没します。試験
湛水では明らかに水没する。 
また、アーチ式から重力式への変更に
伴い、コンクリート使用量や建設により
河川環境を悪化させる程度は著しく、生
物の生態に及ぼす影響、水質の汚濁は予
想以上に大きいと思われるとともに、現
在全国で運用されている流水型ダムに
比べ、けた違いの巨大な流水型ダムとな
るが、運用開始から日が浅く、その効果
も環境への影響もよく分かっておらず、
従前の川辺川ダム建設計画においては、
建設現場の地質等において安全性も審
議されていない。 
さらに、従前の貯留型の川辺川ダム
は、特定多目的ダム法に基づくダム計画
であり、治水専用となる流水型ダムとす
る場合は現行計画を廃止し、河川法に沿
って手続きを進める必要があるため、地
域住民の意見を聴き、環境影響評価法に
基づく環境アセスを行うべき。ダムの恩
恵を受けるべき住民の意見が反映され
ないのはおかしいと思う。 

本事業は、環境影響評価法の施行前から工事に着手してお
り、環境影響評価法の対象外となるものの、熊本県知事から
の「法に基づく環境アセスメント、あるいは、それと同等の
環境アセスメント」というご要望なども踏まえ、環境省とも
連携して、環境影響評価法に準じて環境影響評価を実施して
います。 
なお、令和 4年 8 月 9 日に「球磨川水系河川整備計画［国
管理区間］」が策定されたところです。 

No. 意見概要 事業者の見解 
71 アーチ式から重力式への変更に伴い、

コンクリート使用量や建設により河川
環境を悪化させる程度は著しく、生物の
生態に及ぼす影響、水質の汚濁は予想以
上に大きいと思われるとともに、現在全
国で運用されている流水型ダムに比べ、
けた違いの巨大な流水型ダムとなるが、
運用開始から日が浅く、その効果も環境
への影響もよく分かっておらず、従前の
川辺川ダム建設計画においては、建設現
場の地質等において安全性も審議され
ていない。 
さらに、従前の貯留型の川辺川ダム
は、特定多目的ダム法に基づくダム計画
であり、治水専用となる流水型ダムとす
る場合は現行計画を廃止し、河川法に沿
って手続きを進める必要があるため、地
域住民の意見を聴き、環境影響評価法に
基づく環境アセスを行うべき。ダムの恩
恵を受けるべき住民の意見が反映され
ないのはおかしいと思う。 

本事業は、環境影響評価法の施行前から工事に着手してお
り、環境影響評価法の対象外となるものの、熊本県知事から
の「法に基づく環境アセスメント、あるいは、それと同等の
環境アセスメント」というご要望なども踏まえ、環境省とも
連携して、環境影響評価法に準じて環境影響評価を実施して
います。 
なお、令和 4年 8 月 9 日に「球磨川水系河川整備計画［国
管理区間］」が策定されたところです。 

重複の削

除（No.77

と重複） 
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5.1.1 環境影響評価の項目の選定 

(1) 一般的なダム事業の内容と川辺川の流水型ダムに関する事業の内容の比較 

5.1.1 環境影響評価の項目の選定 

(1) 一般的なダム事業の内容と川辺川の流水型ダムに関する事業の内容の比較 

5-1 

ダム事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための

手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令(平成 10 年厚生省・

農林水産省・通商産業省・建設省令第 1 号、最終改正平成 27 年 6 月 1 日)(以下「省令」という。)別表

第一に掲げる一般的なダム事業の内容を表 5.1.1-1 に示す。 

川辺川の流水型ダムに関する事業の内容は、「第 2 章 事業の目的及び内容」に示すとおりであり、

工事の実施においては、試験湛水の実施が追加となる。土地又は工作物の存在及び供用については、ダ

ムの供用及び貯水池の存在がダムの供用及び洪水調節地の存在となる。 

なお、試験湛水の実施は、ダムの堤体の工事の一環として行われるものであるが、流水型ダムにおい

ては、試験湛水が最も長期間流水を貯留することから一般的なダム事業との相違点として、ダムの堤体

の工事と分けて整理した。 

ダム事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うため

の手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令(平成 10 年厚生

省・農林水産省・通商産業省・建設省令第 1号、最終改正平成 27 年 6 月 1日)(以下「省令」という。)

別表第一に掲げる一般的なダム事業の内容と川辺川の流水型ダムに関する事業の内容を表 5.1.1-1 に

示す。 

川辺川の流水型ダムに関する事業の内容は、「第 2章 事業の目的及び内容」に示すとおりであり、

土地又は工作物の存在及び供用については、ダムの供用及び貯水池の存在がダムの供用及び洪水調節

地の存在となる。 

なお、試験湛水の実施は、ダムの堤体の工事の一環として行われるものであるが、流水型ダムにお

いては、試験湛水が最も長期間流水を貯留することから、一般的なダム事業との相違点として、ダム

の堤体の工事と分けて整理した。 

表記の適

正化 

(2) 環境影響評価の項目の選定 (2) 環境影響評価の項目の選定 

5-2 

また、土地又は工作物の存在及び供用にあっては「ダムの堤体の存在」、「原石山の跡地の存在」、

「建設発生土処理場の跡地の存在」、「道路の存在」及び「ダムの供用及び洪水調節地の存在」を選定

した。 

環境要素については、事業実施区域周辺の地域特性を踏まえ、事業による影響要因により影響を受け

るおそれがある環境要素として「大気環境」、「水環境」、「土壌に係る環境その他の環境」、「動物」、

「植物」、「生態系」、「景観」、「人と自然との触れ合いの活動の場」及び「廃棄物等」を選定した。

「放射性物質」については、事業実施区域及びその周辺の区域は、「原子力災害対策特別措置法」第

20条第2項に基づく原子力災害対策本部長指示による避難の指示が出されている区域(避難指示区域)で

はなく、本事業により放射性物質が相当程度拡散及び流出するおそれがないことから、放射性物質に係

る参考項目を選定しないこととした。 

また、土地又は工作物の存在及び供用にあっては「ダムの堤体の存在」、「原石山の跡地の存在」、

「建設発生土処理場の跡地の存在」、「道路の存在」及び「ダムの供用及び洪水調節地の存在」を選

定する。 

環境要素については、事業実施区域周辺の地域特性を踏まえ、事業による影響要因により影響を受

けるおそれがある環境要素として「大気環境」、「水環境」、「土壌に係る環境その他の環境」、「動

物」、「植物」、「生態系」、「景観」、「人と自然との触れ合いの活動の場」及び「廃棄物等」を

選定する。 

「放射性物質」については、事業実施区域及びその周辺の区域は、「原子力災害対策特別措置法」

第 20 条第 2 項に基づく原子力災害対策本部長指示による避難の指示が出されている区域(避難指示区

域)ではなく、本事業により放射性物質が相当程度拡散及び流出するおそれがないことから、放射性物

質に係る参考項目を選定しないこととする。 

表記の適

正化 

5-3 

環境の自然的
構成要素の良
好な状態の保
持を旨として
調査、予測及
び評価される
べき環境要素

土壌に係る環境その
他の環境

地形及び地質 ○

環境の自然的
構成要素の良
好な状態の保
持を旨として
調査、予測及
び評価される
べき環境要素

土壌に係る
環境その他
の環境

地形及び
地質

重要な地形及び地質 ○

表記の適

正化 
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(5.2.1.1 大気環境) (5.2.1.1 大気環境) 

5-9 

（1/4） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地
点を下欄に示す。 

 具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

(1)予測の基本的な
手法 

降下ばいじんの発
生の事例を踏まえた
拡散を考慮した予測

式による計算とす
る。 
(2)予測地域 

調査地域と同様と
する。 
(3)予測地点 

予測地域に位置す
る以下の集落におい
て粉じん等に係る環

境影響を的確に把握
できる地点とする。 
ⅰ)頭地 

ⅱ)小浜 
ⅲ)中の原 
ⅳ)深水 

ⅴ)高野 
(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う

建設機械の稼働によ
り粉じん等の発生が
最大となる時期とす

る。 

建設機械の稼働
に伴う粉じん等に

係る工事の実施に
よる環境影響に関
し、工法の検討、

環境保全設備の設
置等により、でき
る限り回避され、

又は低減されてい
るか、必要に応じ
その他の方法によ

り環境の保全につ
いての配慮が適正
になされているか

どうかを検討する
とともに、浮遊粉
じん濃度及び降下

ばいじん量の関係
から参考値として
設定されている目

標と調査及び予測
の結果との間に整
合が図られている

かどうかを検討す
ることによる。 

影響要因として
は、省令別表第一

に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体

の工事等が挙げら
れる。これらによ
る環境影響につい

ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により

調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測

の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 

また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満

足する手法を選定
する。 

調査地域は事業実施区域及
びその周辺の区域(事業実施

区域から約1kmの範囲をいう。
以下「5.2.1.1 大気環境」にお
いて同じ。)とし、調査地点は

工事実施箇所の近傍における
気象の状況を適切かつ効果的
に把握できる地点とし、以下

に示す地点(図 5.2.1-1)とす
る。 
ⅰ)頭地(流水型ダムの上流

の工事等の実施箇所の近
傍の集落) 

ⅱ)小浜(流水型ダムの堤体

の工事等の実施箇所の近
傍の集落) 

ⅲ)中の原(流水型ダムの堤

体の工事等の実施箇所の
近傍の集落) 

ⅳ)深水(流水型ダムの堤体

の工事等の実施箇所の
近傍の集落) 

ⅴ)高野(流水型ダムの上流

の工事等の実施箇所の
近傍の集落) 

現地調査の調査期間は平成
9、10 年、令和 4、5 年とし、

調査時期は通年とする。また、
調査する時間帯は終日とする。
令和 4 年度以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 

・風向、風速 

（1/4） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地
点を下欄に示す。 

 具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

(1)予測の基本的な
手法 

降下ばいじんの発
生の事例を踏まえた
拡散を考慮した予測

式による計算とす
る。 
(2)予測地域 

調査地域のうち、
粉じん等の拡散の特
性を踏まえて粉じん

等に係る環境影響を
受けるおそれがある
と認められる地域と

する。 
(3)予測地点 
予測地域に位置す

る以下の集落におい
て粉じん等に係る環
境影響を的確に把握

できる地点とする。 
ⅰ)頭地 
ⅱ)小浜 

ⅲ)中の原 
ⅳ)深水 
ⅴ)高野 

(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う

建設機械の稼働によ

り粉じん等の発生が
最大となる時期とす
る。 

建設機械の稼働
に伴う粉じん等に

係る工事の実施に
よる環境影響に関
し、工法の検討、

環境保全設備の設
置等により、でき
る限り回避され、

又は低減されてい
るか、必要に応じ
その他の方法によ

り環境の保全につ
いての配慮が適正
になされているか

どうかを検討する
とともに、浮遊粉
じん濃度及び降下

ばいじん量の関係
から参考値として
設定されている目

標と調査及び予測
の結果との間に整
合が図られている

かどうかを検討す
ることによる。 

影響要因として
は、省令別表第一

に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体

の工事等が挙げら
れる。これらによ
る環境影響につい

ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により

調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測

の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 

また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満

足する手法を選定
する。 

調査地域は事業実施区域
及びその周辺の区域(事業実

施区域から約 1km の範囲を
いう。以下「5.2.1.1 大気環
境」において同じ。)とし、

調査地点は工事実施箇所の
近傍における気象の状況を
適切かつ効果的に把握でき

る地点とし、以下に示す地点
(図 5.2.1-1)とする。 
ⅰ)頭地(流水型ダムの上

流の工事等の実施箇所
の近傍の集落) 

ⅱ)小浜(流水型ダムの堤

体の工事等の実施箇所
の近傍の集落) 

ⅲ)中の原(流水型ダムの

堤体の工事等の実施箇
所の近傍の集落) 

ⅳ)深水(流水型ダムの堤

体の工事等の実施箇所
の近傍の集落) 

ⅴ)高野(流水型ダムの上

流の工事等の実施箇所
の近傍の集落) 

現地調査の調査期間は平成
9、10 年、令和 4、5 年とし、

調査時期は通年とする。また、
調査する時間帯は終日とする。
令和 4 年度以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 

・風向、風速 

表記の適

正化 
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（2/4） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地点を項目毎に
下欄に示す。 

 具体的な調査期
間等を下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
1)建設機械の稼働に係る

騒音 
音の伝播理論に基づく

予測式による計算とする。 

2) 工事用の資材及び機械
の運搬に用いる車両の
運行に係る騒音 

音の伝搬理論に基づく
予測式による計算とする。 

(2)予測地域 
調査地域と同様とする。

(3)予測地点 
1)建設機械の稼働に係る
騒音 

予測地域に位置する以
下の集落において騒音に
係る環境影響を的確に把

握できる地点とする。 
ⅰ)頭地 
ⅱ)小浜 

ⅲ)野々脇 
ⅳ)大平 
ⅴ)下谷 

ⅵ)中の原 
ⅶ)深水 
ⅷ)高野 

2) 工事用の資材及び機械
の運搬に用いる車両の
運行に係る騒音 

予測地域に位置する以
下の集落において騒音に
係る環境影響を的確に把

握できる地点とする。 
ⅰ) 一般国道445号沿道
の頭地 

ⅱ) 一般国道445号沿道
の小浜 
ⅲ) 一般国道445号沿道

の野々脇 
ⅳ) 一般国道445号沿道
の大平 

ⅴ) 一般国道445号沿道
の下谷 
ⅵ) 村道沿道の深水 

ⅶ) 一般国道445号沿道
の四浦 
ⅷ) 県道宮原五木線沿

道の高野 
(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う建設機

械の稼働状況及び工事用車
両の運行状況により、騒音
が最大となる時期とする。 

建設機械の
稼働及び工事

用車両の運行
に伴う騒音に
係る工事の実

施による環境
影響に関し、
工法の検討、

環境保全設備
の設置等によ
り、できる限

り回避され、
又は低減され
ているか、必

要に応じその
他の方法によ
り環境の保全

についての配
慮が適正にな
されているか

どうかを検討
す る と と も
に、「環境基本

法(平成5年法
律第 91 号)」
に定める騒音

に係る環境基
準及び「騒音
規制法(昭和

43年法律第98
号)」に定める
要請限度と調

査及び予測の
結果との間に
整合が図られ

ているかどう
かを検討する
ことによる。 

影響要因とし
ては、省令別表第

一に掲げられて
いる一般的なダ
ム事業に伴うダ

ムの堤体の工事
等が挙げられる。
これらによる環

境影響について
は、省令別表第二
に掲げられてい

る参考手法によ
り調査及び予測
が可能であるこ

とから、調査及び
予測の手法は、当
該参考手法を選

定する。 
また、評価の手

法は、省令に示さ

れている事項を
満足する手法を
選定する。 

調査地域は事業実施区域及びその周辺の
区域とし、調査地点は調査地域に位置する

以下の集落における騒音レベルを適切かつ
効果的に把握できる地点(図 5.2.1-2)とす
る。 

ⅰ)頭地(流水型ダムの上流の工事等の実
施箇所の近傍の集落) 

ⅱ)小浜(流水型ダムの堤体の工事等の実

施箇所の近傍の集落) 
ⅲ)野々脇(流水型ダムの上流の工事等の

実施箇所の近傍の集落) 

ⅳ)大平(流水型ダムの上流の工事等の実
施箇所の近傍の集落) 

ⅴ)下谷(流水型ダムの上流の工事等の実

施箇所の近傍の集落) 
ⅵ)中の原(流水型ダムの堤体の工事等の

実施箇所の近傍の集落) 

ⅶ)深水(流水型ダムの堤体の工事等の実
施箇所の近傍の集落) 

ⅷ)高野(流水型ダムの上流の工事等の実

施箇所の近傍の集落) 

現地調査の調査
期間は平成12年度、

17 年度及び令和 4
年度とし、調査時期
は騒音レベルを適

切かつ効果的に把
握できる時期にお
いて抽出する平日

及び休日とする。ま
た、調査する時間帯
は終日とする。令和

4 年度以降の現地調
査内容は以下のと
おりである。 

【令和4年度以降の
現地調査内容】 

・建設機械の稼働が

予想される事業
実施区域及びそ
の周辺の区域に

おける騒音レベ
ル 

・道路の沿道の騒音

レベル 

調査地域は事業実施区域及びその周辺の

区域とし、調査地点は調査地域に位置する
以下の集落における主要な道路の沿道の騒
音レベルを適切かつ効果的に把握できる地

点(図5.2.1-2)とする。 
ⅰ) 一般国道 445 号沿道の頭地(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行

が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅱ) 一般国道 445 号沿道の小浜(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行
が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅲ) 一般国道 445 号沿道の野々脇(流水型
ダムの堤体の工事等の工事用車両の運
行が予想される一般国道 445 号沿道の

集落) 
ⅳ) 一般国道 445 号沿道の大平(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行

が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅴ) 一般国道 445 号沿道の下谷(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行
が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅵ) 村道沿道の深水(流水型ダムの堤体の
工事等の工事用車両の運行が予想され
る村道沿道の集落) 

ⅶ) 一般国道 445 号沿道の四浦(流水型ダ
ムの堤体の工事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道445 号の集落) 

ⅷ) 県道宮原五木線沿道の高野(流水型ダ
ムの堤体の工事等の工事用車両の運行が
予想される県道宮原五木線沿道の集落) 

（2/4） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地点を項目毎に
下欄に示す。 

 具体的な調査期
間等を下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
1)建設機械の稼働に係る

騒音 
音の伝播理論に基づく

予測式による計算とする。 

2) 工事用の資材及び機械
の運搬に用いる車両の
運行に係る騒音 

音の伝搬理論に基づく
予測式による計算とする。 

(2)予測地域 

調査地域のうち、音の伝
搬の特性を踏まえて騒音に
係る環境影響を受けるおそ

れがあると認められる地域
とする。 
(3)予測地点 

1)建設機械の稼働に係る
騒音 
予測地域に位置する以

下の集落において騒音に
係る環境影響を的確に把
握できる地点とする。 

ⅰ)頭地 
ⅱ)小浜 
ⅲ)野々脇 

ⅳ)大平 
ⅴ)下谷 
ⅵ)中の原 

ⅶ)深水 
ⅷ)高野 

2) 工事用の資材及び機械

の運搬に用いる車両の
運行に係る騒音 
予測地域に位置する以

下の集落において騒音に
係る環境影響を的確に把
握できる地点とする。 

ⅰ) 一般国道445号沿道
の頭地 
ⅱ) 一般国道445号沿道

の小浜 
ⅲ) 一般国道445号沿道
の野々脇 

ⅳ) 一般国道445号沿道
の大平 
ⅴ) 一般国道445号沿道

の下谷 
ⅵ) 村道沿道の深水 
ⅶ) 一般国道445号沿道

の四浦 
ⅷ) 県道宮原五木線沿
道の高野 

(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う建設機

械の稼働状況及び工事用車

両の運行状況により、騒音
が最大となる時期とする。 

建設機械の
稼働及び工事

用車両の運行
に伴う騒音に
係る工事の実

施による環境
影響に関し、
工法の検討、

環境保全設備
の設置等によ
り、できる限

り回避され、
又は低減され
ているか、必

要に応じその
他の方法によ
り環境の保全

についての配
慮が適正にな
されているか

どうかを検討
す る と と も
に、「環境基本

法(平成5年法
律第 91 号)」
に定める騒音

に係る環境基
準及び「騒音
規制法(昭和

43年法律第98
号)」に定める
要請限度と調

査及び予測の
結果との間に
整合が図られ

ているかどう
かを検討する
ことによる。 

影響要因とし
ては、省令別表第

一に掲げられて
いる一般的なダ
ム事業に伴うダ

ムの堤体の工事
等が挙げられる。
これらによる環

境影響について
は、省令別表第二
に掲げられてい

る参考手法によ
り調査及び予測
が可能であるこ

とから、調査及び
予測の手法は、当
該参考手法を選

定する。 
また、評価の手

法は、省令に示さ

れている事項を
満足する手法を
選定する。 

調査地域は事業実施区域及びその周辺の
区域とし、調査地点は調査地域に位置する

以下の集落における騒音レベルを適切かつ
効果的に把握できる地点(図 5.2.1-2)とす
る。 

ⅰ)頭地(流水型ダムの上流の工事等の実
施箇所の近傍の集落) 

ⅱ)小浜(流水型ダムの堤体の工事等の実

施箇所の近傍の集落) 
ⅲ)野々脇(流水型ダムの上流の工事等の

実施箇所の近傍の集落) 

ⅳ)大平(流水型ダムの上流の工事等の実
施箇所の近傍の集落) 

ⅴ)下谷(流水型ダムの上流の工事等の実

施箇所の近傍の集落) 
ⅵ)中の原(流水型ダムの堤体の工事等の

実施箇所の近傍の集落) 

ⅶ)深水(流水型ダムの堤体の工事等の実
施箇所の近傍の集落) 

ⅷ)高野(流水型ダムの上流の工事等の実

施箇所の近傍の集落) 

現地調査の調査
期間は平成12年度、

17 年度及び令和 4
年度とし、調査時期
は騒音レベルを適

切かつ効果的に把
握できる時期にお
いて抽出する平日

及び休日とする。ま
た、調査する時間帯
は終日とする。令和

4 年度以降の現地調
査内容は以下のと
おりである。 

【令和4年度以降の
現地調査内容】 

・建設機械の稼働が

予想される事業
実施区域及びそ
の周辺の区域に

おける騒音レベ
ル 

・道路の沿道の騒音

レベル 

調査地域は事業実施区域及びその周辺の

区域とし、調査地点は調査地域に位置する
以下の集落における主要な道路の沿道の騒
音レベルを適切かつ効果的に把握できる地

点(図5.2.1-2)とする。 
ⅰ) 一般国道 445 号沿道の頭地(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行

が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅱ) 一般国道 445 号沿道の小浜(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行
が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅲ) 一般国道 445 号沿道の野々脇(流水型
ダムの堤体の工事等の工事用車両の運
行が予想される一般国道 445 号沿道の

集落) 
ⅳ) 一般国道 445 号沿道の大平(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行

が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅴ) 一般国道 445 号沿道の下谷(流水型ダ

ムの堤体の工事等の工事用車両の運行
が予想される一般国道 445 号沿道の集
落) 

ⅵ) 村道沿道の深水(流水型ダムの堤体の
工事等の工事用車両の運行が予想され
る村道沿道の集落) 

ⅶ) 一般国道 445 号沿道の四浦(流水型ダ
ムの堤体の工事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道445 号の集落) 

ⅷ) 県道宮原五木線沿道の高野(流水型ダ
ムの堤体の工事等の工事用車両の運行が
予想される県道宮原五木線沿道の集落) 

表記の適

正化 
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5-15 

（4/4） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

 具体的な調査期間等を下欄に示
す。 

(1)予測の基本的な手法 
1)建設機械の稼働に係
る振動 
振動の発生及び伝播

に係る事例を踏まえた
予測式による計算とす
る。 
2) 工事用の資材及び機
械の運搬に用いる車
両の運行に係る振動 
振動レベルの 80 パー

セントレンジの上端値
(L10)を予測する式を用
いた計算とする。 

(2)予測地域 
調査地域と同様とす

る。
(3)予測地点 
1)建設機械の稼働に係
る振動 
予測地域に位置する

以下の集落において振
動に係る環境影響を的
確に把握できる地点と
する。 
ⅰ)頭地 
ⅱ)小浜 
ⅲ)野々脇 
ⅳ)大平 
ⅴ)下谷 
ⅵ)中の原 
ⅶ)深水 
ⅷ)高野 

2) 工事用の資材及び機
械の運搬に用いる車
両の運行に係る振動 
予測地域に位置する

以下の集落において振
動に係る環境影響を的
確に把握できる地点と
する。 
ⅰ) 一般国道 445 号沿
道の頭地 
ⅱ) 一般国道 445 号沿
道の小浜 
ⅲ) 一般国道 445 号沿
道の野々脇 
ⅳ) 一般国道 445 号沿
道の大平 
ⅴ) 一般国道 445 号沿
道の下谷 
ⅵ) 村道沿道の深水 
ⅶ) 一般国道 445 号沿
道の四浦 
ⅷ) 県道宮原五木線沿
道の高野 

(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う建設

機械の稼働状況及び工事
用車両の運行状況によ
り、振動が最大となる時
期とする。 

建設機械
の稼働及び
工事用車両
の運行に伴
う振動に係
る工事の実
施による環
境影響に関
し、工法の検
討、環境保全
設備の設置
等により、で
きる限り回
避され、又は
低減されて
いるか、必要
に応じその
他の方法に
より環境の
保全につい
ての配慮が
適正になさ
れているか
どうかを検
討するとと
もに、「振動
規制法(昭和
51 年法律第
64 号)」に定
める基準と
調査及び予
測の結果と
の間に整合
が図られて
いるかどう
かを検討す
ることによ
る。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の工事等が挙げら
れる。これらによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手

法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

調査地域は事業実施区域及
びその周辺の区域とし、調査地
点は調査地域に位置する以下
の集落における主要な道路の
沿道の振動レベルを適切かつ
効果的に把握できる地点(図
5.2.1-3)とする。 
ⅰ) 一般国道 445 号沿道の頭

地(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅱ) 一般国道 445 号沿道の小
浜(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅲ) 一般国道 445 号沿道の
野々脇(流水型ダムの堤体
の工事等の工事用車両の運
行が予想される一般国道
445 号沿道の集落) 

ⅳ) 一般国道 445 号沿道の大
平(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅴ) 一般国道 445 号沿道の下
谷(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅵ) 村道沿道の深水(流水型ダ
ムの堤体の工事等の工事用
車両の運行が予想される村
道沿道の集落) 

ⅶ) 一般国道 445 号沿道の四
浦(流水型ダムの堤体の工事
等の工事用車両の運行が予
想される一般国道 445 号の
集落) 

ⅷ) 県道宮原五木線沿道の高
野(流水型ダムの堤体の工事
等の工事用車両の運行が予
想される県道宮原五木線沿
道の集落) 

現地調査の調査期間は平成 12 年
度、17 年度及び令和 4 年度とし、
調査時期は振動レベルを適切かつ
効果的に把握できる時期において
抽出する平日及び休日とする。ま
た、調査する時間帯は終日とする。
令和 4 年度以降の現地調査内容は
以下のとおりである。 
【令和4年度以降の現地調査内容】 
・道路の沿道の振動レベル 

具体的な調査地域・調査地点
を項目毎に下欄に示す。 

具体的な調査期間等を項目毎に
下欄に示す。 

調査地域は事業実施区域及
びその周辺の区域(図 5.2.1-3 
)とし、調査地点は地盤の状況
を適切かつ効果的に把握でき
る地点とする。 

文献その他の資料によるため、特
に限定しない。 

調査地域・調査地点は「(1)
工事用車両の運行が予想され
る道路の沿道における振動の
状況」と同様とする。 

現地調査の調査期間は「(1)工事
用車両の運行が予想される道路の
沿道における振動の状況」と同様と
し、調査時間帯内の大型車単独走行
時(10 台以上を調査対象)とする。
令和 4 年度以降の現地調査内容は
以下のとおりである。 
【令和4年度以降の現地調査内容】 
・地盤卓越振動数 

（4/4） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

 具体的な調査期間等を下欄に示
す。 

(1)予測の基本的な手法 
1)建設機械の稼働に係
る振動 
振動の発生及び伝播

に係る事例を踏まえた
予測式による計算とす
る。 
2) 工事用の資材及び機
械の運搬に用いる車
両の運行に係る振動 
振動レベルの 80 パー

セントレンジの上端値
(L10)を予測する式を用
いた計算とする。 

(2)予測地域 
調査地域のうち、振動

の伝搬の特性を踏まえて
振動に係る環境影響を受
けるおそれがあると認め
られる地域とする。 
(3)予測地点 
1)建設機械の稼働に係
る振動 
予測地域に位置する

以下の集落において振
動に係る環境影響を的
確に把握できる地点と
する。 
ⅰ)頭地 
ⅱ)小浜 
ⅲ)野々脇 
ⅳ)大平 
ⅴ)下谷 
ⅵ)中の原 
ⅶ)深水 
ⅷ)高野 

2) 工事用の資材及び機
械の運搬に用いる車
両の運行に係る振動 
予測地域に位置する

以下の集落において振
動に係る環境影響を的
確に把握できる地点と
する。 
ⅰ) 一般国道 445 号沿
道の頭地 
ⅱ) 一般国道 445 号沿
道の小浜 
ⅲ) 一般国道 445 号沿
道の野々脇 
ⅳ) 一般国道 445 号沿
道の大平 
ⅴ) 一般国道 445 号沿
道の下谷 
ⅵ) 村道沿道の深水 
ⅶ) 一般国道 445 号沿
道の四浦 
ⅷ) 県道宮原五木線沿
道の高野 

(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う建設

機械の稼働状況及び工事
用車両の運行状況によ
り、振動が最大となる時
期とする。 

建設機械
の稼働及び
工事用車両
の運行に伴
う振動に係
る工事の実
施による環
境影響に関
し、工法の検
討、環境保全
設備の設置
等により、で
きる限り回
避され、又は
低減されて
いるか、必要
に応じその
他の方法に
より環境の
保全につい
ての配慮が
適正になさ
れているか
どうかを検
討するとと
もに、「振動
規制法(昭和
51 年法律第
64 号)」に定
める基準と
調査及び予
測の結果と
の間に整合
が図られて
いるかどう
かを検討す
ることによ
る。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の工事等が挙げら
れる。これらによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手

法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

調査地域は事業実施区域及
びその周辺の区域とし、調査地
点は調査地域に位置する以下
の集落における主要な道路の
沿道の振動レベルを適切かつ
効果的に把握できる地点(図
5.2.1-3)とする。 
ⅰ) 一般国道 445 号沿道の頭

地(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅱ) 一般国道 445 号沿道の小
浜(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅲ) 一般国道 445 号沿道の
野々脇(流水型ダムの堤体
の工事等の工事用車両の運
行が予想される一般国道
445号沿道の集落) 

ⅳ) 一般国道 445 号沿道の大
平(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅴ) 一般国道 445 号沿道の下
谷(流水型ダムの堤体の工
事等の工事用車両の運行が
予想される一般国道 445 号
沿道の集落) 

ⅵ) 村道沿道の深水(流水型ダ
ムの堤体の工事等の工事用
車両の運行が予想される村
道沿道の集落) 

ⅶ) 一般国道 445 号沿道の四
浦(流水型ダムの堤体の工事
等の工事用車両の運行が予
想される一般国道 445 号の
集落) 

ⅷ) 県道宮原五木線沿道の高
野(流水型ダムの堤体の工事
等の工事用車両の運行が予
想される県道宮原五木線沿
道の集落) 

現地調査の調査期間は平成 12 年
度、17 年度及び令和 4 年度とし、
調査時期は振動レベルを適切かつ
効果的に把握できる時期において
抽出する平日及び休日とする。ま
た、調査する時間帯は終日とする。
令和 4 年度以降の現地調査内容は
以下のとおりである。 
【令和4年度以降の現地調査内容】 
・道路の沿道の振動レベル 

具体的な調査地域・調査地点
を項目毎に下欄に示す。 

具体的な調査期間等を項目毎に
下欄に示す。 

調査地域は事業実施区域及
びその周辺の区域(図 5.2.1-3 
)とし、調査地点は地盤の状況
を適切かつ効果的に把握でき
る地点とする。 

文献その他の資料によるため、特
に限定しない。 

調査地域・調査地点は「(1)
工事用車両の運行が予想され
る道路の沿道における振動の
状況」と同様とする。 

現地調査の調査期間は「(1)工事
用車両の運行が予想される道路の
沿道における振動の状況」と同様と
し、調査時間帯内の大型車単独走行
時(10 台以上を調査対象)とする。
令和 4 年度以降の現地調査内容は
以下のとおりである。 
【令和4年度以降の現地調査内容】 
・地盤卓越振動数 

表記の適

正化 
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5-19 

表 5.2.1-1 専門家からの助言の内容 

分類 項目 内容 

水
環
境

水
質

調査の手法 ・現況での洪水時において、濁りの時系列的な変化が分か

るように連続データをしっかり観測すること。 

・高水時に上流から供給される土砂の粒径、粒径範囲毎の

量、流量との関係が重要である。高水時に土砂や泥が多

く流れているので、これらを補足できる技術手法を用い

ること。 

予測の手法 ・水質と流況の変化による影響については、ダム上流での

水質や流況の変化についても記述する必要がある。 

表 5.2.1-1 専門家からの助言の内容 

分類 項目 内容 

水
環
境

水
質

調査の手法 ・現況での洪水時において、濁りの時系列的な変化が分か

るように連続データをしっかり観測すること。 

・高水時に上流から供給される土砂の粒径、粒径範囲毎の

量、流量との関係が重要である。高水時に土砂や泥が多

く流れているので、これらを捕捉できる技術手法を用い

ること。 

予測の手法 ・水質と流況の変化による影響については、ダム上流での

水質や流況の変化についても記述する必要がある。 

表記の適

正化 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び
評価の手法の選

定理由 
 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域及び調査地点を下欄
に示す。 

具体的な調査期間
等を下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
事例の引用又は河川水

と工事区域からの排水と
の混合計算とし、流下過
程での希釈及び沈降を考
慮した河川水質予測計算
とする。予測にあたって
は非出水時、出水時に分
けて行う。なお、予測は
浮遊物質量について行
う。 
(2)予測地域 

調査地域と同様とす
る。
(3)予測地点 

土砂による水の濁りに
係る環境影響を的確に把
握できる地点として、以
下に示す地点とする。 
i)藤田地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地上
流の川辺川の地点） 

ii)ダム直下地点（川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地
点） 

iii)川辺大橋地点(川辺
川の流水型ダム堤体予
定地下流の川辺川の地
点) 

iv)柳瀬地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

v)人吉地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

vi)西瀬橋地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定地
下流の球磨川の地点) 

vii)渡地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
非出水時は、工事に伴

う土砂による水の濁りが
最大となる時期とする。
また、出水時は、水の濁
りと流量の関係を考慮し
裸地の出現が最大となる
時期とする。 

土砂による
水の濁りに
係る工事の
実施による
環境影響に
関し、工法の
検討、環境保
全設備の設
置等により、
できる限り
回避され、又
は低減され
ているか、必
要に応じそ
の他の方法
により環境
の保全につ
いての配慮
が適正にな
されている
かどうかを
検討すると
ともに、「環
境基本法」
（平成5年法
律第 91 号）
に定める「水
質汚濁に係
る環境基準」
（昭和 46 年
環境庁告示
第59号）、「水
質汚濁防止
法」（昭和45
年法律第138
号）及び熊本
県における
「水質汚濁
防止法第 3
条第 3 項の
規定に基づ
き排水基準
を定める条
例」（昭和47
年熊本県条
例第 63 号）
に定める基
準と調査及
び予測の結
果との間に
整合が図ら
れているか
どうかを検
討すること
による。 

影響要因と
しては、省令別
表第一に掲げ
られている一
般的なダム事
業に伴うダム
の堤体の工事
等が挙げられ
る。これらによ
る環境影響に
ついては、省令
別表第二に掲
げられている
参考手法によ
り調査及び予
測が可能であ
ることから、調
査及び予測の
手法は、当該参
考手法を選定
する。 
また、評価の

手法は、省令に
示されている
事項を満足す
る手法を選定
する。 

調査地域は渡地点上流域とし、調査地
点は工事実施箇所の上下流における浮遊
物質量、濁度及びその調査時における流
量の状況を適切かつ効果的に把握できる
地点として、以下に示す地点とする。(図
5.2.1-4) 
1)浮遊物質量、濁度、粒度分布 
i)五木宮園地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地上流の川辺川の地点) 

ii)神屋敷地点(川辺川の流水型ダム堤体
予定地上流の川辺川の地点) 

iii)元井谷地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地上流の五木小川の地点) 

iv)五木地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地上流の川辺川の地点) 

v)藤田地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地上流の川辺川の地点) 

vi)四浦地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地下流の川辺川の地点) 

vii)川辺大橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流の川辺川の地点) 

viii)柳瀬地点(川辺川の流水型ダム堤体
予定地下流の川辺川の地点) 

ix)一武地点(川辺川の合流前の球磨川の
地点) 

x)人吉地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地下流の球磨川の地点) 

xi)西瀬橋地点(川辺川の流水型ダム堤体
予定地下流の球磨川の地点) 

xii)紅取橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流の球磨川の地点) 

xiii)天狗橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流の球磨川の地点) 

xiv)宮ノ谷橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流で合流する支川の小さ
で川の地点) 

xv)石野公園橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流で合流する支川の鳩胸
川の地点) 

xvi)大手橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流で合流する支川の胸川の
地点) 

xvii)出町橋(川辺川の流水型ダム堤体予
定地下流で合流する支川の山田川の地
点) 

xviii)永野橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流で合流する支川の永野
川の地点) 

xix) 戸越橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流で合流する支川の鹿目川
の地点) 

xx)万江川橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流で合流する支川の万江川
の地点) 

非出水時の現地調
査の調査期間は昭和
54 年～令和4年とし、
調査時期は通年(月 1
回)とする。また、出
水時の現地調査の調
査期間は昭和 54 年～
令和 4年とし、調査時
期は出水時とする。 
令和4年以降の現地

調査内容は以下のと
おりである。 
【令和4年以降の現地調
査内容】 
・浮遊物質量、濁
度、粒度分布 

・流量 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び
評価の手法の選

定理由 
 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域及び調査地点を下欄
に示す。 

具体的な調査期間
等を下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
事例の引用又は河川水

と工事区域からの排水と
の混合計算とし、流下過
程での希釈及び沈降を考
慮した河川水質予測計算
とする。予測にあたって
は非出水時、出水時に分
けて行う。なお、予測は
浮遊物質量について行
う。 
(2)予測地域 

調査地域のうち、流域
の特性及び土砂による水
の濁りの変化の特性を踏
まえて土砂による水の濁
りに係る環境影響を受け
るおそれがあると認めら
れる地域とする。 
(3)予測地点 

土砂による水の濁りに
係る環境影響を的確に把
握できる地点として、以
下に示す地点とする。 
i)藤田地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地上
流の川辺川の地点） 

ii)ダム直下地点（川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地
点） 

iii)川辺大橋地点(川辺
川の流水型ダム堤体予
定地下流の川辺川の地
点) 

iv)柳瀬地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

v)人吉地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

vi)西瀬橋地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定地
下流の球磨川の地点) 

vii)渡地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
非出水時は、工事に伴

う土砂による水の濁りが
最大となる時期とする。
また、出水時は、水の濁
りと流量の関係を考慮し
裸地の出現が最大となる
時期とする。 

土砂による
水の濁りに
係る工事の
実施による
環境影響に
関し、工法の
検討、環境保
全設備の設
置等により、
できる限り
回避され、又
は低減され
ているか、必
要に応じそ
の他の方法
により環境
の保全につ
いての配慮
が適正にな
されている
かどうかを
検討すると
ともに、「環
境基本法」
（平成5年法
律第 91 号）
に定める「水
質汚濁に係
る環境基準」
（昭和 46 年
環境庁告示
第59号）、「水
質汚濁防止
法」（昭和45
年法律第138
号）及び熊本
県における
「水質汚濁
防止法第 3
条第 3 項の
規定に基づ
き排水基準
を定める条
例」（昭和47
年熊本県条
例第 63 号）
に定める基
準と調査及
び予測の結
果との間に
整合が図ら
れているか
どうかを検
討すること
による。 

影響要因と
しては、省令別
表第一に掲げ
られている一
般的なダム事
業に伴うダム
の堤体の工事
等が挙げられ
る。これらによ
る環境影響に
ついては、省令
別表第二に掲
げられている
参考手法によ
り調査及び予
測が可能であ
ることから、調
査及び予測の
手法は、当該参
考手法を選定
する。 
また、評価の

手法は、省令に
示されている
事項を満足す
る手法を選定
する。 

調査地域は渡地点上流域とし、調査地
点は工事実施箇所の上下流における浮遊
物質量、濁度及びその調査時における流
量の状況を適切かつ効果的に把握できる
地点として、以下に示す地点とする。(図
5.2.1-4) 
1)浮遊物質量、濁度、粒度分布 
i)五木宮園地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地上流の川辺川の地点) 

ii)神屋敷地点(川辺川の流水型ダム堤体
予定地上流の川辺川の地点) 

iii)元井谷地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地上流の五木小川の地点) 

iv)五木地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地上流の川辺川の地点) 

v)藤田地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地上流の川辺川の地点) 

vi)四浦地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地下流の川辺川の地点) 

vii)川辺大橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流の川辺川の地点) 

viii)柳瀬地点(川辺川の流水型ダム堤体
予定地下流の川辺川の地点) 

ix)一武地点(川辺川の合流前の球磨川の
地点) 

x)人吉地点(川辺川の流水型ダム堤体予
定地下流の球磨川の地点) 

xi)西瀬橋地点(川辺川の流水型ダム堤体
予定地下流の球磨川の地点) 

xii)紅取橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流の球磨川の地点) 

xiii)天狗橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流の球磨川の地点) 

xiv)宮ノ谷橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流で合流する支川の小さ
で川の地点) 

xv)石野公園橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流で合流する支川の鳩胸
川の地点) 

xvi)大手橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流で合流する支川の胸川の
地点) 

xvii)出町橋(川辺川の流水型ダム堤体予
定地下流で合流する支川の山田川の地
点) 

xviii)永野橋地点(川辺川の流水型ダム
堤体予定地下流で合流する支川の永野
川の地点) 

xix) 戸越橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流で合流する支川の鹿目川
の地点) 

xx)万江川橋地点(川辺川の流水型ダム堤
体予定地下流で合流する支川の万江川
の地点) 

非出水時の現地調
査の調査期間は昭和
54 年～令和4年とし、
調査時期は通年(月 1
回)とする。また、出
水時の現地調査の調
査期間は昭和 54 年～
令和 4年とし、調査時
期は出水時とする。 
令和4年以降の現地

調査内容は以下のと
おりである。 
【令和4年以降の現地調
査内容】 
・浮遊物質量、濁
度、粒度分布 

・流量 

表記の

適正化 
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5-25 

（3/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び
評価の手法の選

定理由 
 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
洪水調節地水質予測計算

(鉛直二次元モデル及び一次
元非平衡河床変動モデル)及
び流下過程での沈降、希釈を
考慮した河川水質予測計算
とする。なお、予測は浮遊物
質量について行う。 
(2)予測地域 

調査地域と同様とする。
(3)予測地点 

土砂による水の濁りに係
る環境影響を的確に把握で
きる地点として、以下に示す
地点とする。 
i)藤田地点(川辺川の流水型
ダム堤体予定地上流の川
辺川の地点） 

ii)川辺川の流水型ダム洪水
調節地地点 

iii)ダム直下地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点） 

iv)川辺大橋地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

v)柳瀬地点(川辺川の流水型
ダム堤体予定地下流の川
辺川の地点) 

vi)人吉地点（川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流の
球磨川の地点) 

vii)西瀬橋地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下流
の球磨川の地点) 

viii)渡地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流の球
磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
試験湛水の期間とする。 

土砂によ
る水の濁り
に係る工事
の実施によ
る環境影響
に関し、環境
保全設備の
設置等によ
り、できる限
り回避され、
又は低減さ
れているか、
必要に応じ
その他の方
法により環
境の保全に
ついての配
慮が適正に
なされてい
るかどうか
を検討する
とともに、
「環境基本
法」（平成 5
年法律第 91
号）に定める
「水質汚濁
に係る環境
基準」（昭和
46 年環境庁
告示第59号）
と調査及び
予測の結果
との間に整
合が図られ
ているかど
うかを検討
することに
よる。 

影響要因は
試験湛水の実
施である。こ
れによる環境
影響について
は、省令別表
第二に掲げら
れている参考
手法により調
査及び予測が
可能であるこ
とから、調査
及び予測の手
法は、当該参
考手法を選定
する。 
また、評価

の手法は、省
令に示されて
いる事項を満
足する手法を
選定する。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は浮遊物質量、濁
度及びその調査時における流
量の状況を適切かつ効果的に
把握できる地点として、「土砂
による水の濁り」における「工
事の実施(ダムの堤体の工事、原
石の採取の工事、施工設備及び工
事用道路の設置の工事、建設発生
土の処理の工事、道路の付替の工
事をいう。)」の「(1)濁度又は
浮遊物質量及びその調査時に
おける流量の状況」と同様とす
る。 

非出水時の現地調査の調
査期間は昭和54年～令和4年
とし、調査時期は通年(月1
回)とする。また、出水時の
現地調査の調査期間は昭和
54年～令和4年とし、調査時
期は出水時とする。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・浮遊物質量、濁度、粒度

分布 
・流量 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は地域の気象を継
続的に観測している気象観測
所とし、気温、風速、湿度は人
吉観測所(気象庁)とする。な
お、日射量、雲量は熊本地方気
象台(気象庁)とする。(図
5.2.1-4) 

文献その他の資料による
ため、特に限定しない。 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は水温の状況を適
切かつ効果的に把握できる地
点として、「土砂による水の濁
り」における「工事の実施(ダ
ムの堤体の工事、原石の採取の工
事、施工設備及び工事用道路の設
置の工事、建設発生土の処理の工
事、道路の付替の工事をいう。)」
の「(1)濁度又は浮遊物質量及
びその調査時における流量の
状況」と同様とする。 

現地調査の調査期間及び
調査時期は、「(1)濁度又は浮
遊物質量及びその調査時に
おける流量の状況」と同様と
する。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・水温 

（3/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び
評価の手法の選

定理由 
 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
洪水調節地水質予測計算

(鉛直二次元モデル及び一次
元非平衡河床変動モデル)及
び流下過程での沈降、希釈を
考慮した河川水質予測計算
とする。なお、予測は浮遊物
質量について行う。 
(2)予測地域 

調査地域のうち、流域の特
性及び土砂による水の濁り
の変化の特性を踏まえて土
砂による水の濁りに係る環
境影響を受けるおそれがあ
ると認められる地域とする。 
(3)予測地点 

土砂による水の濁りに係
る環境影響を的確に把握で
きる地点として、以下に示す
地点とする。 
i)藤田地点(川辺川の流水型
ダム堤体予定地上流の川
辺川の地点） 

ii)川辺川の流水型ダム洪水
調節地地点 

iii)ダム直下地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点） 

iv)川辺大橋地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

v)柳瀬地点(川辺川の流水型
ダム堤体予定地下流の川
辺川の地点) 

vi)人吉地点（川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流の
球磨川の地点) 

vii)西瀬橋地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下流
の球磨川の地点) 

viii)渡地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流の球
磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
試験湛水の期間とする。 

土砂によ
る水の濁り
に係る工事
の実施によ
る環境影響
に関し、環境
保全設備の
設置等によ
り、できる限
り回避され、
又は低減さ
れているか、
必要に応じ
その他の方
法により環
境の保全に
ついての配
慮が適正に
なされてい
るかどうか
を検討する
とともに、
「環境基本
法」（平成 5
年法律第 91
号）に定める
「水質汚濁
に係る環境
基準」（昭和
46 年環境庁
告示第59号）
と調査及び
予測の結果
との間に整
合が図られ
ているかど
うかを検討
することに
よる。 

影響要因は
試験湛水の実
施である。こ
れによる環境
影響について
は、省令別表
第二に掲げら
れている参考
手法により調
査及び予測が
可能であるこ
とから、調査
及び予測の手
法は、当該参
考手法を選定
する。 
また、評価

の手法は、省
令に示されて
いる事項を満
足する手法を
選定する。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は浮遊物質量、濁
度及びその調査時における流
量の状況を適切かつ効果的に
把握できる地点として、「土砂
による水の濁り」における「工
事の実施(ダムの堤体の工事、原
石の採取の工事、施工設備及び工
事用道路の設置の工事、建設発生
土の処理の工事、道路の付替の工
事をいう。)」の「(1)濁度又は
浮遊物質量及びその調査時に
おける流量の状況」と同様とす
る。 

非出水時の現地調査の調
査期間は昭和54年～令和4年
とし、調査時期は通年(月1
回)とする。また、出水時の
現地調査の調査期間は昭和
54年～令和4年とし、調査時
期は出水時とする。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・浮遊物質量、濁度、粒度

分布 
・流量 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は地域の気象を継
続的に観測している気象観測
所とし、気温、風速、湿度は人
吉観測所(気象庁)とする。な
お、日射量、雲量は熊本地方気
象台(気象庁)とする。(図
5.2.1-4) 

文献その他の資料による
ため、特に限定しない。 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は水温の状況を適
切かつ効果的に把握できる地
点として、「土砂による水の濁
り」における「工事の実施(ダ
ムの堤体の工事、原石の採取の工
事、施工設備及び工事用道路の設
置の工事、建設発生土の処理の工
事、道路の付替の工事をいう。)」
の「(1)濁度又は浮遊物質量及
びその調査時における流量の
状況」と同様とする。 

現地調査の調査期間及び
調査時期は、「(1)濁度又は浮
遊物質量及びその調査時に
おける流量の状況」と同様と
する。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・水温 

表記の

適正化 
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5-27 

（4/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評
価の手法の選定

理由 
 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域及び調査地
点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
洪水調節地水質予測

計算(鉛直二次元モデ
ル及び一次元非平衡河
床変動モデル)及び流
下過程での沈降、希釈
を考慮した河川水質予
測計算とする。なお、
予測は浮遊物質量につ
いて行う。 
(2)予測地域 

調査地域と同様とす
る。
(3)予測地点 

土砂による水の濁り
に係る環境影響を的確
に把握できる地点とし
て、以下に示す地点と
する。 
i)藤田地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定
地上流の川辺川の地
点） 

ii)川辺川の流水型ダ
ム洪水調節地地点 

iii)ダム直下地点（川
辺川の流水型ダム堤
体予定地下流の川辺
川の地点） 

iv)川辺大橋地点(川辺
川の流水型ダム堤体
予定地下流の川辺川
の地点) 

v)柳瀬地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地
点) 

vi)人吉地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定
地下流の球磨川の地
点) 

vii)西瀬橋地点（川辺
川の流水型ダム堤体
予定地下流の球磨川
の地点) 

viii)渡地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定
地下流の球磨川の地
点) 

(4)予測対象時期等 
ダムの供用が定常状

態であり、適切に予測
できる時期とする。 

土砂による
水の濁りに係
る土地又は工
作物の存在及
び供用による
環境影響に関
し、環境保全
設備の設置等
により、でき
る限り回避さ
れ、又は低減
さ れ て い る
か、必要に応
じその他の方
法により環境
の保全につい
ての配慮が適
正になされて
いるかどうか
を検討すると
ともに、「環境
基本法」（平成
5 年法律第 91
号）に定める
「水質汚濁に
係 る 環 境 基
準」（昭和 46
年環境庁告示
第59号）と調
査及び予測の
結果との間に
整合が図られ
ているかどう
かを検討する
ことによる。 

影響要因とし
ては、省令別表
第一に掲げられ
ている一般的な
ダム事業に伴う
ダムの供用及び
貯水池の存在
が、ダムの供用
及び洪水調節地
の存在となった
ものである。こ
れらによる環境
影響について
は、省令別表第
二に掲げられて
いる参考手法に
より調査及び予
測が可能である
ことから、調査
及び予測の手法
は、当該参考手
法を選定する。 
また、評価の

手法は、省令に
示されている事
項を満足する手
法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は浮遊物質量、濁
度及びその調査時における流量
の状況を適切かつ効果的に把握
できる地点として、「土砂による
水の濁り」における「工事の実
施(ダムの堤体の工事、原石の採取
の工事、施工設備及び工事用道路の
設置の工事、建設発生土の処理の工
事、道路の付替の工事をいう。)」
の「(1)濁度又は浮遊物質量及び
その調査時における流量の状
況」と同様とする。 

非出水時の現地調査の調査
期間は昭和54年～令和4年と
し、調査時期は通年(月1回)と
する。また、出水時の現地調
査の調査期間は昭和54年～令
和4年とし、調査時期は出水時
とする。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内容】

・浮遊物質量、濁度、粒度
分布 

・流量 

具体的な調査地域及び調査地
点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

「土砂による水の濁り」にお
ける「工事の実施(試験湛水の実
施をいう。)」の「(2)気象の状
況」と同様とする。 

「土砂による水の濁り」に
おける「工事の実施(試験湛水
の実施をいう。)」の「(2)気
象の状況」と同様とする。 

具体的な調査地域及び調査地
点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は水温の状況を適
切かつ効果的に把握できる地点
として、「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(ダムの堤
体の工事、原石の採取の工事、施工
設備及び工事用道路の設置の工事、
建設発生土の処理の工事、道路の付
替の工事をいう。)」の「(1)濁度
又は浮遊物質量及びその調査時
における流量の状況」と同様と
する。 

現地調査の調査期間及び調
査時期は、「(1)濁度又は浮遊
物質量及びその調査時におけ
る流量の状況」と同様とする。 
令和 4 年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内容】

・水温 

（4/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評
価の手法の選定

理由 
 調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域及び調査地
点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
洪水調節地水質予測

計算(鉛直二次元モデ
ル及び一次元非平衡河
床変動モデル)及び流
下過程での沈降、希釈
を考慮した河川水質予
測計算とする。なお、
予測は浮遊物質量につ
いて行う。 
(2)予測地域 

調査地域のうち、流
域の特性及び土砂によ
る水の濁りの変化の特
性を踏まえて土砂によ
る水の濁りに係る環境
影響を受けるおそれが
あると認められる地域
とする。 
(3)予測地点 

土砂による水の濁り
に係る環境影響を的確
に把握できる地点とし
て、以下に示す地点と
する。 
i)藤田地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定
地上流の川辺川の地
点） 

ii)川辺川の流水型ダ
ム洪水調節地地点 

iii)ダム直下地点（川
辺川の流水型ダム堤
体予定地下流の川辺
川の地点） 

iv)川辺大橋地点(川辺
川の流水型ダム堤体
予定地下流の川辺川
の地点) 

v)柳瀬地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地
点) 

vi)人吉地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定
地下流の球磨川の地
点) 

vii)西瀬橋地点（川辺
川の流水型ダム堤体
予定地下流の球磨川
の地点) 

viii)渡地点(川辺川の
流水型ダム堤体予定
地下流の球磨川の地
点) 

(4)予測対象時期等 
ダムの供用が定常状

態であり、適切に予測
できる時期とする。 

土砂による
水の濁りに係
る土地又は工
作物の存在及
び供用による
環境影響に関
し、環境保全
設備の設置等
により、でき
る限り回避さ
れ、又は低減
さ れ て い る
か、必要に応
じその他の方
法により環境
の保全につい
ての配慮が適
正になされて
いるかどうか
を検討すると
ともに、「環境
基本法」（平成
5 年法律第 91
号）に定める
「水質汚濁に
係 る 環 境 基
準」（昭和 46
年環境庁告示
第59号）と調
査及び予測の
結果との間に
整合が図られ
ているかどう
かを検討する
ことによる。 

影響要因とし
ては、省令別表
第一に掲げられ
ている一般的な
ダム事業に伴う
ダムの供用及び
貯水池の存在
が、ダムの供用
及び洪水調節地
の存在となった
ものである。こ
れらによる環境
影響について
は、省令別表第
二に掲げられて
いる参考手法に
より調査及び予
測が可能である
ことから、調査
及び予測の手法
は、当該参考手
法を選定する。 
また、評価の

手法は、省令に
示されている事
項を満足する手
法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は浮遊物質量、濁
度及びその調査時における流量
の状況を適切かつ効果的に把握
できる地点として、「土砂による
水の濁り」における「工事の実
施(ダムの堤体の工事、原石の採取
の工事、施工設備及び工事用道路の
設置の工事、建設発生土の処理の工
事、道路の付替の工事をいう。)」
の「(1)濁度又は浮遊物質量及び
その調査時における流量の状
況」と同様とする。 

非出水時の現地調査の調査
期間は昭和54年～令和4年と
し、調査時期は通年(月1回)と
する。また、出水時の現地調
査の調査期間は昭和54年～令
和4年とし、調査時期は出水時
とする。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内容】

・浮遊物質量、濁度、粒度
分布 

・流量 

具体的な調査地域及び調査地
点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

「土砂による水の濁り」にお
ける「工事の実施(試験湛水の実
施をいう。)」の「(2)気象の状
況」と同様とする。 

「土砂による水の濁り」に
おける「工事の実施(試験湛水
の実施をいう。)」の「(2)気
象の状況」と同様とする。 

具体的な調査地域及び調査地
点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下欄
に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は水温の状況を適
切かつ効果的に把握できる地点
として、「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(ダムの堤
体の工事、原石の採取の工事、施工
設備及び工事用道路の設置の工事、
建設発生土の処理の工事、道路の付
替の工事をいう。)」の「(1)濁度
又は浮遊物質量及びその調査時
における流量の状況」と同様と
する。 

現地調査の調査期間及び調
査時期は、「(1)濁度又は浮遊
物質量及びその調査時におけ
る流量の状況」と同様とする。 
令和 4 年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内容】

・水温 

表記の

適正化 
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（5/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域及び調

査地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等を

下欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 
洪水調節地水質予測計算

(鉛直二次元モデル）及び流
下過程での輻射等を考慮し
た河川水質予測計算とす
る。 
(2)予測地域 

調査地域と同様とす
る。
(3)予測地点 

水温に係る環境影響を的
確に把握できる地点とし
て、以下に示す地点とする。 
i)藤田地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地上
流の川辺川の地点） 

ii)川辺川の流水型ダム
洪水調節地地点 

iii)ダム直下地点（川辺
川の流水型ダム堤体予
定地下流の川辺川の地
点） 

iv)川辺大橋地点(川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地
点) 

v)柳瀬地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

vi)人吉地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

vii)西瀬橋地点（川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の球磨川の地
点) 

viii)渡地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
試験湛水の期間とす

る。 

水温に係る工
事の実施による
環境影響に関
し、工法の検討、
環境保全設備の
設置等により、
できる限り回避
され、又は低減
されているか、
必要に応じその
他の方法により
環境の保全につ
いての配慮が適
正になされてい
るかどうかを検
討することによ
る。 

影響要因は試験湛
水の実施である。こ
れによる環境影響に
ついては、省令別表
第二に掲げられてい
る参考手法により調
査及び予測が可能で
あることから、調査
及び予測の手法は、
当該参考手法を選定
する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域
とし、調査地点は水温及びそ
の調査時の流量の状況を適
切かつ効果的に把握できる
地点として、「土砂による水
の濁り」における「工事の実
施 (ダムの堤体の工事、原石の
採取の工事、施工設備及び工事
用道路の設置の工事、建設発生
土の処理の工事、道路の付替の
工事をいう。) 」の「(1)濁度
又は浮遊物質量及びその調
査時における流量の状況」と
同様とする。 

非出水時の現地調査の
調査期間は昭和54年～令
和4年とし、調査時期は通
年(月1回)とする。また、
出水時の現地調査の調査
期間は昭和54年～令和4年
とし、調査時期は出水時と
する。 
令和4年以降の現地調査

内容は以下のとおりであ
る。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・水温 
・流量 

具体的な調査地域及び調
査地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を
下欄に示す。 

「土砂による水の濁り」に
おける「工事の実施(試験湛
水の実施をいう。)」の「(2)
気象の状況」と同様とする。 

「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(試
験湛水の実施をいう。)」
の「(2)気象の状況」と同
様とする。 

（5/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域及び調

査地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等を

下欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 
洪水調節地水質予測計算

(鉛直二次元モデル）及び流
下過程での輻射等を考慮し
た河川水質予測計算とす
る。 
(2)予測地域 

調査地域のうち、流域の
特性及び水温の変化の特性
を踏まえて水温に係る環境
影響を受けるおそれがある
と認められる地域とする。 
(3)予測地点 

水温に係る環境影響を的
確に把握できる地点とし
て、以下に示す地点とする。 
i)藤田地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地上
流の川辺川の地点） 

ii)川辺川の流水型ダム
洪水調節地地点 

iii)ダム直下地点（川辺
川の流水型ダム堤体予
定地下流の川辺川の地
点） 

iv)川辺大橋地点(川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地
点) 

v)柳瀬地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

vi)人吉地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

vii)西瀬橋地点（川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の球磨川の地
点) 

viii)渡地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の球磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
試験湛水の期間とす

る。 

水温に係る工
事の実施による
環境影響に関
し、工法の検討、
環境保全設備の
設置等により、
できる限り回避
され、又は低減
されているか、
必要に応じその
他の方法により
環境の保全につ
いての配慮が適
正になされてい
るかどうかを検
討することによ
る。 

影響要因は試験湛
水の実施である。こ
れによる環境影響に
ついては、省令別表
第二に掲げられてい
る参考手法により調
査及び予測が可能で
あることから、調査
及び予測の手法は、
当該参考手法を選定
する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域
とし、調査地点は水温及びそ
の調査時の流量の状況を適
切かつ効果的に把握できる
地点として、「土砂による水
の濁り」における「工事の実
施 (ダムの堤体の工事、原石の
採取の工事、施工設備及び工事
用道路の設置の工事、建設発生
土の処理の工事、道路の付替の
工事をいう。) 」の「(1)濁度
又は浮遊物質量及びその調
査時における流量の状況」と
同様とする。 

非出水時の現地調査の
調査期間は昭和54年～令
和4年とし、調査時期は通
年(月1回)とする。また、
出水時の現地調査の調査
期間は昭和54年～令和4年
とし、調査時期は出水時と
する。 
令和4年以降の現地調査

内容は以下のとおりであ
る。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・水温 
・流量 

具体的な調査地域及び調
査地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を
下欄に示す。 

「土砂による水の濁り」に
おける「工事の実施(試験湛
水の実施をいう。)」の「(2)
気象の状況」と同様とする。 

「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(試
験湛水の実施をいう。)」
の「(2)気象の状況」と同
様とする。 

表記の

適正化 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域及び調

査地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等を下

欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 

洪水調節地水質予測計算
(鉛直二次元モデル）及び流
下過程での希釈、沈降、分解
等を考慮した河川水質予測
計算とする。なお、洪水調節
地における予測は窒素化合
物、燐化合物、生物化学的酸
素要求量(BOD)、化学的酸素
要求量(COD)、クロロフィル
ａ、河川における予測はBOD
について行う。 
(2)予測地域 

調査地域と同様とする。
(3)予測地点 

富栄養化に係る環境影響
を的確に把握できる地点と
して、以下に示す地点とす
る。 
i)藤田地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流
の川辺川の地点） 

ii)ダム直下地点（川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地点） 

iii)川辺大橋地点(川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地点) 

iv)柳瀬地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

v)人吉地点（川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流
の球磨川の地点) 

vi)西瀬橋地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定地
下流の球磨川の地点) 

vii)渡地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流
の球磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
試験湛水の期間とする。 

富栄養化に係
る工事の実施に
よる環境影響に
関し、工法の検
討、環境保全設
備の設置等によ
り、できる限り
回避され、又は
低減されている
か、必要に応じ
その他の方法に
より環境の保全
についての配慮
が適正になされ
ているかどうか
を検討するとと
もに、「環境基本
法」（平成5年法
律第91号）に定
める「水質汚濁
に係る環境基
準」（昭和 46 年
環境庁告示第59
号）と調査及び
予測の結果との
間に整合が図ら
れているかどう
かを検討するこ
とによる。 

影響要因は試験湛
水の実施である。これ
による環境影響につ
いては、省令別表第二
に掲げられている参
考手法により調査及
び予測が可能である
ことから、調査及び予
測の手法は、当該参考
手法を選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されてい
る事項を満足する手
法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域
とし、調査地点は富栄養化
に係る事項及びその調査時
における流量の状況を適切
かつ効果的に把握できる地
点として、「土砂による水の
濁り」における「工事の実
施(ダムの堤体の工事、原石の
採取の工事、施工設備及び工
事用道路の設置の工事、建設
発生土の処理の工事、道路の
付替の工事をいう。)」の「(1)
濁度又は浮遊物質量及びそ
の調査時における流量の状
況」と同様とする。 

非出水時の現地調査の
調査期間は昭和54年～令
和4年とし、調査時期は通
年(月1回)とする。また、
出水時の現地調査の調査
期間は昭和54年～令和4年
とし、調査時期は出水時と
する。 
令和4年以降の現地調査

内容は以下のとおりであ
る。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・窒素化合物、燐化合物、

溶存酸素量、生物化学
的酸素要求量(BOD)、
化学的酸素要求量
(COD)、全有機炭素、
溶解性有機炭素、クロ
ロフィルａ、浮遊物質
量、濁度、粒度分布 

・流量 

具体的な調査地域及び調
査地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(試験
湛水の実施をいう。)」の
「(2)気象の状況」と同様と
する。 

「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(試
験湛水の実施をいう。)」
の「(2)気象の状況」と同
様とする。 

具体的な調査地域及び調
査地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域
とし、調査地点は水温の状
況を適切かつ効果的に把握
できる地点として、「土砂に
よる水の濁り」における「工
事の実施(ダムの堤体の工
事、原石の採取の工事、施工
設備及び工事用道路の設置の
工事、建設発生土の処理の工
事、道路の付替の工事をい
う。)」の「(1)濁度又は浮
遊物質量及びその調査時に
おける流量の状況」と同様
とする。 

現地調査の調査期間及
び調査時期は、「(1)富栄養
化に係る事項及びその調
査時における流量の状況」
と同様とする。 
令和 4年以降の現地調査

内容は以下のとおりであ
る。 
【令和4年以降の現地調査
内容】 
・水温 
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調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域及び調

査地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等を下

欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 

洪水調節地水質予測計算
(鉛直二次元モデル）及び流
下過程での希釈、沈降、分解
等を考慮した河川水質予測
計算とする。なお、洪水調節
地における予測は窒素化合
物、燐化合物、生物化学的酸
素要求量(BOD)、化学的酸素
要求量(COD)、クロロフィル
ａ、河川における予測はBOD
について行う。 
(2)予測地域 

調査地域のうち、流域の特
性及び富栄養化に係る事項
の変化の特性を踏まえて富
栄養化に係る環境影響を受
けるおそれがあると認めら
れる地域とする。 
(3)予測地点 

富栄養化に係る環境影響
を的確に把握できる地点と
して、以下に示す地点とす
る。 
i)藤田地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流
の川辺川の地点） 

ii)ダム直下地点（川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地点） 

iii)川辺大橋地点(川辺川
の流水型ダム堤体予定
地下流の川辺川の地点) 

iv)柳瀬地点(川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点) 

v)人吉地点（川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流
の球磨川の地点) 

vi)西瀬橋地点（川辺川の
流水型ダム堤体予定地
下流の球磨川の地点) 

vii)渡地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地下流
の球磨川の地点) 

(4)予測対象時期等 
試験湛水の期間とする。 

富栄養化に係
る工事の実施に
よる環境影響に
関し、工法の検
討、環境保全設
備の設置等によ
り、できる限り
回避され、又は
低減されている
か、必要に応じ
その他の方法に
より環境の保全
についての配慮
が適正になされ
ているかどうか
を検討するとと
もに、「環境基本
法」（平成5年法
律第91号）に定
める「水質汚濁
に係る環境基
準」（昭和 46 年
環境庁告示第59
号）と調査及び
予測の結果との
間に整合が図ら
れているかどう
かを検討するこ
とによる。 

影響要因は試験湛
水の実施である。これ
による環境影響につ
いては、省令別表第二
に掲げられている参
考手法により調査及
び予測が可能である
ことから、調査及び予
測の手法は、当該参考
手法を選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されてい
る事項を満足する手
法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域
とし、調査地点は富栄養化
に係る事項及びその調査時
における流量の状況を適切
かつ効果的に把握できる地
点として、「土砂による水の
濁り」における「工事の実
施(ダムの堤体の工事、原石の
採取の工事、施工設備及び工
事用道路の設置の工事、建設
発生土の処理の工事、道路の
付替の工事をいう。)」の「(1)
濁度又は浮遊物質量及びそ
の調査時における流量の状
況」と同様とする。 

非出水時の現地調査の
調査期間は昭和54年～令
和4年とし、調査時期は通
年(月1回)とする。また、
出水時の現地調査の調査
期間は昭和54年～令和4年
とし、調査時期は出水時と
する。 
令和4年以降の現地調査

内容は以下のとおりであ
る。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・窒素化合物、燐化合物、

溶存酸素量、生物化学
的酸素要求量(BOD)、
化学的酸素要求量
(COD)、全有機炭素、
溶解性有機炭素、クロ
ロフィルａ、浮遊物質
量、濁度、粒度分布 

・流量 

具体的な調査地域及び調
査地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(試験
湛水の実施をいう。)」の
「(2)気象の状況」と同様と
する。 

「土砂による水の濁り」
における「工事の実施(試
験湛水の実施をいう。)」
の「(2)気象の状況」と同
様とする。 

具体的な調査地域及び調
査地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域
とし、調査地点は水温の状
況を適切かつ効果的に把握
できる地点として、「土砂に
よる水の濁り」における「工
事の実施(ダムの堤体の工
事、原石の採取の工事、施工
設備及び工事用道路の設置の
工事、建設発生土の処理の工
事、道路の付替の工事をい
う。)」の「(1)濁度又は浮
遊物質量及びその調査時に
おける流量の状況」と同様
とする。 

現地調査の調査期間及
び調査時期は、「(1)富栄養
化に係る事項及びその調
査時における流量の状況」
と同様とする。 
令和 4年以降の現地調査

内容は以下のとおりであ
る。 
【令和4年以降の現地調査
内容】 
・水温 

表記の

適正化 



40

第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

(5.2.1.2 水環境) (5.2.1.2 水環境) 

5-33 

（7/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域及び調査

地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等を下

欄に示す。 
(1)予測の基本的な手

法 
洪水調節地水質予

測計算(鉛直二次元
モデル)とする。な
お、洪水調節地水質
予測計算は、「富栄養
化」における「工事
の実施(試験湛水の
実施をいう。)」とあ
わせて行う。 
(2)予測地域 

調査地域と同様と
する。
(3)予測地点 

溶存酸素量に係る
環境影響を的確に把
握できる地点とし
て、以下に示す地点
とする。 
i)藤田地点(川辺川
の流水型ダム堤体
予定地上流の川辺
川の地点） 

ii)川辺川の流水型
ダム洪水調節地地
点 

(4)予測対象時期等 
試験湛水の期間と

する。 

溶存酸素量に
係る工事の実施
による環境影響
に関し、工法の
検討、環境保全
設備の設置等に
より、できる限
り回避され、又
は低減されてい
るか、必要に応
じその他の方法
により環境の保
全についての配
慮が適正になさ
れているかどう
かを検討すると
ともに、「環境基
本法」（平成 5
年法律第91号）
に定める「水質
汚濁に係る環境
基準」（昭和 46
年環境庁告示第
59号）と調査及
び予測の結果と
の間に整合が図
られているかど
うかを検討する
ことによる。 

影響要因は試験湛
水の実施である。こ
れによる環境影響に
ついては、省令別表
第二に掲げられてい
る参考手法により調
査及び予測が可能で
あることから、調査
及び予測の手法は、
当該参考手法を選定
する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は溶存酸素量の状
況を適切かつ効果的に把握で
きる地点として以下に示す地
点とする。(図 5.2.1-4) 
i)五木宮園地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流の川
辺川の地点) 

ii)神屋敷地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流の川
辺川の地点) 

iii)元井谷地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流の五
木小川の地点) 

iv)五木地点(川辺川の流水型
ダム堤体予定地上流の川辺
川の地点) 

v)藤田地点(川辺川の流水型ダ
ム堤体予定地上流の川辺川
の地点) 

現地調査の調査期間は、昭
和54年～令和4年とし、調査
時期は通年(月1回)、非出水
時とする。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・溶存酸素量 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は水温の状況を適
切かつ効果的に把握できる地
点として、「(1)溶存酸素量の状
況」と同様とする。 

現地調査の調査期間及び
調査時期は、「(1)溶存酸素量
の状況」と同様とする。 
令和4年以降の現地調査内

容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・水温 
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は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は溶存酸素量の状
況を適切かつ効果的に把握で
きる地点として以下に示す地
点とする。(図 5.2.1-4) 
i)五木宮園地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流の川
辺川の地点) 

ii)神屋敷地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流の川
辺川の地点) 

iii)元井谷地点(川辺川の流水
型ダム堤体予定地上流の五
木小川の地点) 

iv)五木地点(川辺川の流水型
ダム堤体予定地上流の川辺
川の地点) 

v)藤田地点(川辺川の流水型ダ
ム堤体予定地上流の川辺川
の地点) 

現地調査の調査期間は、昭
和54年～令和4年とし、調査
時期は通年(月1回)、非出水
時とする。 
令和 4 年以降の現地調査

内容は以下のとおりである。 
【令和4年以降の現地調査内
容】 
・溶存酸素量 

具体的な調査地域及び調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等を下
欄に示す。 

調査地域は渡地点上流域と
し、調査地点は水温の状況を適
切かつ効果的に把握できる地
点として、「(1)溶存酸素量の状
況」と同様とする。 

現地調査の調査期間及び
調査時期は、「(1)溶存酸素量
の状況」と同様とする。 
令和 4 年以降の現地調査

内容は以下のとおりである。 
【令和 4 年以降の現地調査
内容】 
・水温 

表記の適

正化 
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(5.2.1.2 水環境) (5.2.1.2 水環境) 

5-35 

（8/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域及び

調査地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等を

下欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 
 事例の引用又は河川
水と工事区域からの排
水との混合計算とする。 
(2)予測地域 

調査地域と同様と
する。
(3)予測地点 

水素イオン濃度に係
る環境影響を的確に把
握できる地点として、
以下に示す地点とす
る。 
i)ダム直下地点（川辺
川の流水型ダム堤
体予定地下流の川
辺川の地点） 

(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う水

素イオン濃度に係る環
境影響が最大となる時
期とする。 

水素イオン濃度に
係る工事の実施によ
る環境影響に関し、
環境保全設備の設置
等により、できる限
り回避され、又は低
減されているか、必
要に応じその他の方
法により環境の保全
についての配慮が適
正になされているか
どうかを検討すると
ともに、「環境基本
法」（平成5年法律第
91 号）に定める「水
質汚濁に係る環境基
準」（昭和 46 年環境
庁告示第59号）、「水
質汚濁防止法」（昭和
45年法律第138号）
及び熊本県における
「水質汚濁防止法第
3 条第 3 項の規定に
基づき排水基準を定
める条例」（昭和 47
年熊本県条例第 63
号）に定める基準と
調査及び予測の結果
との間に整合が図ら
れているかどうかを
検討することによ
る。 

影響要因としては、
省令別表第一に掲げ
られている一般的な
ダム事業に伴うダム
の堤体の工事である。
これによる環境影響
については、省令別
表第二に掲げられて
いる参考手法により
調査及び予測が可能
であることから、調
査及び予測の手法
は、当該参考手法を
選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は渡地点上流
域とし、工事実施箇所の下
流における水素イオン濃
度及びその調査時におけ
る流量の状況を適切かつ
効果的に把握する地点(図
5.2.1-4)とする。 
i) 四浦地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点） 

現地調査の調査期間及
び調査時期は、昭和54年
～令和4年とし、調査時期
は通年(月1回)、非出水時
とする。 
令和4年以降の現地調

査内容は以下のとおりで
ある。 
【令和4年以降の現地調査
内容】 
・水素イオン濃度 
・流量 

（8/8） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域及び

調査地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等を

下欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 
 事例の引用又は河川
水と工事区域からの排
水との混合計算とする。 
(2)予測地域 

調査地域のうち、流
域の特性及び水素イオ
ン濃度の変化の特性を
踏まえて水素イオン濃
度に係る環境影響を受
けるおそれがあると認
められる地域とする。 
(3)予測地点 

水素イオン濃度に係
る環境影響を的確に把
握できる地点として、
以下に示す地点とす
る。 
i)ダム直下地点（川辺
川の流水型ダム堤
体予定地下流の川
辺川の地点） 

(4)予測対象時期等 
工事の実施に伴う水

素イオン濃度に係る環
境影響が最大となる時
期とする。 

水素イオン濃度に
係る工事の実施によ
る環境影響に関し、
環境保全設備の設置
等により、できる限
り回避され、又は低
減されているか、必
要に応じその他の方
法により環境の保全
についての配慮が適
正になされているか
どうかを検討すると
ともに、「環境基本
法」（平成5年法律第
91 号）に定める「水
質汚濁に係る環境基
準」（昭和 46 年環境
庁告示第59号）、「水
質汚濁防止法」（昭和
45年法律第138号）
及び熊本県における
「水質汚濁防止法第
3 条第 3 項の規定に
基づき排水基準を定
める条例」（昭和 47
年熊本県条例第 63
号）に定める基準と
調査及び予測の結果
との間に整合が図ら
れているかどうかを
検討することによ
る。 

影響要因としては、
省令別表第一に掲げ
られている一般的な
ダム事業に伴うダム
の堤体の工事である。
これによる環境影響
については、省令別
表第二に掲げられて
いる参考手法により
調査及び予測が可能
であることから、調
査及び予測の手法
は、当該参考手法を
選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は渡地点上流
域とし、工事実施箇所の下
流における水素イオン濃
度及びその調査時におけ
る流量の状況を適切かつ
効果的に把握する地点(図
5.2.1-4)とする。 
i) 四浦地点（川辺川の流
水型ダム堤体予定地下
流の川辺川の地点） 

現地調査の調査期間及
び調査時期は、昭和54年
～令和4年とし、調査時期
は通年(月1回)、非出水時
とする。 
令和4年以降の現地調

査内容は以下のとおりで
ある。 
【令和4年以降の現地調査
内容】 
・水素イオン濃度 
・流量 

表記の適

正化 
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5-39 

（1/1） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の手

法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域・調査

地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等

を下欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 
重要な地形及び地質

の確認地点を、事業計画
に重ね合わせることで、
改変の程度を把握し、重
要な地形及び地質への
影響を予測する。 
(2)予測地域 

調査地域と同様とす
る。
(3)予測対象時期等 
土地又は工作物の存

在及び供用に伴う重要
な地形及び地質に係る
環境影響を的確に把握
できる時期とする。 

重要な地形及
び地質に係る土
地又は工作物の
存在及び供用に
よる環境影響に
関し、施設等の配
置の配慮、環境保
全設備の設置等
により、できる限
り回避され、又は
低減されている
か、必要に応じて
その他の方法に
より環境の保全
についての配慮
が適正になされ
ているかどうか
を検討すること
による。 

調査地域において既
往の調査が十分に行わ
れており、重要な地形
及び地質に係る予測及
び評価において必要と
される情報が、簡易な
方法で収集できること
が明らかであることか
ら、省令に掲げられて
いる調査の基本的な手
法のうち「現地調査に
よる情報の収集」を簡
略化する。 
影響要因としては、

省令別表第一に掲げら
れている一般的なダム
事業に伴うダムの堤体
の存在等のうち、貯水
池の存在が洪水調節地
の存在に置き換わった
ものである。これによ
る環境影響について
は、省令別表第二に掲
げられている参考手法
により調査及び予測が
可能であることから、
調査及び予測の手法
は、当該参考手法を選
定する。 
また、評価の手法は、

省令に示されている事
項を満足する手法を選
定する。 

調査地域は事業実施区
域及びその周辺の区域(事
業実施区域から約1kmの範
囲をいう。以下「5.2.1.3 
土壌に係る環境その他の
環境」において同じ。)(図
5.2.1-5)とする。 

文献その他の資料によ
るため特に限定しない。 

具体的な調査地域・調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

調査地域は事業実施区
域及びその周辺の区域(図
5.2.1-5)とし、調査地点は
以下に示す重要な地形及
び地質の状況を適切かつ
効果的に把握できる地点
とする。 
i)天狗岩 

文献その他の資料に
よるため特に限定しな
い。 

（1/1） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の手

法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地域・調査

地点を下欄に示す。 
具体的な調査期間等

を下欄に示す。 
(1)予測の基本的な手法 
重要な地形及び地質

の確認地点を、事業計画
に重ね合わせることで、
改変の程度を把握し、重
要な地形及び地質への
影響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、地形

及び地質の特性を踏ま
えて重要な地形及び地
質に係る環境影響を受
けるおそれがあると認
められる地域とする。 
(3)予測対象時期等 
土地又は工作物の存

在及び供用に伴う重要
な地形及び地質に係る
環境影響を的確に把握
できる時期とする。 

重要な地形及
び地質に係る土
地又は工作物の
存在及び供用に
よる環境影響に
関し、施設等の配
置の配慮、環境保
全設備の設置等
により、できる限
り回避され、又は
低減されている
か、必要に応じて
その他の方法に
より環境の保全
についての配慮
が適正になされ
ているかどうか
を検討すること
による。 

調査地域において既
往の調査が十分に行わ
れており、重要な地形
及び地質に係る予測及
び評価において必要と
される情報が、簡易な
方法で収集できること
が明らかであることか
ら、省令に掲げられて
いる調査の基本的な手
法のうち「現地調査に
よる情報の収集」を簡
略化する。 
影響要因としては、

省令別表第一に掲げら
れている一般的なダム
事業に伴うダムの堤体
の存在等のうち、貯水
池の存在が洪水調節地
の存在に置き換わった
ものである。これによ
る環境影響について
は、省令別表第二に掲
げられている参考手法
により調査及び予測が
可能であることから、
調査及び予測の手法
は、当該参考手法を選
定する。 
また、評価の手法は、

省令に示されている事
項を満足する手法を選
定する。 

調査地域は事業実施区
域及びその周辺の区域(事
業実施区域から約1kmの範
囲をいう。以下「5.2.1.3 
土壌に係る環境その他の
環境」において同じ。)(図
5.2.1-5)とする。 

文献その他の資料によ
るため特に限定しない。 

具体的な調査地域・調査
地点を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

調査地域は事業実施区
域及びその周辺の区域(図
5.2.1-5)とし、調査地点は
以下に示す重要な地形及
び地質の状況を適切かつ
効果的に把握できる地点
とする。 
i)天狗岩 

文献その他の資料に
よるため特に限定しな
い。 

表記の適

正化 
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(5.2.2.1 動物) (5.2.2.1 動物) 

5-43 

（1/9） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
動物の生態の特性を

踏まえ、動物相の状況
を適切かつ効果的に把
握できる調査地域・調
査地点とする。 
具体的な調査地域・

調査地点等を項目毎に
下欄に示す。 

動物の生態の特性を
踏まえ、動物相の状況
を適切かつ効果的に把
握できる調査期間等と
する。 
具体的な調査期間等

を項目毎に下欄に示
す。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種の確認地点及び生息環

境並びに注目すべき生息地を工事
計画に重ね合わせることで、改変の
程度を把握し、重要な種及び注目す
べき生息地への影響を予測する。 
②直接改変以外 
・改変区域付近の環境の変化 
樹林の伐開等に伴い、樹林環境が

林縁環境に変化し林床が乾燥化す
ることによる環境の変化が、移動能
力の小さい重要な種の生息環境及
び注目すべき生息地に及ぼす影響
を予測する。 
・建設機械の稼働等 
人の出入りや車両の通行、騒音の

発生等による撹乱に伴う生物の生
息環境の変化が、顕著な忌避行動を
とることが想定される哺乳類及び
鳥類の重要な種の生息環境及び注
目すべき生息地に及ぼす影響を予
測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける諸

条件を踏まえた水質予測結果に基
づき、生活史の全て又は一部を水域
に依存する重要な種の生息環境及
び注目すべき生息地に及ぼす影響
を予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえた流況の

変化の予測結果に基づき、生活史の
全て又は一部を水域に依存する重
要な種のうち、付着藻類等を餌とす
る重要な種の生息環境及び注目す
べき生息地に及ぼす影響を予測す
る。 
・河川の連続性の変化 
ダム堤体の工事中に流水が仮排

水路に迂回することによる河川の
連続性の変化が、生活史の全て又は
一部を水域に依存する重要な種の
生息環境及び注目すべき生息地に
及ぼす影響を予測する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・試験湛水の一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠水日数を

整理し、植生図と重ね合わせること
で植生の変化の程度を把握し、植生
の変化による重要な種の生息環境
及び注目すべき生息地に及ぼす影
響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、事業の実施によ

り、重要な種及び注目すべき生息地
が環境影響を受けるおそれがある
と認められる地域とする。 
(3)予測対象時期等 
動物の生息の特性を踏まえて、重

要な種及び注目すべき生息地に係
る工事期間の環境影響を的確に把
握できる時期とする。 

重要な種及
び注目すべき
生息地に係る
工事の実施に
よる環境影響
に関し、工事の
工程・工法の検
討、環境保全設
備の設置等に
より、できる限
り回避され、又
は低減されて
いるか、必要に
応じその他の
方法により環
境の保全につ
いての配慮が
適正になされ
ているかどう
かを検討する
ことによる。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一
般的なダム事業に
伴うダムの堤体の
工事等の他に試験
湛水の実施が加わっ
たものである。これ
による環境影響に
ついては、省令別表
第二に掲げられて
いる参考手法によ
り調査及び予測が
可能であることか
ら、調査及び予測の
手法は、当該参考手
法を選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足す
る手法を選定する。 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域(事業実施区域か
ら約1kmの範囲をいう。
以下「5.2.2.1動物」に
ついて同じ。)並びに下
流の渡地点までの区間 
(図5.2.2-1)とする。 
調査地点は、哺乳類

相の状況を適切かつ効
果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-2)
とする。 

現地調査の調査期間
は昭和52 年度、平成4
年度、5年度、9年度～
16 年度、30 年度、令和
元年度、3 年度及び 4
年度とし、調査時期は
生態を考慮し春季、夏
季、秋季及び冬季とす
る。また、調査する時
間帯は昼間及び夜間と
する。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・哺乳類相の把握 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域並びに下流の渡地
点までの区間  ( 図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、鳥類相

の状況を適切かつ効果
的に把握できる地点及
び経路(図5.2.2-3)と
する。 

現地調査の調査期間
は昭和52 年度、平成4
年度、6年度、7年度、
11 年度、15 年度、16
年度、19 年度、20 年度、
30 年度、令和元年度、
3年度及び4年度とし、
調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及
び冬季とする。また、
調査する時間帯は早
朝、昼間及び夜間とす
る。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・鳥類相の把握 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域並びに下流の渡地
点 ま で の 区 間 ( 図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、爬虫類

相の状況を適切かつ効
果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-4)
とする。 

現地調査の調査期間
は平成4年度、15年度、
16 年度、30 年度、令和
元年度、3 年度及び 4
年度とし、調査時期は
生態を考慮し春季、夏
季、秋季及び冬季とす
る。また、調査する時
間帯は昼間とする。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・爬虫類相の把握 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域並びに下流の渡地
点 ま で の 区 間 ( 図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、両生類

相の状況を適切かつ効
果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-5)
とする。 

現地調査の調査期間
は平成4年度、5年度、
15 年度、16 年度、30
年度、令和元年度、3
年度及び 4 年度とし、
調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及
び冬季とする。また、
調査する時間帯は昼間
及び夜間とする。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・両生類相の把握 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
動物の生態の特性を

踏まえ、動物相の状況
を適切かつ効果的に把
握できる調査地域・調
査地点とする。 
具体的な調査地域・

調査地点等を項目毎に
下欄に示す。 

動物の生態の特性を
踏まえ、動物相の状況
を適切かつ効果的に把
握できる調査期間等と
する。 
具体的な調査期間等

を項目毎に下欄に示
す。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種の確認地点及び生息環

境並びに注目すべき生息地を工事
計画に重ね合わせることで、改変の
程度を把握し、重要な種及び注目す
べき生息地への影響を予測する。 
②直接改変以外 
・改変区域付近の環境の変化 
樹林の伐開等に伴い、樹林環境が

林縁環境に変化し林床が乾燥化す
ることによる環境の変化が、移動能
力の小さい重要な種の生息環境及
び注目すべき生息地に及ぼす影響
を予測する。 
・建設機械の稼働等 
人の出入りや車両の通行、騒音の

発生等による撹乱に伴う生物の生
息環境の変化が、顕著な忌避行動を
とることが想定される哺乳類及び
鳥類の重要な種の生息環境及び注
目すべき生息地に及ぼす影響を予
測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける諸

条件を踏まえた水質予測結果に基
づき、生活史の全て又は一部を水域
に依存する重要な種の生息環境及
び注目すべき生息地に及ぼす影響
を予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえた流況の

変化の予測結果に基づき、生活史の
全て又は一部を水域に依存する重
要な種のうち、付着藻類等を餌とす
る重要な種の生息環境及び注目す
べき生息地に及ぼす影響を予測す
る。 
・河川の連続性の変化 
ダム堤体の工事中に流水が仮排

水路に迂回することによる河川の
連続性の変化が、生活史の全て又は
一部を水域に依存する重要な種の
生息環境及び注目すべき生息地に
及ぼす影響を予測する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・試験湛水の一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠水日数を

整理し、植生図と重ね合わせること
で植生の変化の程度を把握し、植生
の変化による重要な種の生息環境
及び注目すべき生息地に及ぼす影
響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、動物の生息の特

性を踏まえて重要な種及び注目す
べき生息地に係る環境影響を受け
るおそれがあると認められる地域
とする。 
(3)予測対象時期等 
動物の生息の特性を踏まえて、重

要な種及び注目すべき生息地に係
る工事期間の環境影響を的確に把
握できる時期とする。 

重要な種及
び注目すべき
生息地に係る
工事の実施に
よる環境影響
に関し、工事の
工程・工法の検
討、環境保全設
備の設置等に
より、できる限
り回避され、又
は低減されて
いるか、必要に
応じその他の
方法により環
境の保全につ
いての配慮が
適正になされ
ているかどう
かを検討する
ことによる。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一
般的なダム事業に
伴うダムの堤体の
工事等の他に試験
湛水の実施が加わっ
たものである。これ
による環境影響に
ついては、省令別表
第二に掲げられて
いる参考手法によ
り調査及び予測が
可能であることか
ら、調査及び予測の
手法は、当該参考手
法を選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足す
る手法を選定する。 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域(事業実施区域か
ら約1kmの範囲をいう。
以下「5.2.2.1動物」に
ついて同じ。)並びに下
流の渡地点までの区間 
(図5.2.2-1)とする。 
調査地点は、哺乳類

相の状況を適切かつ効
果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-2)
とする。 

現地調査の調査期間
は昭和52 年度、平成4
年度、5年度、9年度～
16 年度、30 年度、令和
元年度、3 年度及び 4
年度とし、調査時期は
生態を考慮し春季、夏
季、秋季及び冬季とす
る。また、調査する時
間帯は昼間及び夜間と
する。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・哺乳類相の把握 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域並びに下流の渡地
点までの区間  ( 図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、鳥類相

の状況を適切かつ効果
的に把握できる地点及
び経路(図5.2.2-3)と
する。 

現地調査の調査期間
は昭和52 年度、平成4
年度、6年度、7年度、
11 年度、15 年度、16
年度、19 年度、20 年度、
30 年度、令和元年度、
3年度及び4年度とし、
調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及
び冬季とする。また、
調査する時間帯は早
朝、昼間及び夜間とす
る。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・鳥類相の把握 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域並びに下流の渡地
点 ま で の 区 間 ( 図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、爬虫類

相の状況を適切かつ効
果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-4)
とする。 

現地調査の調査期間
は平成4年度、15年度、
16 年度、30 年度、令和
元年度、3 年度及び 4
年度とし、調査時期は
生態を考慮し春季、夏
季、秋季及び冬季とす
る。また、調査する時
間帯は昼間とする。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・爬虫類相の把握 

調査地域は、事業実
施区域及びその周辺の
区域並びに下流の渡地
点 ま で の 区 間 ( 図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、両生類

相の状況を適切かつ効
果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-5)
とする。 

現地調査の調査期間
は平成4年度、5年度、
15 年度、16 年度、30
年度、令和元年度、3
年度及び 4 年度とし、
調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及
び冬季とする。また、
調査する時間帯は昼間
及び夜間とする。 
【令和 4 年度以降の現
地調査内容】 
・両生類相の把握 

表記の適

正化 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、魚類相の状況

を適切かつ効果的に把握で
きる地点(図5.2.2-6)とす
る。 
特に、河川に隣接する水

田・湿地等の地点に留意す
る。 

現地調査の調査期間は昭和
52 年度、53 年度、55 年度、61
年度～63 年度、平成元年度、8
年度、13年度、15年度、16 年
度、30 年度、令和 3 年度及び
4年度とし、調査時期は生態を
考慮し春季、夏季、秋季及び
冬季とする。また、調査する
時間帯は昼間及び夜間とす
る。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・魚類相の把握 

(前ページに記載) (前ページに記載) (前ページに記載) 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、陸上昆虫類相

の状況を適切かつ効果的に
把握できる地点及び経路(図
5.2.2-7)とする。 
特に、河川に隣接する水

田・湿地等の地点に留意す
る。 

現地調査の調査期間は昭和
51 年度、52年度、平成4年度、
5 年度、7 年度～10 年度、12
年度、13年度、15年度、16 年
度、30 年度、令和元年度、3
年度及び 4 年度とし、調査時
期は生態を考慮し春季、夏季、
秋季及び冬季とする。また、
調査する時間帯は昼間及び夜
間とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・陸上昆虫類相の把握 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、底生動物相の

状況を適切かつ効果的に把
握できる地点及び経路(図
5.2.2-8)とする。 
特に、河川に隣接する水

田・湿地等の地点に留意す
る。 

現地調査の調査期間は昭和
51 年度、52 年度、57 年度、60
年度、61 年度、63年度、平成
元年度、平成4年度、7年度～
9 年度、14 年度、15 年度、30
年度、令和 3 年度及び 4 年度
とし、調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及び冬季
とする。また、調査する時間
帯は昼間とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・底生動物相の把握 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、クモ類相の状

況を適切かつ効果的に把握
できる地点及び経路(図
5.2.2-9)とする。 

現地調査の調査期間は平成
12 年度、13 年度、16 年度、令
和 3 年度及び 4 年度とし、調
査時期は生態を考慮し春季、
夏季、秋季及び冬季とする。
また、調査する時間帯は昼間
とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・クモ類相の把握 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、陸産貝類相の

状況を適切かつ効果的に把
握できる地点及び経路(図
5.2.2-10)とする。 

現地調査の調査期間は平成
10 年度、14 年度～16 年度、令
和 3 年度及び 4 年度とし、調
査時期は生態を考慮し春季、
夏季、秋季及び冬季とする。
また、調査する時間帯は昼間
とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・陸産貝類相の把握 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、魚類相の状況

を適切かつ効果的に把握で
きる地点(図5.2.2-6)とす
る。 
特に、河川に隣接する水

田・湿地等の地点に留意す
る。 

現地調査の調査期間は昭和
52 年度、53 年度、55 年度、61
年度～63 年度、平成元年度、8
年度、13年度、15年度、16 年
度、30 年度、令和 3 年度及び
4年度とし、調査時期は生態を
考慮し春季、夏季、秋季及び
冬季とする。また、調査する
時間帯は昼間とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・魚類相の把握 

(前ページに記載) (前ページに記載) (前ページに記載) 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、陸上昆虫類相

の状況を適切かつ効果的に
把握できる地点及び経路(図
5.2.2-7)とする。 
特に、河川に隣接する水

田・湿地等の地点に留意す
る。 

現地調査の調査期間は昭和
51 年度、52年度、平成4年度、
5 年度、7 年度～10 年度、12
年度、13年度、15年度、16 年
度、30 年度、令和元年度、3
年度及び 4 年度とし、調査時
期は生態を考慮し春季、夏季、
秋季及び冬季とする。また、
調査する時間帯は昼間及び夜
間とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・陸上昆虫類相の把握 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、底生動物相の

状況を適切かつ効果的に把
握できる地点及び経路(図
5.2.2-8)とする。 
特に、河川に隣接する水

田・湿地等の地点に留意す
る。 

現地調査の調査期間は昭和
51 年度、52 年度、57 年度、60
年度、61 年度、63年度、平成
元年度、平成4年度、7年度～
9 年度、14 年度、15 年度、30
年度、令和 3 年度及び 4 年度
とし、調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及び冬季
とする。また、調査する時間
帯は昼間とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・底生動物相の把握 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、クモ類相の状

況を適切かつ効果的に把握
できる地点及び経路(図
5.2.2-9)とする。 

現地調査の調査期間は平成
12 年度、13 年度、16 年度、令
和 3 年度及び 4 年度とし、調
査時期は生態を考慮し春季、
夏季、秋季及び冬季とする。
また、調査する時間帯は昼間
とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・クモ類相の把握 

調査地域は、事業実施区域
及びその周辺の区域並びに
下流の渡地点までの区間(図
5.2.2-1)とする。 
調査地点は、陸産貝類相の

状況を適切かつ効果的に把
握できる地点及び経路(図
5.2.2-10)とする。 

現地調査の調査期間は平成
10 年度、14 年度～16 年度、令
和 3 年度及び 4 年度とし、調
査時期は生態を考慮し春季、
夏季、秋季及び冬季とする。
また、調査する時間帯は昼間
とする。 
【令和 4 年度以降の現地調査
内容】 
・陸産貝類相の把握 

委員会意

見による

修正 
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(5.2.2.1 動物) (5.2.2.1 動物) 

5-50 

（5/9） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

動
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
注 
目 
す 
べ 
き 
生 
息 
地 

 (2)動物の重要な
種の分布、生
息の状況及び
生息・繁殖環
境の状況 

6)陸上昆虫類(197種):分布、生息の状況及
び生息・繁殖環境の状況 
コフキヒメイトトンボ、キイトトンボ、

ベニイトトンボ、アジアイトトンボ、モー
トンイトトンボ、セスジイトトンボ、ムス
ジイトトンボ、オオイトトンボ、ヤクシマ
トゲオトンボ、アオハダトンボ、ニホンカ
ワトンボ、ムカシトンボ、オオルリボシヤ
ンマ、マルタンヤンマ、サラサヤンマ、キ
イロサナエ、アオサナエ、ウチワヤンマ、
ナゴヤサナエ、タベサナエ、フタスジサナ
エ、オグマサナエ、ムカシヤンマ、ミナミ
ヤンマ、トラフトンボ、キイロヤマトンボ、
ハネビロエゾトンボ、エゾトンボ、ハッチ
ョウトンボ、キトンボ、タイリクアカネ、
ウスバカマキリ、ウンゼンツユムシ、アシ
グロツユムシ、ムサシセモンササキリモド
キ、クロダケササキリモドキ、ハウチワウ
ンカ、エゾゼミ、エゾハルゼミ、ヒラタミ
ミズク、オオアシナガサシガメ、ズイムシ
ハナカメムシ、エサキアメンボ、コオイム
シ、タガメ、クチキトビケラ、ヤホシホソ
マダラ、キバネセセリ、ギンイチモンジセ
セリ、スジグロチャバネセセリ北海道・本
州・九州亜種、ヘリグロチャバネセセリ、
オナガシジミ、ウラゴマダラシジミ、スギ
タニルリシジミ九州亜種、アイノミドリシ
ジミ、ヒサマツミドリシジミ、メスアカミ
ドリシジミ、タイワンツバメシジミ本土亜
種、エゾミドリシジミ、オオミドリシジミ、
ミヤマカラスシジミ、カラスシジミ、アカ
シジミ、クロシジミ、ゴイシツバメシジミ、
フジミドリシジミ、ウラキンシジミ、ウラ
ギンスジヒョウモン、ウラギンヒョウモン、
クモガタヒョウモン、ミスジチョウ、ホシ
ミスジ近畿地方以西亜種、シータテハ、オ
オムラサキ、ウラナミジャノメ本土亜種、
ヒメキマダラヒカゲ、ツマグロキチョウ、
ヤマトスジグロシロチョウ本州中・南部亜
種、フジキオビ、クワトゲエダシャク、ス
キバホウジャク、サカグチキドクガ、ナマ
リキシタバ、オニベニシタバ、カギモンハ
ナオイアツバ、キシタアツバ、ヒゴキリガ、
ツリフネソウトラガ、エサキニセヒメガガ
ンボ、ハマダラハルカ、ヒメヒラタゴミム
シ、マイマイカブリ、セアカオサムシ、タ
ナカツヤハネゴミムシ、アリスアトキリゴ
ミムシ、クチキゴミムシ、ツヅラセメクラ
チビゴミムシ、メクラチビゴミムシ類、ア
イヌハンミョウ、キボシケシゲンゴロウ、
セスジゲンゴロウ、カンムリセスジゲンゴ
ロウ、ヒコサンセスジゲンゴロウ、ホソセ
スジゲンゴロウ、クロゲンゴロウ、ゲンゴ
ロウ、コガタノゲンゴロウ、シマゲンゴロ
ウ、ウスイロシマゲンゴロウ、コマルケシ
ゲンゴロウ、コウベツブゲンゴロウ、ルイ
スツブゲンゴロウ、 

(続く) 

現地調査は任意採集法、ライ
トトラップ法、ベイトトラップ
法、パントラップ法、FIT トラ
ップ法、腐果トラップ法、水中
ライトトラップ法、目撃法（昼
間、夜間の鳴き声調査を含む）
等による。 
任意採集法では、幼虫や卵等

の成長段階の記録を行う。 

（5/9） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

動
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
注 
目 
す 
べ 
き 
生 
息 
地 

 (2)動物の重要な
種の分布、生
息の状況及び
生息・繁殖環
境の状況 

6)陸上昆虫類(198種):分布、生息の状況及
び生息・繁殖環境の状況 
コフキヒメイトトンボ、キイトトンボ、

ベニイトトンボ、アジアイトトンボ、モー
トンイトトンボ、セスジイトトンボ、ムス
ジイトトンボ、オオイトトンボ、ヤクシマ
トゲオトンボ、アオハダトンボ、ニホンカ
ワトンボ、ムカシトンボ、オオルリボシヤ
ンマ、マルタンヤンマ、サラサヤンマ、キ
イロサナエ、アオサナエ、ウチワヤンマ、
ナゴヤサナエ、タベサナエ、フタスジサナ
エ、オグマサナエ、ムカシヤンマ、ミナミ
ヤンマ、トラフトンボ、キイロヤマトンボ、
ハネビロエゾトンボ、エゾトンボ、ハッチ
ョウトンボ、キトンボ、タイリクアカネ、
ウスバカマキリ、ウンゼンツユムシ、アシ
グロツユムシ、ムサシセモンササキリモド
キ、クロダケササキリモドキ、カワラバッ
タ、ハウチワウンカ、エゾゼミ、エゾハル
ゼミ、ヒラタミミズク、オオアシナガサシ
ガメ、ズイムシハナカメムシ、エサキアメ
ンボ、コオイムシ、タガメ、クチキトビケ
ラ、ヤホシホソマダラ、キバネセセリ、ギ
ンイチモンジセセリ、スジグロチャバネセ
セリ北海道・本州・九州亜種、ヘリグロチ
ャバネセセリ、オナガシジミ、ウラゴマダ
ラシジミ、スギタニルリシジミ九州亜種、
アイノミドリシジミ、ヒサマツミドリシジ
ミ、メスアカミドリシジミ、タイワンツバ
メシジミ本土亜種、エゾミドリシジミ、オ
オミドリシジミ、ミヤマカラスシジミ、カ
ラスシジミ、アカシジミ、クロシジミ、ゴ
イシツバメシジミ、フジミドリシジミ、ウ
ラキンシジミ、ウラギンスジヒョウモン、
ウラギンヒョウモン、クモガタヒョウモン、
ミスジチョウ、ホシミスジ近畿地方以西亜
種、シータテハ、オオムラサキ、ウラナミ
ジャノメ本土亜種、ヒメキマダラヒカゲ、
ツマグロキチョウ、ヤマトスジグロシロチ
ョウ本州中・南部亜種、フジキオビ、クワ
トゲエダシャク、スキバホウジャク、サカ
グチキドクガ、ナマリキシタバ、オニベニ
シタバ、カギモンハナオイアツバ、キシタ
アツバ、ヒゴキリガ、ツリフネソウトラガ、
エサキニセヒメガガンボ、ハマダラハルカ、
ヒメヒラタゴミムシ、マイマイカブリ、セ
アカオサムシ、タナカツヤハネゴミムシ、
アリスアトキリゴミムシ、クチキゴミムシ、
ツヅラセメクラチビゴミムシ、メクラチビ
ゴミムシ類、アイヌハンミョウ、キボシケ
シゲンゴロウ、セスジゲンゴロウ、カンム
リセスジゲンゴロウ、ヒコサンセスジゲン
ゴロウ、ホソセスジゲンゴロウ、クロゲン
ゴロウ、ゲンゴロウ、コガタノゲンゴロウ、
シマゲンゴロウ、ウスイロシマゲンゴロウ、
コマルケシゲンゴロウ、コウベツブゲンゴ
ロウ、ルイスツブゲンゴロウ、 

(続く) 

現地調査は任意採集法、ライ
トトラップ法、ベイトトラップ
法、パントラップ法、FIT トラ
ップ法、腐果トラップ法、水中
ライトトラップ法、目撃法（昼
間、夜間の鳴き声調査を含む）
等による。 
任意採集法では、幼虫や卵等

の成長段階の記録を行う。 

委員会意

見による

修正 
工
事
の
実
施
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ム
の
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体
の
工
事
、
原
石
の
採
取
の
工
事
、
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工
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道
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工
事
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験
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水
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実
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い
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工
事
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実
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ム
の
堤
体
の
工
事
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原
石
の
採
取
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工
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施

工
設
備
及
び
工
事
用
道
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設
置
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工
事
、
建
設
発

生
土
の
処
理
の
工
事
、
道
路
の
付
替
の
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事
、
試
験
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水
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を
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。
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(5.2.2.1 動物) (5.2.2.1 動物) 

5-54 

（7/9） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

動
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
注 
目 
す 
べ 
き 
生 
息 
地 

 (2)動物の重
要な種の
分布、生
息の状況
及 び 生
息・繁殖
環境の状
況 

7)底生動物(83種):分布、生息の状況及び
生息・繁殖環境の状況 
マルタニシ、ホラアナミジンニナ、ヒメ

マルマメタニシ、コシダカヒメモノアラガ
イ、マメタニシ、モノアラガイ、ヒラマキ
ミズマイマイ、クルマヒラマキガイ、ヒラ
マキガイモドキ、カワコザラガイ、マシジ
ミ、ミドリビル、イボビル、ミナミヌマエ
ビ、コフキヒメイトトンボ、キイトトンボ、
ベニイトトンボ、アジアイトトンボ、モー
トンイトトンボ、セスジイトトンボ、ムス
ジイトトンボ、オオイトトンボ、ヤクシマ
トゲオトンボ、アオハダトンボ、ニホンカ
ワトンボ、ムカシトンボ、マルタンヤンマ、
サラサヤンマ、キイロサナエ、アオサナエ、
ホンサナエ、ウチワヤンマ、ナゴヤサナエ、
タベサナエ、フタスジサナエ、オグマサナ
エ、ムカシヤンマ、ミナミヤンマ、トラフ
トンボ、キイロヤマトンボ、ハネビロエゾ
トンボ、エゾトンボ、ハッチョウトンボ、
キトンボ、タイリクアカネ、オキナワイト
アメンボ、コオイムシ、タガメ、クチキト
ビケラ、キボシケシゲンゴロウ、セスジゲ
ンゴロウ、カンムリセスジゲンゴロウ、ヒ
コサンセスジゲンゴロウ、ホソセスジゲン
ゴロウ、クロゲンゴロウ、ゲンゴロウ、コ
ガタノゲンゴロウ、シマゲンゴロウ、ウス
イロシマゲンゴロウ、アンピンチビゲンゴ
ロウ、ケシゲンゴロウ、コウベツブゲンゴ
ロウ、ルイスツブゲンゴロウ、シャープツ
ブゲンゴロウ、キベリマメゲンゴロウ、サ
ワダマメゲンゴロウ、クロマメゲンゴロ
ウ、ミズスマシ、オナガミズスマシ、コオ
ナガミズスマシ、ムモンチビコツブゲンゴ
ロウ、ホンシュウセスジダルマガムシ、ウ
スイロツヤヒラタガムシ、ホソゴマフガム
シ、ニセコクロヒラタガムシ、エバウエル
コマルガムシ、スジヒラタガムシ、シジミ
ガムシ、ヒメシジミガムシ、ヨコミゾドロ
ムシ、セマルヒメドロムシ、ヘイケボタル、
キンイロネクイハムシ 

現地調査は定性採集による。 

（7/9） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

動
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
注 
目 
す 
べ 
き 
生 
息 
地 

 (2)動物の重
要な種の
分布、生
息の状況
及 び 生
息・繁殖
環境の状
況 

7)底生動物(84種):分布、生息の状況及び
生息・繁殖環境の状況 
マルタニシ、ホラアナミジンニナ、ヒメ

マルマメタニシ、コシダカヒメモノアラガ
イ、マメタニシ、モノアラガイ、ヒラマキ
ミズマイマイ、クルマヒラマキガイ、ヒラ
マキガイモドキ、カワコザラガイ、マシジ
ミ、ミドリビル、イボビル、ミナミヌマエ
ビ、コフキヒメイトトンボ、キイトトンボ、
ベニイトトンボ、アジアイトトンボ、モー
トンイトトンボ、セスジイトトンボ、ムス
ジイトトンボ、オオイトトンボ、ヤクシマ
トゲオトンボ、アオハダトンボ、ニホンカ
ワトンボ、ムカシトンボ、マルタンヤンマ、
サラサヤンマ、キイロサナエ、アオサナエ、
ホンサナエ、ウチワヤンマ、ナゴヤサナエ、
タベサナエ、フタスジサナエ、オグマサナ
エ、ムカシヤンマ、ミナミヤンマ、トラフ
トンボ、キイロヤマトンボ、ハネビロエゾ
トンボ、エゾトンボ、ハッチョウトンボ、
キトンボ、タイリクアカネ、オキナワイト
アメンボ、コオイムシ、タガメ、クチキト
ビケラ、キボシケシゲンゴロウ、セスジゲ
ンゴロウ、カンムリセスジゲンゴロウ、ヒ
コサンセスジゲンゴロウ、ホソセスジゲン
ゴロウ、クロゲンゴロウ、ゲンゴロウ、コ
ガタノゲンゴロウ、シマゲンゴロウ、ウス
イロシマゲンゴロウ、アンピンチビゲンゴ
ロウ、ケシゲンゴロウ、コウベツブゲンゴ
ロウ、ルイスツブゲンゴロウ、シャープツ
ブゲンゴロウ、キベリマメゲンゴロウ、サ
ワダマメゲンゴロウ、クロマメゲンゴロ
ウ、オオマダラゲンゴロウ、ミズスマシ、
オナガミズスマシ、コオナガミズスマシ、
ムモンチビコツブゲンゴロウ、ホンシュウ
セスジダルマガムシ、ウスイロツヤヒラタ
ガムシ、ホソゴマフガムシ、ニセコクロヒ
ラタガムシ、エバウエルコマルガムシ、ス
ジヒラタガムシ、シジミガムシ、ヒメシジ
ミガムシ、ヨコミゾドロムシ、セマルヒメ
ドロムシ、ヘイケボタル、キンイロネクイ
ハムシ 

現地調査は定性採集による。 

委員会意

見による

修正 
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。
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(5.2.2.1 動物) (5.2.2.1 動物) 

5-59 

（9/9） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の
手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

「工事の実施」と同
様とする。 

「工事の実施」
と同様とする。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種の確認地点及び生息環境並びに
注目すべき生息地を事業計画に重ね合わせ
ることで、改変の程度を把握し、重要な種
及び注目すべき生息地への影響を予測す
る。 
②直接改変以外 
・工作物付近の環境の変化 
樹林の伐開等に伴い樹林環境が林縁環境
に変化することによる環境の変化が、移動
能力の小さい重要な種の生息環境及び注目
すべき生息地に及ぼす影響を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける諸条件を踏
まえた水質予測結果を踏まえ、水質の変化
が、生活史の全て又は一部を水域に依存す
る重要な種の生息環境及び注目すべき生息
地に及ぼす影響を予測する。 
・流況の変化の予測 
重要な種の生息環境及び注目すべき生息
地が分布する代表的な地点において、不等
流計算により水位の変化を予測し、その冠
水頻度の変化を算出する。現況の河川植生
と冠水頻度の関係から、供用後の植生の変
化を予測し、その変化の程度から重要な種
及び注目すべき生息地への影響を予測す
る。 
・河床の変化の予測 
ダムによる洪水調節によって変化する水
理量に基づいたダム上下流の河床の形状や
材料、瀬淵構造の変化の予測結果を、生活
史の全て又は一部を水域に依存する重要な
種の生息環境及び注目すべき生息地と重ね
合わせることで、それらの変化の程度を把
握し、重要な種及び注目すべき生息地への
影響を予測する。 
・河川の連続性の変化 
構造物の出現に伴う河川の連続性の変化
が、生活史の全て又は一部を水域に依存す
る重要な種の生息環境及び注目すべき生息
地に及ぼす影響を予測する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・洪水調節に伴う一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠水日数を整理し、
植生図と重ね合わせることで植生の変化の
程度を把握し、植生の変化による重要な種
の生息環境及び注目すべき生息地に及ぼす
影響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、事業の実施により、重
要な種及び注目すべき生息地が環境影響を
受けるおそれがあると認められる地域とす
る。 
(3)予測対象時期等 
動物の生息の特性を踏まえて、重要な種
及び注目すべき生息地に係る環境影響を的
確に把握できる時期とする。 

重要な種及
び注目すべき
生息地に係る
土地又は工作
物の存在及び
供用による環
境影響に関
し、施設等の
配置の配慮、
環境保全設備
の設置等によ
り、できる限
り回避され、
又は低減され
ているか、必
要に応じその
他の方法によ
り環境の保全
についての配
慮が適正にな
されているか
どうかを検討
することによ
る。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一般
的なダム事業に伴う
ダムの堤体の存在等
のうち、貯水池の存
在が洪水調節地の存
在に置き換わったも
のである。これによ
る環境影響について
は、省令別表第二に
掲げられている参考
手法により調査及び
予測が可能であるこ
とから、調査及び予
測の手法は、当該参
考手法を選定する。 
また、評価の手法
は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

「工事の実施」と同
様とする。 

「工事の実施」
と同様とする。 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の
手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

「工事の実施」と同
様とする。 

「工事の実施」
と同様とする。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種の確認地点及び生息環境並びに
注目すべき生息地を事業計画に重ね合わせ
ることで、改変の程度を把握し、重要な種
及び注目すべき生息地への影響を予測す
る。 
②直接改変以外 
・工作物付近の環境の変化 
樹林の伐開等に伴い樹林環境が林縁環境
に変化することによる環境の変化が、移動
能力の小さい重要な種の生息環境及び注目
すべき生息地に及ぼす影響を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける諸条件を踏
まえた水質予測結果を踏まえ、水質の変化
が、生活史の全て又は一部を水域に依存す
る重要な種の生息環境及び注目すべき生息
地に及ぼす影響を予測する。 
・流況の変化の予測 
重要な種の生息環境及び注目すべき生息
地が分布する代表的な地点において、不等
流計算により水位の変化を予測し、その冠
水頻度の変化を算出する。現況の河川植生
と冠水頻度の関係から、供用後の植生の変
化を予測し、その変化の程度から重要な種
及び注目すべき生息地への影響を予測す
る。 
・河床の変化の予測 
ダムによる洪水調節によって変化する水
理量に基づいたダム上下流の河床の形状や
材料、瀬淵構造の変化の予測結果を、生活
史の全て又は一部を水域に依存する重要な
種の生息環境及び注目すべき生息地と重ね
合わせることで、それらの変化の程度を把
握し、重要な種及び注目すべき生息地への
影響を予測する。 
・河川の連続性の変化 
構造物の出現に伴う河川の連続性の変化
が、生活史の全て又は一部を水域に依存す
る重要な種の生息環境及び注目すべき生息
地に及ぼす影響を予測する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・洪水調節に伴う一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠水日数を整理し、
植生図と重ね合わせることで植生の変化の
程度を把握し、植生の変化による重要な種
の生息環境及び注目すべき生息地に及ぼす
影響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、動物の生息の特性を踏
まえて重要な種及び注目すべき生息地に係
る環境影響を受けるおそれがあると認めら
れる地域とする。 
(3)予測対象時期等 
動物の生息の特性を踏まえて、重要な種
及び注目すべき生息地に係る環境影響を的
確に把握できる時期とする。 

重要な種及
び注目すべき
生息地に係る
土地又は工作
物の存在及び
供用による環
境影響に関
し、施設等の
配置の配慮、
環境保全設備
の設置等によ
り、できる限
り回避され、
又は低減され
ているか、必
要に応じその
他の方法によ
り環境の保全
についての配
慮が適正にな
されているか
どうかを検討
することによ
る。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一般
的なダム事業に伴う
ダムの堤体の存在等
のうち、貯水池の存
在が洪水調節地の存
在に置き換わったも
のである。これによ
る環境影響について
は、省令別表第二に
掲げられている参考
手法により調査及び
予測が可能であるこ
とから、調査及び予
測の手法は、当該参
考手法を選定する。 
また、評価の手法
は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

「工事の実施」と同
様とする。 

「工事の実施」
と同様とする。 

表記の適

正化 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

植物の生態の特性を踏
まえ、植物相及び植生の
状況を適切かつ効果的に
把握できる調査地域・調
査地点とする。 
具体的な調査地域・調
査地点を項目毎に下欄に
示す。 

植物の生態の特性を踏ま
え、植物相及び植生の状況を
適切かつ効果的に把握でき
る調査期間等とする。 
具体的な調査期間等を項
目毎に下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種及び群落の確
認地点を、工事計画に重ね
合わせることで、改変の程
度を把握し、重要な種及び
群落への影響を予測する。 
②直接改変以外 
・改変区域付近の環境の変
化 
樹林の伐開等に伴い、樹
林環境が林縁環境に変化
し林床が乾燥化すること
による環境の変化が、重要
な種及び群落に及ぼす影
響を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムに
おける諸条件を踏まえた、
試験湛水による貯水及び
工事の実施に伴う水質予
測結果に基づき、水域に生
育する重要な種及び群落
の生育環境に及ぼす影響
を予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえ
た流況の変化の予測結果
に基づき、水域に生育する
重要な種及び群落の生育
環境に及ぼす影響を予測
する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・試験湛水の一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠
水日数を整理し、植生図と
重ね合わせることで植生
の変化の程度を把握し、植
生の変化による重要な種
及び群落に及ぼす影響を
予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、事業の
実施により、重要な種及び
群落が環境影響を受ける
おそれがあると認められ
る地域とする。 
(3)予測対象時期等 
植物の生育及び植生の
特性を踏まえて、重要な種
及び群落に係る工事期間
の環境影響を的確に把握
できる時期とする。 

 重要な種及び
群落に係る工事
の実施による環
境影響に関し、工
事の工程・工法の
検討、環境保全設
備の設置等によ
り、できる限り回
避され、又は低減
されているか、必
要に応じその他
の方法により環
境の保全につい
ての配慮が適正
になされている
かどうかを検討
することによる。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一
般的なダム事業に
伴うダムの堤体の
工事等の他に試験
湛水の実施が加わ
ったものである。こ
れによる環境影響
については、省令別
表第二に掲げられ
ている参考手法に
より調査及び予測
が可能であること
から、調査及び予測
の手法は、当該参考
手法を選定する。 
また、評価の手法
は、省令に示されて
いる事項を満足す
る手法を選定する。 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、植物相及
び植生の状況を適切かつ
効果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-26及
び27)とする。 

現地調査の調査期間は昭
和 51 年度、平成 4 年度、6
年度～9 年度、11 年度、15
年度、16 年度、30 年度、令
和元年度、3 年度及び 4 年度
とし、調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及び冬季
とする。また、調査する時間
帯は昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・植物相及び植生の状況 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、付着藻類
相の状況を適切かつ効果
的に把握できる地点及び
経路(図5.2.2-28)とす
る。 

現地調査の調査期間は昭
和 51年度、52年度、57 年度、
60 年度、61 年度、63 年度、
平成元年度、7年度～9年度、
13 年度、15 年度、16 年度、
令和3年度、及び4年度とし、
調査時期は生態を考慮し春
季、夏季、秋季及び冬季とす
る。また、調査する時間帯は
昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・付着藻類相の状況 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、蘚苔類相
の状況を適切かつ効果的
に把握できる経路(図
5.2.2-29)とする。 

現地調査の調査期間は令
和3年度及び4年度とし、調
査時期は生態を考慮し夏季
及び秋季とする。また、調査
する時間帯は昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・蘚苔類相の状況 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、大型菌類
相の状況を適切かつ効果
的に把握できる経路(図
5.2.2-30)とする。 

現地調査の調査期間は令
和4年度とし、調査時期は生
態を考慮し夏季及び秋季と
する。また、調査する時間帯
は昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・大型菌類相の状況 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

植物の生態の特性を踏
まえ、植物相及び植生の
状況を適切かつ効果的に
把握できる調査地域・調
査地点とする。 
具体的な調査地域・調
査地点を項目毎に下欄に
示す。 

植物の生態の特性を踏ま
え、植物相及び植生の状況を
適切かつ効果的に把握でき
る調査期間等とする。 
具体的な調査期間等を項
目毎に下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種及び群落の確
認地点を、工事計画に重ね
合わせることで、改変の程
度を把握し、重要な種及び
群落への影響を予測する。 
②直接改変以外 
・改変区域付近の環境の変
化 
樹林の伐開等に伴い、樹
林環境が林縁環境に変化
し林床が乾燥化すること
による環境の変化が、重要
な種及び群落に及ぼす影
響を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムに
おける諸条件を踏まえた、
試験湛水による貯水及び
工事の実施に伴う水質予
測結果に基づき、水域に生
育する重要な種及び群落
の生育環境に及ぼす影響
を予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえ
た流況の変化の予測結果
に基づき、水域に生育する
重要な種及び群落の生育
環境に及ぼす影響を予測
する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・試験湛水の一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠
水日数を整理し、重要な種
及び群落に及ぼす影響を
予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、植物の
生育及び植生の特性を踏
まえて重要な種及び群落
に係る環境影響を受ける
おそれがあると認められ
る地域とする。 
(3)予測対象時期等 
植物の生育及び植生の
特性を踏まえて、重要な種
及び群落に係る工事期間
の環境影響を的確に把握
できる時期とする。 

 重要な種及び
群落に係る工事
の実施による環
境影響に関し、工
事の工程・工法の
検討、環境保全設
備の設置等によ
り、できる限り回
避され、又は低減
されているか、必
要に応じその他
の方法により環
境の保全につい
ての配慮が適正
になされている
かどうかを検討
することによる。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一
般的なダム事業に
伴うダムの堤体の
工事等の他に試験
湛水の実施が加わ
ったものである。こ
れによる環境影響
については、省令別
表第二に掲げられ
ている参考手法に
より調査及び予測
が可能であること
から、調査及び予測
の手法は、当該参考
手法を選定する。 
また、評価の手法
は、省令に示されて
いる事項を満足す
る手法を選定する。 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、植物相及
び植生の状況を適切かつ
効果的に把握できる地点
及び経路(図5.2.2-26及
び27)とする。 

現地調査の調査期間は昭
和 51 年度、平成 4 年度、6
年度～9 年度、11 年度、15
年度、16 年度、30 年度、令
和元年度、3 年度及び 4 年度
とし、調査時期は生態を考慮
し春季、夏季、秋季及び冬季
とする。また、調査する時間
帯は昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・植物相及び植生の状況 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、付着藻類
相の状況を適切かつ効果
的に把握できる地点及び
経路(図5.2.2-28)とす
る。 

現地調査の調査期間は昭
和 51年度、52年度、57 年度、
60 年度、61 年度、63 年度、
平成元年度、7年度～9年度、
13 年度、15 年度、16 年度、
令和3年度、及び4年度とし、
調査時期は生態を考慮し春
季、夏季、秋季及び冬季とす
る。また、調査する時間帯は
昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・付着藻類相の状況 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、蘚苔類相
の状況を適切かつ効果的
に把握できる経路(図
5.2.2-29)とする。 

現地調査の調査期間は令
和3年度及び4年度とし、調
査時期は生態を考慮し夏季
及び秋季とする。また、調査
する時間帯は昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・蘚苔類相の状況 

調査地域は、事業実施
区域及びその周辺の区域
並びに下流の渡地点まで
の区間(図5.2.2-25)とす
る。 
調査地点は、大型菌類
相の状況を適切かつ効果
的に把握できる経路(図
5.2.2-30)とする。 

現地調査の調査期間は令
和4年度とし、調査時期は生
態を考慮し夏季及び秋季と
する。また、調査する時間帯
は昼間とする。 
【令和4年度以降の現地調査
内容】 
・大型菌類相の状況 

委員会意

見による

修正 

表記の適

正化 
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

(5.2.2.2 植物) (5.2.2.2 植物) 

5-88 

（2/7） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

植
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
群 
落 

(2)植物の重
要な種の
分布、生
育の状況
及び生育
環境の状
況 

「3.1.5.2 植物」により抽出されている植
物の重要な種の分布等を把握するため、下欄
の事項を調査する。 

文献その他の資料により生
態等に関する情報を整理する
とともに、現地調査の情報によ
り分布、生育の状況及び生育環
境の状況の整理及び解析とす
る。また、必要に応じて聴取に
より情報を補う。 
具体的な調査の手法は「(1)
種子植物その他主な植物に係
る植物相及び植生の状況」の調
査の手法及び下欄に示す調査
の手法とする。 

1)種子植物・シダ植物(619種):分布、生育の
状況及び生育環境の状況 
ヒメスギラン、リュウキュウヒモラン、エゾ
ヒカゲノカズラ、マンネンスギ、スギラン、
ナンカクラン、ヒモラン、クラマゴケ、ミズ
ニラ、シナミズニラ、ヒメドクサ、ナガホノ
ナツノハナワラビ、ナツノハナワラビ、ヒロ
ハハナヤスリ、マツバラン、ヤシャゼンマイ、
コケホラゴケ、チチブホラゴケ、オオコケシ
ノブ、コケシノブ、ヒメハイホラゴケ、オオ
ハイホラゴケ、カネコシダ、デンジソウ、オ
オアカウキクサ、アカウキクサ、サンショウ
モ、サイゴクホングウシダ、オドリコカグマ、
フジシダ、オオフジシダ、ヒメムカゴシダ、
タキミシダ、ホコガタシダ、ヒメミズワラビ、
ヒメウラジロ、エビガラシダ、ナカミシシラ
ン、クマガワイノモトソウ、ホコシダ、キド
イノモトソウ、アイコハチジョウシダ、モエ
ジマシダ、シモツケヌリトラノオ、ヒメイワ
トラノオ、ヤマドリトラノオ、イチョウシダ、
コタニワタリ、イワヤシダ、アラゲヒメワラ
ビ、ホソバショリマ、ヒメハシゴシダ、ミゾ
シダモドキ、ケホシダ、コガネシダ、フクロ
シダ、イワデンダ、ヌリワラビ、クサソテツ、
オサシダ、テバコワラビ、ハコネシケチシダ、
ミヤコイヌワラビ、キリシマヘビノネゴザ、
シイバサトメシダ、サキモリイヌワラビ、サ
カバサトメシダ、トゲカラクサイヌワラビ、
トゲヤマイヌワラビ、ホウライイヌワラビ、
ウスバヘビノネゴザ、シマイヌワラビ、アオ
グキイヌワラビ、ヘビノネゴザ、ナンゴクシ
ケチシダ、アソシケシダ、オオヒメワラビモ
ドキ、ミドリワラビ、ウスバミヤマノコギリ
シダ、シマシロヤマシダ、クワレシダ、イヨ
クジャク、ヒュウガシダ、ヒメノコギリシダ、
キンモウワラビ、ケキンモウワラビ、ヤクカ
ナワラビ、イツキカナワラビ、ナンゴクナラ
イシダ、ヒュウガカナワラビ、ヒロハナライ
シダ、ヒゴカナワラビ、ハガクレカナワラビ、
オトコシダ、サツマシダ、クマヤブソテツ、
ツクシヤブソテツ、クマイワヘゴ、エビノオ
オクジャク、シラネワラビ、ヌカイタチシダ、
キリシマイワヘゴ、イヌタマシダ、ギフベニ
シダ、ワカナシダ、キヨズミオオクジャク、
アツギノヌカイタチシダマガイ、ムラサキベ
ニシダ、オワセベニシダ、ヌカイタチシダマ
ガイ、タニヘゴ、マルバヌカイタチシダモド
キ、ツツイイワヘゴ、 
(続く) 

現地調査は踏査による。 

（2/7） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

植
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
群 
落 

(2)植物の重
要な種の
分布、生
育の状況
及び生育
環境の状
況 

「3.1.5.2 植物」により抽出されている植
物の重要な種の分布等を把握するため、下欄
の事項を調査する。 

文献その他の資料により生
態等に関する情報を整理する
とともに、現地調査の情報によ
り分布、生育の状況及び生育環
境の状況の整理及び解析とす
る。また、必要に応じて聴取に
より情報を補う。 
具体的な調査の手法は「(1)
種子植物その他主な植物に係
る植物相及び植生の状況」の調
査の手法及び下欄に示す調査
の手法とする。 

1)種子植物・シダ植物(621種):分布、生育の
状況及び生育環境の状況 
ヒメスギラン、リュウキュウヒモラン、エゾ
ヒカゲノカズラ、マンネンスギ、スギラン、
ナンカクラン、ヒモラン、クラマゴケ、ミズ
ニラ、シナミズニラ、ヒメドクサ、ナガホノ
ナツノハナワラビ、ナツノハナワラビ、ヒロ
ハハナヤスリ、マツバラン、ヤシャゼンマイ、
コケホラゴケ、チチブホラゴケ、オオコケシ
ノブ、コケシノブ、ヒメハイホラゴケ、オオ
ハイホラゴケ、カネコシダ、デンジソウ、オ
オアカウキクサ、アカウキクサ、サンショウ
モ、サイゴクホングウシダ、オドリコカグマ、
フジシダ、オオフジシダ、ヒメムカゴシダ、
タキミシダ、ホコガタシダ、ヒメミズワラビ、
ヒメウラジロ、エビガラシダ、ナカミシシラ
ン、クマガワイノモトソウ、ホコシダ、キド
イノモトソウ、アイコハチジョウシダ、モエ
ジマシダ、シモツケヌリトラノオ、ヒメイワ
トラノオ、ヤマドリトラノオ、イチョウシダ、
コタニワタリ、イワヤシダ、アラゲヒメワラ
ビ、ホソバショリマ、ヒメハシゴシダ、ミゾ
シダモドキ、ケホシダ、コガネシダ、フクロ
シダ、イワデンダ、ヌリワラビ、クサソテツ、
オサシダ、テバコワラビ、ハコネシケチシダ、
ミヤコイヌワラビ、キリシマヘビノネゴザ、
シイバサトメシダ、サキモリイヌワラビ、サ
カバサトメシダ、トゲカラクサイヌワラビ、
トゲヤマイヌワラビ、ホウライイヌワラビ、
ウスバヘビノネゴザ、シマイヌワラビ、アオ
グキイヌワラビ、ヘビノネゴザ、ナンゴクシ
ケチシダ、アソシケシダ、オオヒメワラビモ
ドキ、ミドリワラビ、ウスバミヤマノコギリ
シダ、シマシロヤマシダ、クワレシダ、イヨ
クジャク、ヒュウガシダ、ヒメノコギリシダ、
キンモウワラビ、ケキンモウワラビ、ヤクカ
ナワラビ、イツキカナワラビ、ナンゴクナラ
イシダ、ヒュウガカナワラビ、ヒロハナライ
シダ、ヒゴカナワラビ、ハガクレカナワラビ、
オトコシダ、サツマシダ、クマヤブソテツ、
ツクシヤブソテツ、クマイワヘゴ、エビノオ
オクジャク、シラネワラビ、ヌカイタチシダ、
キリシマイワヘゴ、イヌタマシダ、ギフベニ
シダ、ワカナシダ、キヨズミオオクジャク、
アツギノヌカイタチシダマガイ、ムラサキベ
ニシダ、オワセベニシダ、ヌカイタチシダマ
ガイ、タニヘゴ、マルバヌカイタチシダモド
キ、ツツイイワヘゴ、 
(続く) 

現地調査は踏査による。 

委員会意

見による

修正 
工
事
の
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ダ
ム
の
堤
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の
工
事
、
原
石
の
採
取
の
工
事
、
施

工
設
備
及
び
工
事
用
道
路
の
設
置
の
工
事
、
建
設
発

生
土
の
処
理
の
工
事
、
道
路
の
付
替
の
工
事
、
試
験

湛
水
の
実
施
を
い
う
。

工
事
の
実
施

ダ
ム
の
堤
体
の
工
事
、
原
石
の
採
取
の
工
事
、
施

工
設
備
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び
工
事
用
道
路
の
設
置
の
工
事
、
建
設
発

生
土
の
処
理
の
工
事
、
道
路
の
付
替
の
工
事
、
試
験

湛
水
の
実
施
を
い
う
。
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

(5.2.2.2 植物) (5.2.2.2 植物) 

5-92 

（4/7） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

植
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
群 
落 

(2)植物の重要な
種の分布、生育
の状況及び生
育環境の状況 

ヒロハノイヌノヒゲ、クロイヌノヒゲモドキ、ク
ロイヌノヒゲ、オオホシクサ、ホシクサ、コイヌ
ノヒゲ、イヌノヒゲ、ゴマシオホシクサ、クロホ
シクサ、シロイヌノヒゲ、ニッポンイヌノヒゲ、
ヒメコウガイゼキショウ、オカスズメノヒエ、イ
トテンツキ、ヒゲスゲ、オニスゲ、ケスゲ、イト
スゲ、コハリスゲ、ホソバヒカゲスゲ、ウマスゲ、
カタスゲ、キノクニスゲ、ケヒエスゲ、ビロード
スゲ、ミヤマカンスゲ、アワボスゲ、ミヤマイワ
スゲ、ヤチカワズスゲ、アオバスゲ、コカンスゲ、
ジングウスゲ、アブラシバ、シオクグ、ムギガラ
ガヤツリ、カガシラ、クロミノハリイ、クログワ
イ、オオヌマハリイ、シカクイ、アオテンツキ、
オノエテンツキ、ノハラテンツキ、ハタケテンツ
キ、クロタマガヤツリ、トラノハナヒゲ、イトイ
ヌノハナヒゲ、コイヌノハナヒゲ、イヌノハナヒ
ゲ、ハタベカンガレイ、ヒメホタルイ、ツクシカ
ンガレイ、ロッカクイ、シズイ、マツカサススキ、
ツクシアブラガヤ、シンジュガヤ、コシンジュガ
ヤ、ケシンジュガヤ、マネキシンジュガヤ、コウ
ボウ、コウヤザサ、ホガエリガヤ、ツクシガヤ、
ミズタカモジグサ、ウンヌケモドキ、オオトボシ
ガラ、アズマガヤ、イワタケソウ、ミノボロ、コ
メガヤ、ミチシバ、イブキヌカボ、ムカゴツヅリ、
ウキシバ、ササキビ、ヒゲシバ、ナガミノオニシ
バ、マツモ（広義）、クサノオウ、ツクシキケマ
ン、ナガミノツルケマン、ヤマブキソウ、オオバ
メギ、ヤチマタイカリソウ、ヒゴイカリソウ、ハ
ナカズラ、アズマイチゲ、リュウキンカ、フジセ
ンニンソウ、ツクシクサボタン、シロバナハンシ
ョウヅル、オキナグサ、ヒメバイカモ、シギンカ
ラマツ、イシヅチカラマツ、ミヤマカラマツ、ア
オカズラ、ツゲ、ヤマシャクヤク、ヤシャビシャ
ク、ザリコミ、アワモリショウマ、ツクシアカシ
ョウマ、ツクシチャルメルソウ、コチャルメルソ
ウ、シコクチャルメルソウ、ダイモンジソウ、ウ
チワダイモンジソウ、ミツバベンケイソウ、アオ
ベンケイ、チャボツメレンゲ、ツメレンゲ、イワ
レンゲ、タコノアシ、ウドカズラ、クマガワブド
ウ、フジキ、サイカチ、チョウセンキハギ、クロ
バナキハギ、イヌハギ、オオバタンキリマメ、シ
バネム、ツクシムレスズメ、ヨツバハギ、クマガ
ワナンテンハギ、アカササゲ、フジ、ヒナノカン
ザシ、クマヤマグミ、キビノクロウメモドキ、オ
ニヤブマオ、クサコアカソ、ウワバミソウ、ケイ
タオミズ、ツクシミズ、アズキナシ、チョウジザ
クラ、カスミザクラ、ミヤマザクラ、カワラサイ
コ、イワキンバイ、ツチグリ、ツクシイバラ、モ
リイバラ、オオバライチゴ、 
(続く) 

(前ページに記載) 

（4/7） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

植
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
群 
落 

(2)植物の重要な
種の分布、生育
の状況及び生
育環境の状況 

ヒロハノイヌノヒゲ、クロイヌノヒゲモドキ、ク
ロイヌノヒゲ、オオホシクサ、ホシクサ、コイヌ
ノヒゲ、イヌノヒゲ、ゴマシオホシクサ、クロホ
シクサ、シロイヌノヒゲ、ニッポンイヌノヒゲ、
ヒメコウガイゼキショウ、オカスズメノヒエ、イ
トテンツキ、ヒゲスゲ、オニスゲ、ケスゲ、イト
スゲ、コハリスゲ、ホソバヒカゲスゲ、ウマスゲ、
カタスゲ、キノクニスゲ、ケヒエスゲ、ビロード
スゲ、ミヤマカンスゲ、アワボスゲ、ミヤマイワ
スゲ、ヤチカワズスゲ、アオバスゲ、コカンスゲ、
ジングウスゲ、アブラシバ、シオクグ、ムギガラ
ガヤツリ、カガシラ、クロミノハリイ、クログワ
イ、オオヌマハリイ、シカクイ、アオテンツキ、
オノエテンツキ、ノハラテンツキ、ハタケテンツ
キ、クロタマガヤツリ、トラノハナヒゲ、イトイ
ヌノハナヒゲ、コイヌノハナヒゲ、イヌノハナヒ
ゲ、ハタベカンガレイ、ヒメホタルイ、ツクシカ
ンガレイ、ロッカクイ、シズイ、マツカサススキ、
ツクシアブラガヤ、シンジュガヤ、コシンジュガ
ヤ、ケシンジュガヤ、マネキシンジュガヤ、コウ
ボウ、コウヤザサ、ホガエリガヤ、ツクシガヤ、
ミズタカモジグサ、ウンヌケモドキ、オオトボシ
ガラ、アズマガヤ、イワタケソウ、ミノボロ、コ
メガヤ、ミチシバ、イブキヌカボ、ムカゴツヅリ、
ウキシバ、ササキビ、ヒゲシバ、ビロードキビ、
ナガミノオニシバ、マツモ（広義）、クサノオウ、
ツクシキケマン、ナガミノツルケマン、ヤマブキ
ソウ、オオバメギ、ヤチマタイカリソウ、ヒゴイ
カリソウ、ハナカズラ、アズマイチゲ、リュウキ
ンカ、フジセンニンソウ、ツクシクサボタン、シ
ロバナハンショウヅル、オキナグサ、ヒメバイカ
モ、シギンカラマツ、イシヅチカラマツ、ミヤマ
カラマツ、アオカズラ、ツゲ、ヤマシャクヤク、
ヤシャビシャク、ザリコミ、アワモリショウマ、
ツクシアカショウマ、ツクシチャルメルソウ、コ
チャルメルソウ、シコクチャルメルソウ、ダイモ
ンジソウ、ウチワダイモンジソウ、ミツバベンケ
イソウ、アオベンケイ、チャボツメレンゲ、ツメ
レンゲ、イワレンゲ、タコノアシ、ウドカズラ、
クマガワブドウ、フジキ、サイカチ、チョウセン
キハギ、クロバナキハギ、イヌハギ、オオバタン
キリマメ、シバネム、ツクシムレスズメ、ヨツバ
ハギ、クマガワナンテンハギ、アカササゲ、フジ、
ヒナノカンザシ、クマヤマグミ、キビノクロウメ
モドキ、オニヤブマオ、クサコアカソ、ウワバミ
ソウ、ケイタオミズ、ツクシミズ、アズキナシ、
チョウジザクラ、カスミザクラ、ミヤマザクラ、
カワラサイコ、イワキンバイ、ツチグリ、ツクシ
イバラ、モリイバラ、オオバライチゴ、 
(続く) 

(前ページに記載) 

委員会意

見による

修正 
工
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の
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の
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工
事
、
施

工
設
備
及
び
工
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道
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生
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の
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、
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水
の
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施
を
い
う
。
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を
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う
。
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

(5.2.2.2 植物) (5.2.2.2 植物) 

5-94 

（5/7） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

植
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
群 
落 

(2)植物の重要な種
の分布、生育の状
況及び生育環境
の状況 

シマバライチゴ、クロイチゴ、ハスノハイチ
ゴ、サナギイチゴ、コジキイチゴ、キビノナ
ワシロイチゴ、ナガボノワレモコウ、アイズ
シモツケ、オニホソバシモツケ、イブキシモ
ツケ、ハナガガシ、ノグルミ、イワシデ、ミ
ヤマニガウリ、サワダツ、コバノクロヅル、
オオヤマカタバミ、ノウルシ、ヤマヒハツ、
ミゾハコベ、イヌコリヤナギ、ノヤナギ、ツ
クシスミレ、ヒナスミレ、コオトギリ、アゼ
オトギリ、ツキヌキオトギリ、イヨフウロ、
ミズマツバ、ミズキカシグサ、ヒメビシ、イ
ワアカバナ、ヒメノボタン、チャンチンモド
キ、ナンゴクミネカエデ、メグスリノキ、テ
ツカエデ、カラコギカエデ、ユズ、シマサク
ラガンピ、ハクサンハタザオ、ヒロハコンロ
ンソウ、タカチホガラシ、イヌナズナ、コイ
ヌガラシ、キバナハタザオ、ミヤマツチトリ
モチ、マツグミ、オオバヤドリギ、ハマサジ、
クリンユキフデ、ナガバノウナギツカミ、ヌ
カボタデ、オオネバリタデ、コギシギシ、タ
チハコベ、ホソバハマアカザ、ブンゴウツギ、
ヒュウガアジサイ、キレンゲショウマ、サワ
トラノオ、オニコナスビ、ユキワリソウ、サ
クラソウ、イワザクラ、カンザブロウノキ、
ハクウンボク、ウラジロマタタビ、ウメガサ
ソウ、シャクジョウソウ、マルバノイチヤク
ソウ、ヒュウガミツバツツジ、ナンゴクミツ
バツツジ、ヨウラクツツジ、レンゲツツジ、
ツクシアケボノツツジ、コメツツジ、キヌタ
ソウ、ミヤマムグラ、オオバノヤエムグラ、
ウスユキムグラ、コバンムグラ、ヒロハコン
ロンカ、イナモリソウ、ヘツカニガキ、ヤマ
トグサ、ハナイカリ、ムラサキセンブリ、シ
ノノメソウ、イヌセンブリ、ヒメナエ、アイ
ナエ、イケマ、コイケマ、クサタチバナ、ロ
クオンソウ、フナバラソウ、スズサイコ、マ
メダオシ、ヤマホオズキ、イガホオズキ、ア
オホオズキ、ヤマホロシ、シオジ、ミヤマイ
ボタ、ウスギモクセイ、マンシュウハシドイ、
シシンラン、マルバノサワトウガラシ、サワ
トウガラシ、シソクサ、ホソバヒメトラノオ、
コクワガタ、イヌノフグリ、カワヂシャ、ナ
ンゴククガイソウ、カワミドリ、コムラサキ、
タニジャコウソウ、ジャコウソウ、ヤマトウ
バナ、タカクマヒキオコシ、メハジキ、キセ
ワタ、ヤマジソ、ミズネコノオ、ミゾコウジ
ュ、ヒメナミキ、ミヤマナミキ、ケミヤマナ
ミキ、スズメノハコベ、ゴマクサ、キヨスミ
ウツボ、ノタヌキモ、イヌタヌキモ、ミミカ
キグサ、ホザキノミミカキグサ、ミカワタヌ
キモ、ヒメタヌキモ、ムラサキミミカキグサ、
フウリンウメモドキ、ツゲモチ、タマミズキ、
ツクシイワシャジン、ツルギキョウ、バアソ
ブ、サワギキョウ、キキョウ、 

(続く) 

(前ページに記載) 

（5/7） 

項  目 調査の手法  
環境要素の区

分 
影響要因の区

分 
調査すべき情報 調査の基本的な手法  

植
物 

重 
要 
な 
種 
及 
び 
群 
落 

(2)植物の重要な種
の分布、生育の状
況及び生育環境
の状況 

シマバライチゴ、クロイチゴ、ハスノハイチ
ゴ、サナギイチゴ、コジキイチゴ、キビノナ
ワシロイチゴ、ナガボノワレモコウ、アイズ
シモツケ、オニホソバシモツケ、イブキシモ
ツケ、ハナガガシ、ノグルミ、イワシデ、ミ
ヤマニガウリ、サワダツ、コバノクロヅル、
オオヤマカタバミ、ノウルシ、ヤマヒハツ、
ミゾハコベ、イヌコリヤナギ、ノヤナギ、ツ
クシスミレ、ヒナスミレ、コオトギリ、アゼ
オトギリ、ツキヌキオトギリ、イヨフウロ、
ミズマツバ、ミズキカシグサ、ヒメビシ、イ
ワアカバナ、ヒメノボタン、チャンチンモド
キ、ナンゴクミネカエデ、メグスリノキ、テ
ツカエデ、カラコギカエデ、ユズ、シマサク
ラガンピ、ハクサンハタザオ、ヒロハコンロ
ンソウ、タカチホガラシ、イヌナズナ、コイ
ヌガラシ、キバナハタザオ、ミヤマツチトリ
モチ、マツグミ、オオバヤドリギ、ハマサジ、
クリンユキフデ、ナガバノウナギツカミ、ヌ
カボタデ、オオネバリタデ、コギシギシ、タ
チハコベ、ホソバハマアカザ、ブンゴウツギ、
ヒュウガアジサイ、キレンゲショウマ、サワ
トラノオ、オニコナスビ、ユキワリソウ、サ
クラソウ、イワザクラ、カンザブロウノキ、
ハクウンボク、ウラジロマタタビ、ウメガサ
ソウ、シャクジョウソウ、マルバノイチヤク
ソウ、ヒュウガミツバツツジ、ナンゴクミツ
バツツジ、ヨウラクツツジ、レンゲツツジ、
ツクシアケボノツツジ、コメツツジ、キヌタ
ソウ、ミヤマムグラ、オオバノヤエムグラ、
ウスユキムグラ、コバンムグラ、ヒロハコン
ロンカ、イナモリソウ、ヘツカニガキ、ヤマ
トグサ、ハナイカリ、ムラサキセンブリ、シ
ノノメソウ、イヌセンブリ、ヒメナエ、アイ
ナエ、イケマ、コイケマ、クサタチバナ、ロ
クオンソウ、フナバラソウ、スズサイコ、マ
メダオシ、ヤマホオズキ、イガホオズキ、ア
オホオズキ、ヤマホロシ、ムラサキ、シオジ、
ミヤマイボタ、ウスギモクセイ、マンシュウ
ハシドイ、シシンラン、マルバノサワトウガ
ラシ、サワトウガラシ、シソクサ、ホソバヒ
メトラノオ、コクワガタ、イヌノフグリ、カ
ワヂシャ、ナンゴククガイソウ、カワミドリ、
コムラサキ、タニジャコウソウ、ジャコウソ
ウ、ヤマトウバナ、タカクマヒキオコシ、メ
ハジキ、キセワタ、ヤマジソ、ミズネコノオ、
ミゾコウジュ、ヒメナミキ、ミヤマナミキ、
ケミヤマナミキ、スズメノハコベ、ゴマクサ、
キヨスミウツボ、ノタヌキモ、イヌタヌキモ、
ミミカキグサ、ホザキノミミカキグサ、ミカ
ワタヌキモ、ヒメタヌキモ、ムラサキミミカ
キグサ、フウリンウメモドキ、ツゲモチ、タ
マミズキ、ツクシイワシャジン、ツルギキョ
ウ、バアソブ、サワギキョウ、キキョウ、 

(続く) 

(前ページに記載) 

委員会意

見による

修正 
工
事
の
実
施

ダ
ム
の
堤
体
の
工
事
、
原
石
の
採
取
の
工
事
、
施

工
設
備
及
び
工
事
用
道
路
の
設
置
の
工
事
、
建
設
発

生
土
の
処
理
の
工
事
、
道
路
の
付
替
の
工
事
、
試
験

湛
水
の
実
施
を
い
う
。

工
事
の
実
施

ダ
ム
の
堤
体
の
工
事
、
原
石
の
採
取
の
工
事
、
施

工
設
備
及
び
工
事
用
道
路
の
設
置
の
工
事
、
建
設
発

生
土
の
処
理
の
工
事
、
道
路
の
付
替
の
工
事
、
試
験

湛
水
の
実
施
を
い
う
。
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

(5.2.2.2 植物) (5.2.2.2 植物) 

5-99 

（7/7） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の
手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

「工事の実施」と同様
とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種及び群落の確認地点
を事業計画に重ね合わせること
で、改変の程度を把握し、重要な
種及び群落への影響を予測する。 
②直接改変以外 
・土地又は工作物付近の環境の変
化 
樹林の伐開等に伴い、樹林環境
が林縁環境に変化し林床が乾燥
化することによる環境の変化が、
重要な種及び群落に及ぼす影響
を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける
諸条件を踏まえた水質予測結果
に基づき、水域に生育する重要な
種及び群落の生育環境に及ぼす
影響を予測する。 
・流況の変化の予測 
重要な種の生育環境が分布す
る代表的な地点において、不等流
計算により水位の変化を予測し、
その冠水頻度の変化を算出する。
冠水頻度の変化から生育環境の
変化の程度を把握し、重要な種及
び群落への影響を予測する。 
・河床の変化の予測 
ダムによる洪水調節によって
変化する水理量に基づいたダム
上下流の河床の形状や材料、瀬淵
構造の変化の予測結果を、重要な
種の生育環境と重ね合わせるこ
とで、それらの変化の程度を把握
し、水域に生育する重要な種及び
群落への影響を予測する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・洪水調節に伴う一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠水日数
を整理し、植生図と重ね合わせる
ことで植生の変化の程度を把握
し、植生の変化による重要な種及
び群落に及ぼす影響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、事業の実施に
より、重要な種及び群落が環境影
響を受けるおそれがあると認め
られる地域とする。 
(3)予測対象時期等 
植物の生育及び植生の特性を
踏まえて、重要な種及び群落に係
る環境影響を的確に把握できる
時期とする。 

重要な種に係る土
地又は工作物の存在
及び供用による環境
影響に関し、施設等
の配置の配慮、環境
保全設備の設置等に
より、できる限り回
避され、又は低減さ
れているか、必要に
応じその他の方法に
より環境の保全につ
いての配慮が適正に
なされているかどう
かを検討することに
よる。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一般
的なダム事業に伴う
ダムの堤体の存在等
のうち、貯水池の存
在が洪水調節地の存
在に置き換わったも
のである。これによ
る環境影響について
は、省令別表第二に
掲げられている参考
手法により調査及び
予測が可能であるこ
とから、調査及び予
測の手法は、当該参
考手法を選定する。 
また、評価の手法
は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

「工事の実施」と同様
とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

（7/7） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の
手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

「工事の実施」と同様
とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

(1)予測の基本的な手法 
①直接改変 
重要な種及び群落の確認地点
を事業計画に重ね合わせること
で、改変の程度を把握し、重要な
種及び群落への影響を予測する。 
②直接改変以外 
・土地又は工作物付近の環境の変
化 
樹林の伐開等に伴い、樹林環境
が林縁環境に変化し林床が乾燥
化することによる環境の変化が、
重要な種及び群落に及ぼす影響
を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける
諸条件を踏まえた水質予測結果
に基づき、水域に生育する重要な
種及び群落の生育環境に及ぼす
影響を予測する。 
・流況の変化の予測 
重要な種の生育環境が分布す
る代表的な地点において、不等流
計算により水位の変化を予測し、
その冠水頻度の変化を算出する。
冠水頻度の変化から生育環境の
変化の程度を把握し、重要な種及
び群落への影響を予測する。 
・河床の変化の予測 
ダムによる洪水調節によって
変化する水理量に基づいたダム
上下流の河床の形状や材料、瀬淵
構造の変化の予測結果を、重要な
種の生育環境と重ね合わせるこ
とで、それらの変化の程度を把握
し、水域に生育する重要な種及び
群落への影響を予測する。 
③ダム洪水調節地の環境 
・洪水調節に伴う一時的な冠水 
ダム洪水調節地内の冠水日数
を整理し、重要な種及び群落に及
ぼす影響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、植物の生育及
び植生の特性を踏まえて重要な
種及び群落に係る環境影響を受
けるおそれがあると認められる
地域とする。 
(3)予測対象時期等 
植物の生育及び植生の特性を
踏まえて、重要な種及び群落に係
る環境影響を的確に把握できる
時期とする。 

重要な種に係る土
地又は工作物の存在
及び供用による環境
影響に関し、施設等
の配置の配慮、環境
保全設備の設置等に
より、できる限り回
避され、又は低減さ
れているか、必要に
応じその他の方法に
より環境の保全につ
いての配慮が適正に
なされているかどう
かを検討することに
よる。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一般
的なダム事業に伴う
ダムの堤体の存在等
のうち、貯水池の存
在が洪水調節地の存
在に置き換わったも
のである。これによ
る環境影響について
は、省令別表第二に
掲げられている参考
手法により調査及び
予測が可能であるこ
とから、調査及び予
測の手法は、当該参
考手法を選定する。 
また、評価の手法
は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

「工事の実施」と同様
とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

委員会意

見による

修正 

表記の適

正化 
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第5回流水型ダム環境保全対策検討委員会で示した資料3-2（川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（案）） 川辺川の流水型ダムに関する環境影響評価方法レポート（令和4年11月） 備考 

(5.2.2.3 生態系) (5.2.2.3 生態系) 

5-113 

（1/5） 

  予測の手法 
評価の手法 

調査、予測及び評価
の手法の選定理由 

調査地域・調査地
点 

調査期間等 予測の基本的な手法 予測地域・時期 

具体的な調査地
域・調査地点を項
目毎に下欄に示
す。 

具体的な調査期
間等を項目毎に下
欄に示す。 

具体的な予測の手法を項目
毎に下欄に示す。 

(1)予測地域 
調査地域のう
ち、動植物その他
の自然環境の特
性並びに上位性、
典型性及び特殊
性の視点から注
目される動植物
の種又は生物群
集の特性を踏ま
えて、上位性、典
型性又は特殊性
の視点から注目
される動植物に
係る環境影響を
受けるおそれが
あると認められ
る地域とする。 
(2)予測対象時期
等 
動植物その他
の自然環境の特
性並びに上位性、
典型性及び特殊
性の視点から注
目される動植物
の種又は生物群
集の特性を踏ま
えて、上位性、典
型性及び特殊性
の視点から注目
される動植物の
種又は生物群集
に係る工事期間
の環境影響を的
確に把握できる
時期とする。 

地域を特徴
づける生態系
に関し、上位
性、典型性及
び特殊性の視
点から注目さ
れる動植物の
種又は生物群
集に係る工事
の実施による
環境影響に関
し、工事の工
程・工法の検
討、環境保全
設備の設置等
により、でき
る限り回避さ
れ、又は低減
されている
か、必要に応
じその他の方
法により環境
の保全につい
ての配慮が適
正になされて
いるかどうか
を検討するこ
とによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の工事等の他に試
験湛水の実施が加
わったものである。
これによる環境影
響については、省
令別表第二に掲げ
られている参考手
法により調査及び
予測が可能である
ことから、調査及
び予測の手法は、
当該参考手法を選
定する。 
また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

調査地域は、川
辺川の流水型ダム
集水域及びその周
辺の区域とし、調
査地点は、クマタ
カの生息の状況、
地形の状況、視野
範囲等を考慮し、
クマタカの分布、
生息の状況及び生
息・繁殖環境の状
況を適切かつ効果
的に把握できる地
点及び経路 ( 図
5.2.2-36)とする。 

現地調査の調査
期間は「5.2.2.1 動
物」における「工
事の実施」の「(2)
動物の重要な種の
分布、生息の状況
及び生息・繁殖環
境の状況」におけ
る「2)鳥類」の猛
禽類の重要な種の
調査期間とし、調
査時期は生態を考
慮し通年とする。
また、調査する時
間帯は早朝及び昼
間とする。 
【令和 4 年度以降
の現地調査内容】 
・クマタカの生
態、分布、生息
の状況及び生
息・繁殖環境の
状況 

（1）直接改変 
陸域の上位性として想定
されたクマタカの行動圏の
内部構造の解析結果、狩り場
環境の解析結果、潜在的営巣
環境の解析結果をそれぞれ
工事計画に重ね合わせるこ
とにより、改変の程度を把握
し、クマタカへの影響を予測
する。 
（2）直接改変以外 
クマタカの行動圏の内部
構造の解析結果、潜在的営巣
環境の解析結果を工事計画
と重ね合わせることにより、
建設機械の稼働に伴う騒音
等による生息環境の変化の
程度を把握し、クマタカへの
影響を予測する。 

調査地域は、川
辺川の流水型ダム
集水域及びその周
辺の区域並びにそ
の下流の川辺川か
ら球磨川渡地点ま
での区間とし、調
査地点は、生息の
状況、地形の状況
等を考慮し、ヤマ
セミ、カワセミ、
カワガラスの分布
状況、生息の状況
及び生息・繁殖環
境の状況を適切か
つ効果的に把握で
きる地点及び経路
と す る ( 図
5.2.2-37)。 

現地調査の調査
期間は平成6年度、
11 年度、19年度、
20 年度及び令和 4
年度とし、調査時
期は生態を考慮し
春季、夏季及び冬
季とする。また、
調査する時間帯は
昼間とする。 
【令和 4 年度以降
の現地調査内容】 
・ヤマセミ、カワ
セミ、カワガラ
スの生態、分布、
生息の状況及び
生息・繁殖環境
の状況 

（1）直接改変 
河川域の上位性として想
定されたヤマセミ、カワセ
ミ、カワガラスの行動圏の解
析結果、採餌場の解析結果、
営巣地をそれぞれ工事計画
に重ね合わせることにより、
改変の程度を把握し、影響を
予測する。 
（2）直接改変以外 
・建設機械の稼働等 
工事箇所と営巣地の位置
関係を整理し、建設機械の稼
働に伴う騒音等による生息
環境の変化の程度を把握し、
影響を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにお
ける諸条件を踏まえた水質
予測結果を踏まえ、水質の変
化による餌生物や採餌場の
変化の程度を把握し、影響を
予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえた
流況の変化の予測結果に基
づき、餌生物や採餌場の変化
の程度を把握し、影響を予測
する。 
・河川の連続性の変化 
ダム堤体の工事中に流水
が仮排水路に迂回すること
に伴う河川の連続性の変化
による生息・繁殖環境の変化
の程度を把握し、注目種への
影響を予測する。 

（1/5） 

  予測の手法 
評価の手法 

調査、予測及び評価
の手法の選定理由 

調査地域・調査地
点 

調査期間等 予測の基本的な手法 予測地域・時期 

具体的な調査地
域・調査地点を項
目毎に下欄に示
す。 

具体的な調査期
間等を項目毎に下
欄に示す。 

具体的な予測の手法を項目
毎に下欄に示す。 

(1)予測地域 
調査地域のう
ち、動植物その他
の自然環境の特
性及び注目種等
の特性を踏まえ
て注目種等に係
る環境影響を受
けるおそれがあ
ると認められる
地域とする。 
(2)予測対象時期
等 
動植物その他
の自然環境の特
性並びに上位性、
典型性及び特殊
性の視点から注
目される動植物
の種又は生物群
集の特性を踏ま
えて、上位性、典
型性及び特殊性
の視点から注目
される動植物の
種又は生物群集
に係る工事期間
の環境影響を的
確に把握できる
時期とする。 

地域を特徴
づける生態系
に関し、上位
性、典型性及
び特殊性の視
点から注目さ
れる動植物の
種又は生物群
集に係る工事
の実施による
環境影響に関
し、工事の工
程・工法の検
討、環境保全
設備の設置等
により、でき
る限り回避さ
れ、又は低減
されている
か、必要に応
じその他の方
法により環境
の保全につい
ての配慮が適
正になされて
いるかどうか
を検討するこ
とによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の工事等の他に試
験湛水の実施が加
わったものである。
これによる環境影
響については、省
令別表第二に掲げ
られている参考手
法により調査及び
予測が可能である
ことから、調査及
び予測の手法は、
当該参考手法を選
定する。 
また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

調査地域は、川
辺川の流水型ダム
集水域及びその周
辺の区域とし、調
査地点は、クマタ
カの生息の状況、
地形の状況、視野
範囲等を考慮し、
クマタカの分布、
生息の状況及び生
息・繁殖環境の状
況を適切かつ効果
的に把握できる地
点及び経路 ( 図
5.2.2-36)とする。 

現地調査の調査
期間は「5.2.2.1 動
物」における「工
事の実施」の「(2)
動物の重要な種の
分布、生息の状況
及び生息・繁殖環
境の状況」におけ
る「2)鳥類」の猛
禽類の重要な種の
調査期間とし、調
査時期は生態を考
慮し通年とする。
また、調査する時
間帯は早朝及び昼
間とする。 
【令和 4 年度以降
の現地調査内容】 
・クマタカの生
態、分布、生息
の状況及び生
息・繁殖環境の
状況 

（1）直接改変 
陸域の上位性として想定
されたクマタカの行動圏の
内部構造の解析結果、狩り場
環境の解析結果、潜在的営巣
環境の解析結果をそれぞれ
工事計画に重ね合わせるこ
とにより、改変の程度を把握
し、クマタカへの影響を予測
する。 
（2）直接改変以外 
クマタカの行動圏の内部
構造の解析結果、潜在的営巣
環境の解析結果を工事計画
と重ね合わせることにより、
建設機械の稼働に伴う騒音
等による生息環境の変化の
程度を把握し、クマタカへの
影響を予測する。 

調査地域は、川
辺川の流水型ダム
集水域及びその周
辺の区域並びにそ
の下流の川辺川か
ら球磨川渡地点ま
での区間とし、調
査地点は、生息の
状況、地形の状況
等を考慮し、ヤマ
セミ、カワセミ、
カワガラスの分布
状況、生息の状況
及び生息・繁殖環
境の状況を適切か
つ効果的に把握で
きる地点及び経路
と す る ( 図
5.2.2-37)。 

現地調査の調査
期間は平成6年度、
11 年度、19年度、
20 年度及び令和 4
年度とし、調査時
期は生態を考慮し
春季、夏季及び冬
季とする。また、
調査する時間帯は
昼間とする。 
【令和 4 年度以降
の現地調査内容】 
・ヤマセミ、カワ
セミ、カワガラ
スの生態、分布、
生息の状況及び
生息・繁殖環境
の状況 

（1）直接改変 
河川域の上位性として想
定されたヤマセミ、カワセ
ミ、カワガラスの行動圏の解
析結果、採餌場の解析結果、
営巣地をそれぞれ工事計画
に重ね合わせることにより、
改変の程度を把握し、影響を
予測する。 
（2）直接改変以外 
・建設機械の稼働等 
工事箇所と営巣地の位置
関係を整理し、建設機械の稼
働に伴う騒音等による生息
環境の変化の程度を把握し、
影響を予測する。 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにお
ける諸条件を踏まえた水質
予測結果を踏まえ、水質の変
化による餌生物や採餌場の
変化の程度を把握し、影響を
予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえた
流況の変化の予測結果に基
づき、餌生物や採餌場の変化
の程度を把握し、影響を予測
する。 
・河川の連続性の変化 
ダム堤体の工事中に流水
が仮排水路に迂回すること
に伴う河川の連続性の変化
による生息・繁殖環境の変化
の程度を把握し、注目種への
影響を予測する。 

表記の適

正化 
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（2/5） 

  予測の手法 
評価の手法 

調査、予測及び評価
の手法の選定理由 

調査地域・調査
地点 

調査期間等 予測の基本的な手法 
予測地域・時

期 
調査地域は、
川辺川の流水型
ダム集水域及び
その周辺の区域
とし、調査地点
は、生息・生育・
繁殖環境及びそ
こに生息・生育
する生物群集を
適切かつ効果的
に把握できる地
点 と す る ( 図
5.2.2-38)。 

現地調査の調査期
間は平成 15年度、16
年度及び令和 4 年度
とする。調査時期は
春季、夏季、秋季及
び冬季とする。また、
調査する時間帯は早
朝及び昼間とする。 
【令和 4 年度以降の
現地調査内容】 
・生息・生育・繁殖
環境の状況及び生
物群集の状況 

（1）直接改変 
陸域の環境類型区分として想
定された「スギ・ヒノキ植林」、
「広葉樹林（二次林）」をそれぞ
れ工事計画に重ね合わせること
により、改変の程度を把握し、
環境類型区分への影響を予測す
る。 
（2）ダム洪水調節地の環境 
・試験湛水時の一時的な冠水 
 ダム洪水調節地内の冠水日数
を整理し、植生図と重ね合わせ
ることで植生の変化の程度を把
握し、影響を予測する。 

(前ページに
記載) 

(前ページに
記載) 

(前ページに記載) 

調査地域は、
川辺川の流水型
ダム集水域及び
その周辺の区域
並びにその下流
の川辺川から球
磨川渡地点まで
の区間とし、調
査地点は、生
息・生育・繁殖
環境及びそこに
生息・生育する
生物群集を適切
かつ効果的に把
握できる地点と
す る ( 図
5.2.2-39)。 

現地調査の調査期
間は平成 11年度、12
年度、14年度～16 年
度、令和3年度及び 4
年度とし、調査時期
は春季、夏季、秋季
及び冬季とする。ま
た、調査する時間帯
は昼間とする。 
【令和 4 年度以降の
現地調査内容】 
・生息・生育・繁殖
環境の状況（河川
形態、河床構成材
料、河川横断工作
物、河川植生等） 
・生物群集の状況 
・アユ生息・産卵環
境の状況（生息状
況、アユの餌とな
る付着藻類の生育
状況、産卵環境等） 

・食物連鎖の状況（水
生昆虫類、鳥類の
採食行動、落下昆
虫、魚類の胃内容
物、コウモリ類、
陸上昆虫類） 

（1）直接改変 
河川域の環境類型区分として
想定された「渓流的な川」、「山
地を流れる川」、「山麓を流れる
川」、「盆地を流れる川」、「止水
域」をそれぞれ工事計画に重ね
合わせることで、改変の程度を
把握し、環境類型区分への影響
を予測する。 
（2）直接改変以外 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける
諸条件を踏まえた水質予測結果
を踏まえ、水質の変化による生
息・生育・繁殖環境の変化の程
度を把握し、注目種への影響を
予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえた流況
の変化の予測結果に基づき、生
活史の全て又は一部を水域に依
存する注目種の生息・生育・繁
殖環境の変化の程度を把握し、
影響を予測する。 
・河川の連続性の変化 
ダム堤体の工事中に流水が仮
排水路に迂回することに伴う河
川の連続性の変化による生息・
繁殖環境の変化の程度を把握
し、注目種への影響を予測する。 

調査地域は、
事業実施区域に
位置する九折瀬
洞を調査の対象
と す る ( 図
5.2.2-40)。 

現地調査の調査期
間は平成 4 年度～16
年度、令和 3 年度及
び 4 年度とし、調査
時期は春季、夏季、
秋季及び冬季とす
る。また、調査する
時間帯は昼間とす
る。 
【令和 4 年度以降の
現地調査内容】 
・立地環境の状況(微
気象(気温、湿度、
風向・風速の観
測)) 
・生物群集の生息・
繁殖環境の状況
(コウモリ類、陸上
昆虫類等) 

（1）直接改変 
特殊性として想定された九折
瀬洞を、工事計画に重ね合わせ
ることで、改変の程度を把握し、
九折瀬洞の生物群集への影響を
予測する。 

（2/5） 

  予測の手法 
評価の手法 

調査、予測及び評価
の手法の選定理由 

調査地域・調査
地点 

調査期間等 予測の基本的な手法 
予測地域・時

期 
調査地域は、
川辺川の流水型
ダム集水域及び
その周辺の区域
とし、調査地点
は、生息・生育・
繁殖環境及びそ
こに生息・生育
する生物群集を
適切かつ効果的
に把握できる地
点 と す る ( 図
5.2.2-38)。 

現地調査の調査期
間は平成 15年度、16
年度及び令和 4 年度
とする。調査時期は
春季、夏季、秋季及
び冬季とする。また、
調査する時間帯は早
朝、昼間及び夜間と
する。 
【令和 4 年度以降の
現地調査内容】 
・生息・生育・繁殖
環境の状況及び生
物群集の状況 

（1）直接改変 
陸域の環境類型区分として想
定された「スギ・ヒノキ植林」、
「広葉樹林（二次林）」をそれぞ
れ工事計画に重ね合わせること
により、改変の程度を把握し、
環境類型区分への影響を予測す
る。 
（2）ダム洪水調節地の環境 
・試験湛水時の一時的な冠水 
 ダム洪水調節地内の冠水日数
を整理し、植生図と重ね合わせ
ることで植生の変化の程度を把
握し、影響を予測する。 

(前ページに
記載) 

(前ページに
記載) 

(前ページに記載) 

調査地域は、
川辺川の流水型
ダム集水域及び
その周辺の区域
並びにその下流
の川辺川から球
磨川渡地点まで
の区間とし、調
査地点は、生
息・生育・繁殖
環境及びそこに
生息・生育する
生物群集を適切
かつ効果的に把
握できる地点と
す る ( 図
5.2.2-39)。 

現地調査の調査期
間は平成 11年度、12
年度、14年度～16 年
度、令和3年度及び 4
年度とし、調査時期
は春季、夏季、秋季
及び冬季とする。ま
た、調査する時間帯
は早朝、昼間及び夜
間とする。 
【令和 4 年度以降の
現地調査内容】 
・生息・生育・繁殖
環境の状況（河川
形態、河床構成材
料、河川横断工作
物、河川植生等） 
・生物群集の状況 
・アユ生息・産卵環
境の状況（生息状
況、アユの餌とな
る付着藻類の生育
状況、産卵環境等） 

・食物連鎖の状況（水
生昆虫類、鳥類の
採食行動、落下昆
虫、魚類の胃内容
物、コウモリ類、
陸上昆虫類） 

（1）直接改変 
河川域の環境類型区分として
想定された「渓流的な川」、「山
地を流れる川」、「山麓を流れる
川」、「盆地を流れる川」、「止水
域」をそれぞれ工事計画に重ね
合わせることで、改変の程度を
把握し、環境類型区分への影響
を予測する。 
（2）直接改変以外 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムにおける
諸条件を踏まえた水質予測結果
を踏まえ、水質の変化による生
息・生育・繁殖環境の変化の程
度を把握し、注目種への影響を
予測する。 
・流況の変化の予測 
試験湛水計画を踏まえた流況
の変化の予測結果に基づき、生
活史の全て又は一部を水域に依
存する注目種の生息・生育・繁
殖環境の変化の程度を把握し、
影響を予測する。 
・河川の連続性の変化 
ダム堤体の工事中に流水が仮
排水路に迂回することに伴う河
川の連続性の変化による生息・
繁殖環境の変化の程度を把握
し、注目種への影響を予測する。 

調査地域は、
事業実施区域に
位置する九折瀬
洞を調査の対象
と す る ( 図
5.2.2-40)。 

現地調査の調査期
間は平成 4 年度～16
年度、令和 3 年度及
び 4 年度とし、調査
時期は春季、夏季、
秋季及び冬季とす
る。また、調査する
時間帯は昼間及び夜
間とする。 
【令和 4 年度以降の
現地調査内容】 
・立地環境の状況(微
気象(気温、湿度、
風向・風速の観
測)) 
・生物群集の生息・
繁殖環境の状況
(コウモリ類、陸上
昆虫類等) 

（1）直接改変 
特殊性として想定された九折
瀬洞を、工事計画に重ね合わせ
ることで、改変の程度を把握し、
九折瀬洞の生物群集への影響を
予測する。 

委員会意

見による

修正 



55
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(5.2.2.3 生態系) (5.2.2.3 生態系) 

5-117 

（3/5） 

  予測の手法 
評価の手法 

調査、予測及び評価
の手法の選定理由 

調査地域・調査地
点 

調査期間等 予測の基本的な手法 予測地域・時期 

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

（1）直接改変 
陸域の上位性として想
定されたクマタカの行動
圏の内部構造の解析結
果、狩り場環境の解析結
果、潜在的営巣環境の解
析結果をそれぞれ事業計
画に重ね合わせることに
より、改変の程度を把握
し、クマタカへの影響を
予測する。 

(1)予測地域 
調査地域のうち、
動植物その他の自然
環境の特性並びに上
位性、典型性及び特
殊性の視点から注目
される動植物の種又
は生物群集の特性を
踏まえて、上位性、
典型性又は特殊性の
視点から注目される
動植物に係る環境影
響を受けるおそれが
あると認められる地
域とする。 
(2)予測対象時期等 
動植物その他の自
然環境の特性並びに
上位性、典型性及び
特殊性の視点から注
目される動植物の種
又は生物群集の特性
を踏まえて、上位性、
典型性及び特殊性の
視点から注目される
動植物の種又は生物
群集に係る環境影響
を的確に把握できる
時期とする。 

地域を特
徴づける生
態系に関し、
上位性、典型
性及び特殊
性の視点か
ら注目され
る動植物の
種又は生物
群集に係る
土地又は工
作物の存在
及び供用に
よる環境影
響に関し、施
設等の配置
の配慮、環境
保全設備の
設置等によ
り、できる限
り回避され、
又は低減さ
れているか、
必要に応じ
その他の方
法により環
境の保全に
ついての配
慮が適正に
なされてい
るかどうか
を検討する
ことによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の存在等のうち、
貯水池の存在が洪
水調節地の存在に
置き換わったもの
である。これによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

（1）直接改変 
河川域の上位性として
想定されたヤマセミ、カ
ワセミ、カワガラスの行
動圏の解析結果、採餌場
の解析結果、営巣地をそ
れぞれ事業計画に重ね合
わせることにより、改変
の程度を把握し、影響を
予測する。 
（2）直接改変以外 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムに
おける諸条件を踏まえた
水質予測結果に基づき、
水質の変化による餌生物
や採餌場の変化の程度を
把握し、影響を予測する。 
・流況の変化の予測 
注目種が生息する代表
的な地点において、不等
流計算により水位の変化
を予測し、その冠水頻度
の変化を算出する。現況
の河川植生と冠水頻度の
関係から、供用後の植生
の変化を予測し、その変
化の程度から餌生物や採
餌場の変化の程度を把握
し、影響を予測する。 
・河床の変化の予測 
ダムによる洪水調節に
よって変化する水理量に
基づいたダム上下流の河
床の形状や材料、瀬淵構
造の変化の予測結果を踏
まえ、河床の変化による
餌生物や採餌場の変化の
程度を把握し、影響を予
測する。 
・河川の連続性の変化 
 構造物の出現に伴う河
川の連続性の変化による
生息・繁殖環境の変化の
程度を把握し、注目種へ
の影響を予測する。 

（3/5） 

  予測の手法 
評価の手法 

調査、予測及び評価
の手法の選定理由 

調査地域・調査地
点 

調査期間等 予測の基本的な手法 予測地域・時期 

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

（1）直接改変 
陸域の上位性として想
定されたクマタカの行動
圏の内部構造の解析結
果、狩り場環境の解析結
果、潜在的営巣環境の解
析結果をそれぞれ事業計
画に重ね合わせることに
より、改変の程度を把握
し、クマタカへの影響を
予測する。 

(1)予測地域 
調査地域のうち、
動植物その他の自然
環境の特性及び注目
種等の特性を踏まえ
て注目種等に係る環
境影響を受けるおそ
れがあると認められ
る地域とする。 
(2)予測対象時期等 
動植物その他の自
然環境の特性並びに
上位性、典型性及び
特殊性の視点から注
目される動植物の種
又は生物群集の特性
を踏まえて、上位性、
典型性及び特殊性の
視点から注目される
動植物の種又は生物
群集に係る環境影響
を的確に把握できる
時期とする。 

地域を特
徴づける生
態系に関し、
上位性、典型
性及び特殊
性の視点か
ら注目され
る動植物の
種又は生物
群集に係る
土地又は工
作物の存在
及び供用に
よる環境影
響に関し、施
設等の配置
の配慮、環境
保全設備の
設置等によ
り、できる限
り回避され、
又は低減さ
れているか、
必要に応じ
その他の方
法により環
境の保全に
ついての配
慮が適正に
なされてい
るかどうか
を検討する
ことによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の存在等のうち、
貯水池の存在が洪
水調節地の存在に
置き換わったもの
である。これによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

（1）直接改変 
河川域の上位性として
想定されたヤマセミ、カ
ワセミ、カワガラスの行
動圏の解析結果、採餌場
の解析結果、営巣地をそ
れぞれ事業計画に重ね合
わせることにより、改変
の程度を把握し、影響を
予測する。 
（2）直接改変以外 
・水質の変化の予測 
川辺川の流水型ダムに
おける諸条件を踏まえた
水質予測結果に基づき、
水質の変化による餌生物
や採餌場の変化の程度を
把握し、影響を予測する。 
・流況の変化の予測 
注目種が生息する代表
的な地点において、不等
流計算により水位の変化
を予測し、その冠水頻度
の変化を算出する。現況
の河川植生と冠水頻度の
関係から、供用後の植生
の変化を予測し、その変
化の程度から餌生物や採
餌場の変化の程度を把握
し、影響を予測する。 
・河床の変化の予測 
ダムによる洪水調節に
よって変化する水理量に
基づいたダム上下流の河
床の形状や材料、瀬淵構
造の変化の予測結果を踏
まえ、河床の変化による
餌生物や採餌場の変化の
程度を把握し、影響を予
測する。 
・河川の連続性の変化 
 構造物の出現に伴う河
川の連続性の変化による
生息・繁殖環境の変化の
程度を把握し、注目種へ
の影響を予測する。 

表記の適

正化 
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(5.2.3.1 景観) (5.2.3.1 景観) 

5-129 

（1/1） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
主要な眺望点及び景観
資源の変化については、
確認地点を、事業計画に
重ね合わせることで、改
変の程度を把握し、主要
な眺望点及び景観資源へ
の影響を予測する。主要
な眺望景観の変化につい
ては、フォトモンタージ
ュにより、視野内に出現
する構造物等の見え方を
把握し影響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、景観
の特性を踏まえて主要な
眺望点及び景観資源並び
に主要な眺望景観に係る
環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域
とする。 
(3)予測対象時期等 
土地又は工作物の存在
及び供用に伴う主要な眺
望点及び景観資源並びに
主要な眺望景観に係る環
境影響を的確に把握でき
る時期とする。 

主要な眺望点及
び景観資源並びに
主要な眺望景観に
係る土地又は工作
物の存在及び供用
による環境影響に
関し、施設等の配
置や形状の配慮、
環境保全設備の設
置等により、でき
る限り回避され、
又は低減されてい
るか、必要に応じ
その他の方法によ
り環境の保全につ
いての配慮が適正
になされているか
どうかを検討する
ことによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の存在等のうち、
貯水池の存在が洪
水調節地の存在に
置き換わったもの
である。これによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

調査地域は主要な眺望点の状
況を適切に把握できる地域と
し、調査地点は景観の特性を踏
まえ、調査地域における主要な
眺望点を適切かつ効果的に把握
できる地点とする。 

文献その他の資料に
よるため特に限定しな
い。 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

調査地域は景観資源の状況を
適切に把握できる地域とし、調
査地点は景観の特性を踏まえ、
調査地域における景観資源を適
切かつ効果的に把握できる地点
とする。 

文献その他の資料に
よるため特に限定しな
い。 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

調査地域は主要な眺望景観の
状況を適切に把握できる地域と
し、調査地点は景観の特性を踏
まえ、調査地域における主要な
眺望景観を適切かつ効果的に把
握できる地点として、以下に示
す地点(図 5.2.3-1)とする。 
ⅰ) 国見山の山頂からの眺望
景観 

ⅱ) 桝形山の山頂からの眺望
景観 

ⅲ) 仰烏帽子山の山頂からの
眺望景観 

ⅳ) 瀬目公園からの眺望景観 

現地調査の調査期間
は令和 4 年度とし、調
査時期は眺望景観の特
性を考慮し、春季、夏
季及び秋季とする。ま
た、調査する時間帯は
昼間とする。 

（1/1） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価
の手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
主要な眺望点及び景観
資源の変化については、
確認地点を、事業計画に
重ね合わせることで、改
変の程度を把握し、主要
な眺望点及び景観資源へ
の影響を予測する。主要
な眺望景観の変化につい
ては、フォトモンタージ
ュにより、視野内に出現
する構造物や法面等の見
え方、湛水に伴う植生の
変化の程度を把握し影響
を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、景観
の特性を踏まえて主要な
眺望点及び景観資源並び
に主要な眺望景観に係る
環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域
とする。 
(3)予測対象時期等 
土地又は工作物の存在
及び供用に伴う主要な眺
望点及び景観資源並びに
主要な眺望景観に係る環
境影響を的確に把握でき
る時期とする。 

主要な眺望点及
び景観資源並びに
主要な眺望景観に
係る土地又は工作
物の存在及び供用
による環境影響に
関し、施設等の配
置や形状の配慮、
環境保全設備の設
置等により、でき
る限り回避され、
又は低減されてい
るか、必要に応じ
その他の方法によ
り環境の保全につ
いての配慮が適正
になされているか
どうかを検討する
ことによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の存在等のうち、
貯水池の存在が洪
水調節地の存在に
置き換わったもの
である。これによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手
法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

調査地域は主要な眺望点の状
況を適切に把握できる地域と
し、調査地点は景観の特性を踏
まえ、調査地域における主要な
眺望点を適切かつ効果的に把握
できる地点とする。 

文献その他の資料に
よるため特に限定しな
い。 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

調査地域は景観資源の状況を
適切に把握できる地域とし、調
査地点は景観の特性を踏まえ、
調査地域における景観資源を適
切かつ効果的に把握できる地点
とする。 

文献その他の資料に
よるため特に限定しな
い。 

具体的な調査地域・調査地点
を下欄に示す。 

具体的な調査期間等
を下欄に示す。 

調査地域は主要な眺望景観の
状況を適切に把握できる地域と
し、調査地点は景観の特性を踏
まえ、調査地域における主要な
眺望景観を適切かつ効果的に把
握できる地点として、以下に示
す地点(図 5.2.3-1)とする。 
ⅰ) 国見山の山頂からの眺望
景観 

ⅱ) 桝形山の山頂からの眺望
景観 

ⅲ) 仰烏帽子山の山頂からの
眺望景観 

ⅳ) 瀬目公園からの眺望景観 

現地調査の調査期間
は令和 4 年度とし、調
査時期は眺望景観の特
性を考慮し、春季、夏
季及び秋季とする。ま
た、調査する時間帯は
昼間とする。 

委員会意

見による

修正 
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(5.2.3.2 人と自然との触れ合いの活動の場) (5.2.3.2 人と自然との触れ合いの活動の場) 

5-133 

（1/2） 

予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地

域・調査地点を下欄
に示す。 

具体的な調査期間等を
下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場の状況を踏まえ、工事
の実施に伴う主要な人と自然と
の触れ合いの活動の場の分布又
は利用環境の改変の程度を把握
し、主要な人と自然との触れ合い
の活動の場への影響について予
測する。 
①改変の程度 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と工事計画を重ね合
わせることにより、改変の程度を
予測する。 
②利用性の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と工事計画を重ね合
わせることにより、改変による利
用可能面積の変化及びアクセス
性の変化を予測する。 
③快適性の変化 
・騒音、照明の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と工事計画を重ね合
わせることにより、重機等の騒音
及び工事現場の照明による影響
を定性的に予測する。 
・近傍の風景の変化 
水質の予測結果を踏まえた河

川の濁りによる近傍の風景の変
化を予測する。 
・水質の変化 
川辺川の流水型ダムにおける

諸条件を踏まえた水質予測結果
を基に、工事による水質の変化が
親水性等に係る主要な人と自然
との触れ合いの活動の場に及ぼ
す影響を予測する。 
・流況の変化 
試験湛水計画を踏まえた流況

の変化の予測結果に基づき、試験
湛水による流況の変化が親水性
等に係る主要な人と自然との触
れ合いの活動の場に及ぼす影響
を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域と同様とする。 

(3)予測対象時期等 
工事の実施に伴う主要な人と

自然との触れ合いの活動の場に
係る環境影響を的確に把握でき
る時期とする。 

主要な人と自
然との触れ合い
の活動の場に係
る工事の実施に
よる環境影響に
関し、工法の検
討、環境保全設
備の設置等によ
り、できる限り
回避され、又は
低減されている
か、必要に応じ
その他の方法に
より環境の保全
についての配慮
が適正になされ
ているかどうか
を検討すること
による。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一般
的なダム事業に伴う
ダムの堤体の工事等
の他に試験湛水の実
施が加わったもので
ある。これによる環
境影響については、
省令別表第二に掲げ
られている参考手法
により調査及び予測
が可能であることか
ら、調査及び予測の
手法は、当該参考手
法を選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は事業実
施区域及びその周辺
の区域(事業実施区
域から約1kmの範囲
を い う 。 以 下
「5.2.3.2人と自然
との触れ合いの活動
の場」において同
じ。)並びにその下流
の渡地点までの区間
(図5.2.3-2)とし、調
査地点は人と自然と
の触れ合いの活動の
場の概況を適切かつ
効果的に把握できる
地点とする。 

現地調査の調査期間は
令和 4 年度とし、調査時
期及び調査する時間帯は
人と自然との触れ合いの
活動の場の特性を踏ま
え、人と自然との触れ合
いの活動の場の概況を適
切かつ効果的に把握でき
る時期及び時間帯とす
る。文献その他の資料の
調査時期は特に限定しな
い。令和 4年度以降の現
地調査内容は以下のとお
りである。 
【令和 4 年度以降の現地
調査内容】 

・人と自然との触れ合い
の活動の場の概況 

具体的な調査地
域・調査地点を下欄
に示す。 

具体的な調査期間等を
下欄に示す。 

調査地域は事業実
施区域及びその周辺
の区域並びにその下
流の渡地点までの区
間 (図 5.2.3-2)と
し、調査地点は以下
に示す主要な人と自
然との触れ合いの活
動の場の状況を適切
かつ効果的に把握で
きる地点又は経路と
する。 
ⅰ) 川辺川 
ⅱ) ホタル 
ⅲ) かすみ桜 
ⅳ) 椎葉谷川 
ⅴ）山口谷川 
ⅵ）九州自然歩道 
ⅶ）五木源パーク 
ⅷ）渓流ヴィラ
ITSUKI 
ⅸ）カヤック 
ⅹ）上園のホタル 
 ）球磨川

現地調査の調査期間は
令和 4 年度とし、主要な
人と自然との触れ合いの
活動の場の特性を踏ま
え、春季、夏季及び秋季
又はホタルの発生時期、
桜の開花時期とする。ま
た、現地調査の時間帯は
主要な人と自然との触れ
合いの活動の場の特性を
踏まえ、昼間又は夜間と
する。文献その他の資料
の調査時期は特に限定し
ない。令和 4 年度以降の
現地調査内容は以下のと
おりである。 
【令和 4 年度以降の現地
調査内容】 

・人と自然との触れ合い
の活動の場の分布、利
用の状況及び利用環境
の状況 
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予測の手法 評価の手法 
調査、予測及び評価の

手法の選定理由  調査地域・調査地点 調査期間等 
具体的な調査地

域・調査地点を下欄
に示す。 

具体的な調査期間等を
下欄に示す。 

(1)予測の基本的な手法 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場の状況を踏まえ、工事
の実施に伴う主要な人と自然と
の触れ合いの活動の場の分布又
は利用環境の改変の程度を把握
し、主要な人と自然との触れ合い
の活動の場への影響について予
測する。 
①改変の程度 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と工事計画を重ね合
わせることにより、改変の程度を
予測する。 
②利用性の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と工事計画を重ね合
わせることにより、改変による利
用可能面積の変化及びアクセス
性の変化を予測する。 
③快適性の変化 
・騒音、照明の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と工事計画を重ね合
わせることにより、重機等の騒音
及び工事現場の照明による影響
を定性的に予測する。 
・近傍の風景の変化 
水質の予測結果を踏まえた河

川の濁りによる近傍の風景の変
化を予測する。 
・水質の変化 
川辺川の流水型ダムにおける

諸条件を踏まえた水質予測結果
を基に、工事による水質の変化が
親水性等に係る主要な人と自然
との触れ合いの活動の場に及ぼ
す影響を予測する。 
・流況の変化 
試験湛水計画を踏まえた流況

の変化の予測結果に基づき、試験
湛水による流況の変化が親水性
等に係る主要な人と自然との触
れ合いの活動の場に及ぼす影響
を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、人と自然との

触れ合いの活動の場の特性を踏
まえて主要な人と自然との触れ
合いの活動の場に係る環境影響
を受けるおそれがあると認めら
れる地域とする。 
(3)予測対象時期等 
工事の実施に伴う主要な人と

自然との触れ合いの活動の場に
係る環境影響を的確に把握でき
る時期とする。 

主要な人と自
然との触れ合い
の活動の場に係
る工事の実施に
よる環境影響に
関し、工法の検
討、環境保全設
備の設置等によ
り、できる限り
回避され、又は
低減されている
か、必要に応じ
その他の方法に
より環境の保全
についての配慮
が適正になされ
ているかどうか
を検討すること
による。 

影響要因として
は、省令別表第一に
掲げられている一般
的なダム事業に伴う
ダムの堤体の工事等
の他に試験湛水の実
施が加わったもので
ある。これによる環
境影響については、
省令別表第二に掲げ
られている参考手法
により調査及び予測
が可能であることか
ら、調査及び予測の
手法は、当該参考手
法を選定する。 
また、評価の手法

は、省令に示されて
いる事項を満足する
手法を選定する。 

調査地域は事業実
施区域及びその周辺
の区域(事業実施区
域から約1kmの範囲
を い う 。 以 下
「5.2.3.2人と自然
との触れ合いの活動
の場」において同
じ。)並びにその下流
の渡地点までの区間
(図5.2.3-2)とし、調
査地点は人と自然と
の触れ合いの活動の
場の概況を適切かつ
効果的に把握できる
地点とする。 

現地調査の調査期間は
令和 4 年度とし、調査時
期及び調査する時間帯は
人と自然との触れ合いの
活動の場の特性を踏ま
え、人と自然との触れ合
いの活動の場の概況を適
切かつ効果的に把握でき
る時期及び時間帯とす
る。文献その他の資料の
調査時期は特に限定しな
い。令和 4年度以降の現
地調査内容は以下のとお
りである。 
【令和 4 年度以降の現地
調査内容】 

・人と自然との触れ合い
の活動の場の概況 

具体的な調査地
域・調査地点を下欄
に示す。 

具体的な調査期間等を
下欄に示す。 

調査地域は事業実
施区域及びその周辺
の区域並びにその下
流の渡地点までの区
間 (図 5.2.3-2)と
し、調査地点は以下
に示す主要な人と自
然との触れ合いの活
動の場の状況を適切
かつ効果的に把握で
きる地点又は経路と
する。 
ⅰ) 川辺川 
ⅱ) ホタル 
ⅲ) かすみ桜 
ⅳ) 椎葉谷川 
ⅴ）山口谷川 
ⅵ）九州自然歩道 
ⅶ）五木源パーク 
ⅷ）渓流ヴィラ
ITSUKI 
ⅸ）カヤック 
ⅹ）上園のホタル 
 ）球磨川

現地調査の調査期間は
令和 4 年度とし、主要な
人と自然との触れ合いの
活動の場の特性を踏ま
え、春季、夏季及び秋季
又はホタルの発生時期、
桜の開花時期とする。ま
た、現地調査の時間帯は
主要な人と自然との触れ
合いの活動の場の特性を
踏まえ、昼間又は夜間と
する。文献その他の資料
の調査時期は特に限定し
ない。令和 4 年度以降の
現地調査内容は以下のと
おりである。 
【令和 4 年度以降の現地
調査内容】 

・人と自然との触れ合い
の活動の場の分布、利
用の状況及び利用環境
の状況 

表記の適

正化 
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予測の手法 評価の手法 調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

(1)予測の基本的な手法
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場の状況を踏まえ、土
地又は工作物の存在及び供用に
伴う主要な人と自然との触れ合
いの活動の場の分布又は利用環
境の改変の程度を把握し、主要
な人と自然との触れ合いの活動
の場への影響について予測す
る。 
①改変の程度 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と事業計画を重ね合
わせることにより、改変の程度
を予測する。 
②利用性の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と事業計画を重ね合
わせることにより、改変による
利用可能面積の変化及びアクセ
ス性の変化を予測する。 
③快適性の変化 
・近傍の風景の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と事業計画を重ね合
わせることにより、構造物や法
面等の出現、水質の予測結果を
踏まえた河川の濁りによる近傍
の風景の変化を予測する。 
・水質の変化 
川辺川の流水型ダムにおける

諸条件を踏まえた水質予測結果
を基に、水質の変化が親水性等
に係る主要な人と自然との触れ
合いの活動の場に及ぼす影響を
予測する。 
・河床の変化 
ダムによる洪水調節によって

変化する水理量に基づいたダム
上下流の河床形状や瀬淵構造の
変化及び洪水調節地内における
土砂の堆積等の予測結果を基
に、親水性等に係る主要な人と
自然との触れ合いの活動の場に
及ぼす影響を予測する。 
(2)予測地域 
「工事の実施」と同様とする。 

(3)予測対象時期等 
土地又は工作物の存在及び供

用に伴う主要な人と自然との触
れ合いの活動の場に係る環境影
響を的確に把握できる時期とす
る。 

主要な人と
自然との触れ
合いの活動の
場に係る土地
又は工作物の
存在及び供用
による環境影
響に関し、施
設等の配置の
配慮、環境保
全設備の設置
等により、で
きる限り回避
され、又は低
減されている
か、必要に応
じその他の方
法により環境
の保全につい
ての配慮が適
正になされて
いるかどうか
を検討するこ
とによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の存在等のうち、
貯水池の存在が洪
水調節地の存在に
置き換わったもの
である。これによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手

法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 
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予測の手法 評価の手法 調査、予測及び評価
の手法の選定理由 調査地域・調査地点 調査期間等

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

(1)予測の基本的な手法
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場の状況を踏まえ、土
地又は工作物の存在及び供用に
伴う主要な人と自然との触れ合
いの活動の場の分布又は利用環
境の改変の程度を把握し、主要
な人と自然との触れ合いの活動
の場への影響について予測す
る。 
①改変の程度 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と事業計画を重ね合
わせることにより、改変の程度
を予測する。 
②利用性の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と事業計画を重ね合
わせることにより、改変による
利用可能面積の変化及びアクセ
ス性の変化を予測する。 
③快適性の変化 
・近傍の風景の変化 
主要な人と自然との触れ合い

の活動の場と事業計画を重ね合
わせることにより、構造物や法
面等の出現、水質の予測結果を
踏まえた河川の濁りによる近傍
の風景の変化を予測する。 
・水質の変化 
川辺川の流水型ダムにおける

諸条件を踏まえた水質予測結果
を基に、水質の変化が親水性等
に係る主要な人と自然との触れ
合いの活動の場に及ぼす影響を
予測する。 
・河床の変化 
ダムによる洪水調節によって

変化する水理量に基づいたダム
上下流の河床形状や瀬淵構造の
変化及び洪水調節地内における
土砂の堆積等の予測結果を基
に、親水性等に係る主要な人と
自然との触れ合いの活動の場に
及ぼす影響を予測する。 
(2)予測地域 
調査地域のうち、人と自然と

の触れ合いの活動の場の特性を
踏まえて主要な人と自然との触
れ合いの活動の場に係る環境影
響を受けるおそれがあると認め
られる地域とする。 
(3)予測対象時期等 
土地又は工作物の存在及び供

用に伴う主要な人と自然との触
れ合いの活動の場に係る環境影
響を的確に把握できる時期とす
る。 

主要な人と
自然との触れ
合いの活動の
場に係る土地
又は工作物の
存在及び供用
による環境影
響に関し、施
設等の配置の
配慮、環境保
全設備の設置
等により、で
きる限り回避
され、又は低
減されている
か、必要に応
じその他の方
法により環境
の保全につい
ての配慮が適
正になされて
いるかどうか
を検討するこ
とによる。 

影響要因として
は、省令別表第一
に掲げられている
一般的なダム事業
に伴うダムの堤体
の存在等のうち、
貯水池の存在が洪
水調節地の存在に
置き換わったもの
である。これによ
る環境影響につい
ては、省令別表第
二に掲げられてい
る参考手法により
調査及び予測が可
能であることか
ら、調査及び予測
の手法は、当該参
考手法を選定す
る。 
また、評価の手

法は、省令に示さ
れている事項を満
足する手法を選定
する。 

「工事の実施」と
同様とする。 

「工事の実施」と
同様とする。 

表記の適

正化 


